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CDP評価結果（2021年度）  

MSCI日本株 
女性活躍指数（WIN）*2

主なESG投資指数  

　2022年7月現在、豊田通商は以下のESG投資指数の組み入れ銘柄になっています。

S&P/JPX 
カーボン・エフィシェント指数

環境パフォーマンスデータに対する保証  
　豊田通商グループは、温室効果ガス排出量、エネルギー使用量、水使用量、廃棄物量について、LRQA
リミテッドによる保証を受けています。

*1  豊田通商株式会社は、第三者調査の結果FTSE Russell（FTSE International Limited と Frank Russell Companyの登録商
標）であるFTSE4Good、FTSE Blossom JapanおよびFTSE Blossom Japan Sector Relative Index組み入れの要件を満た
し、インデックスの構成銘柄となっています。FTSE Russellの構成銘柄は、サステナブル投資のファンドや他の金融商品の作
成・評価に広く利用されます。 

*2  MSCIインデックスへの豊田通商株式会社の組み入れおよび豊田通商株式会社によるMSCIのロゴ、商標、サービスマークま
たはインデックス名の使用は、MSCIまたはその関係会社による豊田通商株式会社へのスポンサーシップ・宣伝・販売促進を
企図するものではありません。MSCIインデックスはMSCIの独占的財産であり、MSCIおよびMSCIインデックスの名称なら
びにロゴは、MSCIまたはその関係会社の商標またはサービスマークです。

FTSE Blossom  
Japan Index*1

FTSE4Good*1

人事関連評価項目  

気候変動 ウォーター 
フォレスト 

木材 パーム油 大豆 

A- A- A- B B

編集方針  

　豊田通商グループは、ステークホルダーの皆さまに
当社グループをより深く理解していただくことを念頭に、
2015年3月期より財務情報、経営戦略、業績、事業と
環境・社会・ガバナンスを統合的に報告する「統合レ
ポート」を作成しています。作成にあたっては、価値報
告財団（VRF）が提唱している「統合報告＜IR＞」の在り
方、Global Reporting Initiative（GRI）「サステナビリ
ティ・レポーティング・スタンダード」、経済産業省「価
値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」、環境省
「環境報告ガイドライン（2012年版）」ならびに
「ISO26000」（『社会的責任に関する手引き』）を参照し
ています。経営戦略、業績、事業活動の報告に加え、事
業を通じた社会的課題解決・地域貢献など、持続的成
長に向けて取り組む当社グループへのご理解の一助と
なりましたら幸いです。なお、本報告書は、豊田通商お
よび連結子会社の活動について報告していますが、一
部は豊田通商単体について掲載しています。
　今後、さらに統合レポートの内容を見直し、ステーク
ホルダーの皆さまからのご意見を参考にしながら、より
分かりやすいレポートとなるよう進化させていく所存 

です。
　財務情報および非財務情報は、当社グループの持続
的な企業価値向上において重要性が高いものを統合レ
ポートに掲載しています。網羅的な情報についてはウェ
ブサイトの各ページをご参照ください。また、統合レ
ポートはウェブサイトにも掲載しています。

見通しに関する注意事項  

　このレポートには豊田通商グループの将来の収益計
画・戦略・理念および業績見通しなど歴史的事実でな
い「将来に関する見通し」が含まれています。これらは
読者の皆さまに当社グループの経営者の視点を提供す
ることのみを目的として掲載しており、投資・その他の
判断にお役立ていただくことを目的としたものではあり
ません。従って、読者の皆さまにおかれましては、これ
らの将来に関する見通しに全面的に依拠することはお
控えくださるようお願いします。

豊田通商は
「次の新しいステージ」へ

踏み出します

FTSE Blossom 
Japan Sector 

Relative Index*1
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P.51 特集
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P.51  社外取締役・CHRO対談
 「次の新しいステージ」へ踏み出すための 
  人的資本経営

P.56 サステナビリティ戦略
サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）の取り組みと 
KPIの進捗などを説明しています。
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さらなる経営の効率化・透明化、コンプライアンスの徹底、 
財務体質の健全化を積極的に推進する 
豊田通商のガバナンスの体制と取り組みを説明しています。

P.92  社外取締役メッセージ
P.94   コーポレート・ガバナンス
P.102   マネジメント体制

P.104　財務サマリー
P.106　組織図
  コーポレートデータ

Be the Right ONE

1  代替不可能なさま

2  唯一無二の存在（になる） 

3  かけがえのない存在（になる）
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基本 
理念

ビジョン

中期経営計画
年度計画

商魂 現地・現物・現実 チームパワー

豊田通商グループウェイ

基本理念の実現やビジョンの達成に向け、 
全ての豊田通商グループ役職員が共有すべき価値観・行動原則

豊田通商は、世界各国の幅広い事業領域において、豊かで快適な社会づくりに欠かすことのできない商品やサービスを提供しています。 
4層からなるグループ理念体系を掲げ、新しい時代を拓きます。

恒久的に変化しない 
世代を通じて 
継承すべき最高概念

基本理念を 
追求・実現し続ける中で 
到達すべき目標・道標

  Global Vision

経営環境の変化を踏まえた 
事業活動指針・方針と 
具体的なアクションプラン・ 
数値目標を含む事業戦略

P.22「中期経営計画」

P.67 「グローバル行動倫理規範（COCE）」

P.56～73 社会課題の解決を意識した 
「サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）」

  企業理念
  行動指針

理念とビジョン
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ありたい姿

当社は真のグローバル企業として一層の進化を遂げるため、世界中の豊田通商グループ全社員が一丸となって目指すべきガイドラインと 

して、「Global Vision」を掲げています。 

となることを追求し続け、実現を目指します

豊田通商グループは
The Right ONE for you 
ステークホルダーの現場ニーズに応え、最適な安全・サービス／
品質・信頼を提供します

The Right ONE for us 
一人一人の力の最大化に努め、組織・地域・性別・国籍を超えて
結束し、総合力を発揮します

The Right ONE for future 
我 の々強みや知見を培い、発揮することで、持続可能な社会と未来
を切り拓きます

Toyotsu Core Valuesによる成長の実現
　「Toyotsu Core Values」は、我 が々最大限発揮・活用すべき強み
であり、豊田通商グループウェイを土台として、「Global Vision」 
達成のために具体化したものです。「Toyotsu Core Values」を核と
して、我々の目指すべき3つの事業領域に挑戦します。

既存事業の成長
・  すでに保有している自社リソース活用による成長

新規分野
・  我々の知見が生かせる事業領域、あるいは地域において、 

Genba-focusを発揮し事業を拡大
・  Collective force や Inno vator spiritの発揮による 
革新的な技術／サービス／製品に基づく新しい事業の開発

  Global Vision

新規分野 新規分野

既存事業

既存事業既存事業

新規分野

Toyotsu
Core 

Values

Resources &  
Environment
「持続可能な社会」 
の実現に貢献する事業分野

Life &  
Community

「快適ですこやかな社会」 
の実現に貢献する事業分野

Mobility
「未来における 
利便性の高い社会」 
の実現に貢献する事業分野

  Genba-focus　 
現場に立ち、付加価値
を提供する力
  Collective force　 
個の力を結集した 
総合力

  Innovator spirit　 
我 「々ならでは」を 
創り上げる力

  企業理念

  行動指針

人・社会・地球との共存共栄を図り、
豊かな社会づくりに貢献する価値創造企業を目指す

良き企業市民として

オープンでフェアな 

企業活動に努める
社会的責任の遂行と 

地球環境の保全に努める

  創造性を発揮し、 
付加価値の提供に 

努める

人間を尊重し、 
活性化された 

働きがいのある 

職場づくりに努める

理念とビジョン
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社長メッセージ

取締役社長 

貸谷 伊知郎
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社長メッセージ

 「次の新しいステージ」へ踏み出す3つの理由
　2022年5月に発表した中期経営計画において、豊田通商 

グループは「次の新しいステージ」へというメッセージを発信し
ました。
　当社グループの20年間を振り返れば、事業の柱であるモビ
リティ分野の海外展開に加え、大型M&Aを起爆剤として規模
を伸ばし、次のステージにジャンプしてきた軌跡が見えます。
2000年の加商㈱との合併および2006年の㈱トーメンとの合
併がドライバーとなり、事業領域の拡大とグローバル化を果た

したのが2000年代です。続く2010年代には、CFAOの買収に
よってアフリカの事業基盤を確固たるものとしました。こうして
当社は、中長期的な成長に向けた「種」を手中にしてきました。
それに引き続き今回は、それらをベースに機会に応じた大型
M&Aも視野に入れつつ、自力で「次の新しいステージ」へ踏み
出す時が来たのだと私は考えています。そこには3つの理由があ
ります。

「次の新しいステージ」へ踏み出し、
真のグローバル企業に向かって豊田通商ならではの
価値創造とさらなる成長を追求していきます。

中期経営計画 ～定量目標（親会社の所有者に帰属する当期利益）～
（億円） （円）

 当期利益（親会社の所有者に帰属）　    1株当たり年間配当金 （右軸） 
（配当性向 %）

 
13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 25/3

0

500

1,000

2,000

2,500

1,500

40

0

80

120

200

160

国際会計基準 （IFRS）日本会計基準

44 44 
（22.8%) （22.8%) 

5050
（24.0%）（24.0%）

5656
（29.1%）（29.1%）

7070
（22.8%）（22.8%）

9494
（25.4%）（25.4%）

100100
（26.5%）（26.5%）

110110
（28.6%）（28.6%）

112112
（29.3%）（29.3%）

160160
（25.3%）（25.3%）

162162
（27.1%）（27.1%）

178～178～
（25.0%）（25.0%）

6262
（（--））

674 730 675

9.6% 8.4% 6.4% ▲4.3% 10.8% 11.7% 11.2% 11.3% 10.1% 13.9% 

1,079

1,302 1,326
1,355 1,346

2,222 2,100
（計画）

2,500
（計画）

ROE

CFAO子会社化

減損からのV字回復

資源価格下落等により 
約1,000億円減損実施

コロナ影響

22年3月期の過去最高益水準を維持し乗り越えることで、「次の新しいステージ」へ

▲437
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社長メッセージ

＜最終利益2,000億円突破＞
　2022年3月期の当期利益 （親会社の所有者に帰属；以下
同）が2,000億円を突破した当社グループ自身のさらなる成長
と、そこで果たすべき役割への意志表明が第二の理由です。
　過去の成長ステージに即して言えば、2000年代がスタート
した2001年3月期時点で、当社グループの当期利益は82億円、
時価総額は1,179億円にすぎませんでした。それが2011年3月
期にはそれぞれ472億円、4,858億円に拡大、そして直近の
2022年3月期には当期利益が2001年3月期の27.1倍の
2,222億円、時価総額は同15.2倍の1兆7,915億円に成長し、
関連会社1,026社、連結従業員65,218人を擁する規模に広が
りました。特に、前述のような環境の変化にさらされながらも成

長を実現した近年の実績には、我々自身も大きな自信を得てい
ます。そして今、我々は真のグローバル企業へ進化することを
目指します。
　しかし真の進化は、規模の拡大から自動的にもたらされるわ
けではありません。我々が社会において、また、ステークホル
ダーの皆さまに対して果たすべき責任や役割が変わり、新しい
責任や役割を担うのだという、自覚的な意志が伴わなければな
らないと、私は考えます。「次の新しいステージ」へというメッ
セージは、新たな責任と役割に対する当社グループとしての意
志の表明でもあります。

＜外部環境の変化＞
　第一にあるのは、かつてない範囲とスピードで進む社会の変化
です。未来を見据えて、未来の子供たちへより良い地球環境を届
けるため、その大きな変化に当社は適応し、かつリードしていく企
業になるというメッセージを、お客さまとその先に存在する社会、
そして次の世代に向けて広く発信したいと考えました。
　気候変動問題という喫緊の課題と、その解決策としてのカー
ボンニュートラル（CN）実現に向けたグローバル社会の動きは、
我々の事業環境を不可逆的かつ急速に変えています。当社も
2021年7月に「カーボンニュートラル宣言」を発表しましたが、省
資源・省エネルギーの手段としてのサーキュラーエコノミー（CE）
に対する注目は飛躍的に高まっています。さらに、デジタルトラン
スフォーメーション（DX）が「第4次産業革命」ともいわれる産業
構造の激変をもたらすとも指摘されています。

　事業環境の変化をもたらす要因は、気候変動問題やDXにと
どまりません。コロナ禍によって顕在化したサプライチェーンの
混乱に、ロシアによるウクライナ侵攻という地政学的なリスクが
加わったことで、社会や経済の構造も大きく変化しています。特
に、我々商社のコア事業とも言うべきサプライチェーンにそれは
顕著であり、従来の前提の見直しが迫られています。すなわち、
最適調達の追求はもちろんのこと、CNとCEや地政学的な視点
も踏まえ、プランAだけでなくプランB、Cのように複数の代替案
を持つといった事業継続計画（BCP）の磨き上げや、地産地消を
支える物流の構築など、サプライチェーンの絶え間ない改善が求
められているのです。
　こうした変化を前に我 に々求められるのは、「従来の延長線上」
を超えた「次の新しいステージ」で新たな挑戦をすることではな
いかと、考えました。

01/3期→22/3期 

時価総額 15.2倍 

当期利益 27.1倍 

関連会社数 7.3倍 

人員数 6.9倍 

01/3期 

時価総額  1,179億円 

当期利益 82億円 
関連会社数 140社 

人員数 9,493人 

11/3期

4,858億円 

472億円 

592社 

31,081人 

22/3期 

17,915億円 

2,222億円 

1,026社 

65,218人 
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社長メッセージ

 他にはない個性として「タグ」を増やす
　それでは、「次の新しいステージ」における当社グループのあり
たい姿とは何か。それは、他の総合商社とは異なる豊田通商らし
さとは何かという問いと、密接に結び付いています。
　総合商社の損益計算書と比較すると、当社グループは、営業
利益の割合が圧倒的に大きいという特徴を持ちます。これは、当
社グループがマイノリティ出資の配当収益や持分収益に頼らず、
自ら主体的に取り組んできた事業を持ち、小さなビジネスの成功
を積み上げることで利益を拡大してきたからです。インベストメン
トカンパニーという性格が強い同業他社とは異なる個性であり、
私がこれまで折に触れて述べてきた「豊田通商グループは総合
商社というよりも専門商社の集団なのだ」という当社の真骨頂
が、ここには表れています。
　ここで私が意味する「専門商社」とは、文字通り、他にはない
「ならでは」の専門的知見やネットワークを持ってお客さまに価
値を提供する企業です。少し抽象的な表現を用いれば、自らの
個性を表す「タグ」を持つ企業であるとも言えます。「何 と々言え

ば豊田通商」とお客さまに言っていただける「タグ」を増やしてい
きたいのです。そして、「タグ」が有機的に結び付く本当の総合商
社になりたいと考えています。
　「Be the Right ONE」を掲げる我 は々、何でも手掛けるだけの
総合商社であってはならないと、私は考えます。自分のやってい
る仕事、周りと一緒にやろうとしている事業が、本当に我々にし
かできない仕事なのか、あるいは、将来的に我々にしかできない
仕事に育てることができるのかを厳しく見つめ、お客さまにとっ
て唯一無二の価値を創造し得る「Be the Right ONE」を追求し
ていきます。
　私が「次の新しいステージ」において描くのは、当社グループ
の個性を発揮する「タグ」を増やしながら、お客さまと一緒に現
場で汗をかき走り続ける「伴走者」「先導者」としての当社グルー
プの姿です。社員一人ひとりにとっては、「タグ」を増やすこと、す
なわち専門性を極めてプロになることは、仕事に対する熱意と自
らの足元の業務とのギャップを埋めることにもつながるはずです。

＜社員との対話＞
　第三の理由は、社員との対話を通じて得た気付きから発して
います。
　これまで私は、若手社員、中堅社員、また海外出張時にはナ
ショナルスタッフ（NS）との対話会を数多く実施してきました。
2021年4月から行っている若手社員との「リバースメンタリング」
もその一例です。これは、週に1回のペースで若手社員一人ひとり
と直接対話をし、対話を通して気付きを得るもので、すでに40人
以上の20代から30代前半の社員と実施してきました。
　彼ら彼女らから、自らの仕事に対する思いと成し遂げたいこと、
今後の当社グループの課題についての考え、会社に対する疑問
などについて話してもらい、一つのパターンとして浮き彫りになっ
たのが、自らの仕事を通じて社会の役に立ちたいという強い熱意
と、その熱意と自らの足元の業務とのギャップをいかに埋めるの
かに戸惑う姿です。

　一方でいわゆる「中堅」と呼ばれる管理職層の社員との対話か
らは、専門性を持って自分たちにしかできない仕事を切り開いて
きたという自負を感じるとともに、言葉にせずとも行動で示す姿
には頼もしさも感じています。しかしながら、自らの仕事と社会が
抱える課題とのつながりについて、意識はしていても言葉にして
うまく語れていないと感じる一面もありました。
　若手社員が感じるギャップを埋め、中堅社員が語り切れていな
い仕事と社会のつながりを明らかにするためには、我々がどこへ
向かおうとしているのか、それはなぜなのかを経営者である私が
明確に示さねばならない。こうした考えが、「次の新しいステー
ジ」には込められています。

詳細はP.51「特集」をご覧ください
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社長メッセージ

 「豊田通商ならでは」といわれる事業領域の確立
　当社グループは、サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）
に連動する「ネクストモビリティ」「再生可能エネルギー」「アフリ
カ」「循環型静脈事業」の4つの重点分野で戦略を推進していま
す。これらに掛け合わせるのが、「再生可能エネルギー・エネル
ギーマネジメント」「バッテリー」「水素・代替燃料」「資源循環・3R

（リビルト・リユース・リサイクル）」「Economy of Life（EoL）*」の
5つの領域からなるCNとCEの推進です。4つの重点分野と5つ
の領域を掛け合わせることで、私たちは唯一無二の価値を創造
し得る存在としての「タグ」、すなわち「豊田通商ならでは」といわ
れる事業領域を確立しようとしています。
　幾つか具体例を挙げてみましょう。
　トヨタグループの一員として取り組むネクストモビリティ戦略
では、CASEへの対応として、車体軽量化のための素材置換、車
載用電池の需要増に応えるリチウム資源開発などを推進してい
ます。また、燃料電池車（FCEV）に使用される水素、既存車両の
CN化に資する代替燃料にも注力しています。今後、より一層の
専門性を磨いていきます。
　再生可能エネルギー戦略では、国内最大の風力発電事業者
㈱ユーラスエナジーホールディングスを核に事業を展開し、全世
界で3.6GWを超える発電容量を当社グループで有するなど、「タ
グ」を確立していると自負しています。
　次に、アフリカ戦略では、当社グループ全従業員の3分の1に
当たる約22,000人がアフリカ事業に従事し、モビリティや電力・

インフラに加え、ヘルスケアと消費財という「EoL」に関わる事業
をアフリカ全54カ国で拡大しています。また2022年3月期決算
の収益（売上）で初めて1兆円を超え、アフリカ事業は当社の「タ
グ」として広くステークホルダーに認められています。
　循環型静脈事業戦略では、1970年代からELV（使用済み自
動車）の適正処理事業を手掛け、現在では「モノづくりの設計」
まで、その事業領域を広げています。また、自動車関連だけでな
く、いわゆる都市鉱山に埋もれる貴金属からプラスチック、ペッ
トボトルまで幅広い分野でCEに資するビジネスを確立し、「縁
の下の力持ち」としての当社グループの個性を発揮しています。
　私は、4つの重点分野とCNとCEにおける5つの領域を掛け 

合わせることによって「Be the Right ONE」が実現されれば、 
さらなる飛躍的な成長が実現できると思っています。その成長の
実現に向けてどのような事業ポートフォリオを築いていくか、 
新たに見出すべき事業ドメイン、さらに磨き上げるべき事業 

ドメインは何か、社員と共に考え、また、取締役会などにおいて、
今年から社内で議論を本格化させていきます。
* 命の経済

4つの重点分野と 

CNとCEの5つの領域を掛け合わせ、
「豊田通商ならでは」といわれる 

事業領域を確立します。

詳細はP.22「2025年3月期中期経営計画」をご覧ください
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社長メッセージ

 目指すべき真のグローバル企業とは
　前述の通り、「次の新しいステージ」では、各ステークホルダー
の皆さまに対して当社が果たすべき責任や役割が変化します。そ
して「Be the Right ONE」の価値を創造するには、社員の意識も
進化していく必要があります。私は、社員に対して「真のグローバ
ル企業を目指そう」と呼びかけています。言い換えれば、日本中心
の発想、日本人中心の組織マネジメントを変革しよう、ということ
です。日本は世界の中の一つの地域でいいのです。
　グローバル事業の現場で主体となるべきは、日本から派遣さ
れた駐在員ではなく、それぞれの国と地域で採用されたNSです。
そこで、NSが主導的な役割を担う組織へと変わることを目的に、
海外の主要なポストを定義しました。その結果特定された113

のグローバルポストのうち、2022年3月末時点では37のポスト
にNSが就いています。まずはこの数を、NSに任せることが可能
と現時点で選定している74までに引き上げるとともに、74という
ポスト数自体も毎年見直していきます。また、すでに現在駐在員
として日本から派遣されている社員にとっては、NSを自分の後継
者として育成することが重要な業務目標となります。

　発祥国を問う必要がないほど事業がグローバル化し、しかも
そのブランドに対する信頼感が絶大である、それが本当のグロー
バル企業ではないでしょうか。ブランドとは、一つ一つの信頼を
積み重ねた結果です。世界中で「豊田通商／Toyota Tsusho」と
いうブランドが認められ、信頼を得られる、選ばれる企業になら
ねばならないと、私は考えています。
　それは国や地域との関係性においても同様です。私は、国や地
域から期待されることに対して、民間企業としてできることがある
と考えています。豊田通商も、国や地域から求められ、また提案・
提言できる会社でありたいのです。世界で約65,000人の従業員
を擁し、約130カ国で事業を展開する企業として、社会に対する
責任、地球環境に対する責任を能動的に果たしていくということ
と、そうしたプロアクティブな関係を構築することとは、決して無
縁ではないと考えます。

 DNAを継承する
　ここまで、当社グループが「次の新しいステージ」へ進むにあたっ
て変えるべきことを述べてきました。一方で、我々には継承すべき
DNA、変わらずに大切にすべき価値があり、グループ社員全員とそ
れを共有していかねばなりません。
　当社に根付いている価値観・行動原則として、まず挙げられる
のが「現地・現物・現実」です。すなわち、事業の最前線である現

場に寄り添い、知恵を絞り汗をかきながら、縁の下の力持ちとし
て「サプライチェーンを守り抜く」という、トヨタグループの一員と
して培った基本的な考え方です。これに加えて、諦めずビジネス
にチャレンジし続ける姿勢を指す「商魂」。さらに、プロとしての
専門性と誇りを身に付けた一人ひとりの「強い個」が自らの役割
を果たすことで「強い組織」となり発揮される「チームパワー」が

「次の新しいステージ」で築きたいステークホルダーとの関係性の例 

ステークホルダー 関係性 

事業パートナー・顧客 お客さまに寄り添う未来への伴走者であり先導者となる企業 

株主・投資家 持続的な成長により還元できる企業 

社会 「豊かな社会づくり」に貢献ができる企業 

環境 未来の子供たちへより良い地球環境を届ける企業 
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社長メッセージ

 経営基盤の強化とカーボンニュートラルの実現に向けて
　真のグローバル企業となるために、経営者として企業価値向
上と成長の基盤となるコーポレート・ガバナンスの一層の強化
にも取り組んでいきます。取締役会において、中長期的な企業
価値向上に向けた事業ポートフォリオの在り方を議論している
のは前述の通りですが、SDGsへの貢献、人権デューデリジェン
スの実施、人財育成の強化、健康経営の推進などの課題につい
ても議論し、「Be the Right ONE」としての我々独自の答えを見
出していきます。
　当社グループ自身の事業活動を通じた温室効果ガス
（Greenhouse Gas、以下GHG）排出量の削減にも取り組んで
います。前述した「カーボンニュートラル宣言」では、2019年を
基準年として2030年までにGHGを50%削減し、2050年には
CNを実現することを目指しています。この目標の達成に向けた

当社グループ独自の方策として、社内での業績管理にGHG削
減への貢献度を反映する仕組みである「社内カーボンプライ
シング制度」と、GHG削減に貢献する事業への投資に対し長
期金利や減価償却費を免除扱いとする「脱炭素設備投資助成
制度」を導入しました。これにより、社内のGHG削減を促進し
ていくとともに、前述した再生可能エネルギー戦略の推進、 
リチウム資源開発、ELV適正処理をはじめとする資源循環への
取り組みなどの事業創出に加え、サーキュラーエコノミーイノ
ベーションセンター設立を準備するなど研究開発の面からも一
層CNに資していく方針を明確に打ち出しました。

あります。これらがDNAとして受け継がれることは、豊田通商 

グループ「ならでは」の個性を磨くことと同義であると、私は考え
ています。
　組織として重視する価値もあります。その筆頭にあるのが、 
「安全とコンプライアンスは全ての仕事の入口である」という当社
グループが全世界の現場で掲げるスローガンです。安全とは換
言すれば、命を大事にするということであり、企業倫理として 

極めて重要であることは言をまちません。また、安全の確保には
不断の改善が必要であり、改善とは「必ずもっとできる、もっとや
れる」という人の無限の能力を信じることであることを踏まえれ

ば、組織文化の醸成にも大きく関わるものです。また、我々のあ
るべき経営の姿として「リーンな経営の追求」も欠かせません。こ
れは、無駄を排して、徹底的にリーンなオペレーションを目指す
ものであり、「質実剛健」とも訳せるものです。
　これらの「豊田通商グループウェイ」と経営の土台となる 

「豊田通商らしさ」こそが、いつの時代も決して変わらず継承され
る当社のDNAです。

 ダイアログから紡ぐ新しい豊田通商の姿
　冒頭に述べたように、私たちは2000年から進化のステージ
を上ってきました。「次の新しいステージ」へというメッセージ
には、これまでの我々の進化の軌跡を確認することで、社員に
当社のDNAを引き継ぐとともに、果敢に変化に立ち向かい挑戦
したいという私自身の意志が反映されています。

　コロナ禍でリモートワークが浸透し定着したことも、私が「ダ
イアログ＝対話」を重視する理由の一つです。リモートワークは
コロナ禍において大いに助けとなり、その利便性が確認された
一方で「対話」の頻度が減少し、コミュニケーションの質の低下
や共創の機会が減ったことも事実です。

詳細はP.12「価値創造ストーリー」をご覧ください

詳細はP.38「カーボンニュートラル・ 
サーキュラーエコノミーの推進」をご覧ください
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　私は「次の新しいステージ」へというメッセージを全社員で
共有していくための最良のツールは、「ダイアログ＝対話」であ
ると考えます。対話を通じて我々のメッセージをステークホル
ダーにしっかり伝えていくこと、そしてステークホルダーの考え
ていること、我々に期待することをきちんと聞く、聞き出すこと
から始めることが重要なのです。変えてはならない価値、変わら
なければいけないことを、お互いの対話を通じて見出していこう
という試みです。2023年3月期は、上司と部下、同僚、先輩と後
輩、さらには取引先の方も含めて、可能であれば対面で対話し、
言葉でしっかり伝えていくことを、全社で進めていきます。
　商社の仕事は、究極的には、人と人とをつなぐ仕事です。 
人と人とが直接刺激し合い、化学反応を起こすことで新たな発

見があり、人と出会うことによって自分を変えていく、高めてい
くことができるはずです。そうした交流が活発に行われること
が、新たな価値を生み出し持続的に成長する企業にとっての必
要条件ではないかと私は考えています。

　豊田通商グループは「Be the Right ONE」として専門性を高
め、価値を創造し成長できる領域の拡大、我 が々貢献できる領域
の拡大にも取り組みます。自らに課せられた新しい責任と役割に
果敢に応じる我 の々「次の新しいステージ」に、ご期待ください。

社長メッセージ

取締役社長
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設立～1970年代
トヨタグループの 
商社としての道を歩む
当社の前身に当たる、トヨタ車の販売金融を行う「トヨタ金融株式会社」
が1936年に創立されました。戦後に第二次財閥指定により解散した後、
1948年にその商事部門を継承して設立された「日新通商株式会社」が
現在の豊田通商の起源に当たります。
1956年に商号を「豐田通商株式会社*」
と改め、トヨタグループの商社として完成
車の輸出などを通して成長し、名古屋・
東京両証券取引所への株式上場も果た
しました。

1980年代・1990年代
トヨタグループのグローバル化に伴い 
海外進出を強化
トヨタグループ各社は、日本からの輸出のみならず、世界各国で海外生産
を開始しました。当社も、海外に販売拠点を相次いで設立するにとどま
らず、自らもパキスタンでトヨタ車の生産を開始するなど、トヨタグループ
のグローバル化に伴い海外進出を 

加速させていきました。また 1999年に
加商㈱と業務提携するなど、自動車分野
の枠を超えて事業展開を進めました。

機械・エネルギー・ 
プラントプロジェクト 

本部

食料・ 
生活産業 
本部

アフリカ本部グローバル部品・
ロジスティクス 

本部

金属本部 自動車本部 化学品・
エレクトロニクス 

本部

* 1987年に商号を「豊田通商株式会社」に変更

積み重ねてきた進化の歴史

1987
旧トーメングループで 
アメリカにおける風力発電事業を開始

1970
豊田メタル㈱を設立

1983
旧トーメングループで 
旧㈱トーメンエレクトロニクスを設立

1986
アメリカ向けに 
集約・混載出荷の開始

1948 設立

1964
ケニア向け完成車 
輸出を開始

豊田通商は、輸出入や国内の商取引の仲介業務を担い、情報収集・物流・金融機能などの商社機能を発揮することで、お客さまのニーズに
合わせた機能や独自の付加価値を加えたビジネスを展開してきました。 
そして、世界各国のパートナーと共に、当社ならではの価値をお客さまや社会に提供し続け、次の新しいステージへ踏み出します。

1852
CFAOがアフリカで事業を開始

1922
旧トーメングループが 
ウガンダで綿花事業を開始
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価値創造ストーリー

競争優位性を培ってきた軌跡

７つの営業本部



2000年代
合併や資本参加により自動車以外の分野にも 
バリューチェーンを拡大
2000年に㈱トーメンと資本・業務提携し、その後、加商㈱と合併しまし
た。2006年には、多彩な事業基盤と幅広い顧客層を持つ㈱トーメンと合
併し、現在の豊田通商が誕生しました。これによりインフラ分野や化学
品分野、 食料分野などに本格的に進出
し、自動車以外の分野にもバリュー
チェーンの大幅な拡大を進めました。

CFAO Group. All rights reserved.

積み重ねてきた進化の歴史

2012
㈱ユーラスエナジー 
ホールディングスを子会社化

2000
アメリカで 
Green Metals, Inc.を設立

2018
㈱プラニックを設立

2003
旧㈱豊通エレクトロニクス 
を設立

2012
エレマテック㈱を 
子会社化

2017
㈱ネクスティ 
エレクトロニクスを設立

2012
アルゼンチンで 
リチウム開発を開始

2016
CFAOを 
完全子会社化

2019
トヨタ自動車㈱のアフリカに 
おける営業業務の全面移管

25/3

2010年代～
自動車分野を軸に、  
社会・地球課題を解決する価値創造企業へ
アフリカを中心に自動車や医薬品を取り扱うフランスの商社CFAOに
2012年に資本参加、2016年には完全子会社化するなど、新たな事業
領域への投資を加速させています。特に、ネクストモビリティ、再生可能
エネルギー、アフリカ事業、循環型静脈
事業といった社会のニーズが大きく成長
性が高い事業分野など、当社の強みが
発揮できる事業領域に注力し、持続的
な成長を図っています。

2022年～
次の新しいステージへ

（注）2016年3月期までは日本会計基準、2017年3月期より国際会計基準（IFRS）

ネクストモビリティ

再生可能エネルギー

アフリカ

循環型静脈事業

13統合レポート 2022

当期利益の推移（2001年3月期～） 
（億円）

22/320/315/310/305/300/3 01/395/390/385/380/375/370/365/360/355/350/349/3

1,079

2,222
2,500



サステナビリティ重要課題 
（マテリアリティ）

豊田通商の価値創造モデル

当社は、「トヨタグループ」×「商社」というDNAをベースに、グローバルカンパニーへの成長の過程で身に付けた「豊田通商らしさ」を育ん
できました。「豊田通商らしさ」を経営の土台として豊田通商の強みを発揮することによって、サステナビリティ重要課題に取り組んでいます。
サステナビリティ重要課題は、各営業本部が取り組む重点分野の成長戦略やカーボンニュートラルの推進にもつながっています。 
当社は、社会やお客さまにとってかけがえのない存在、「Be the Right ONE」を実現することによって、「社会・環境にもたらす価値」と 

「お客さまと豊田通商が共に創造する価値」という2つの価値の最大化を目指していきます。

商魂 現地・現物・現実 チームパワー

豊田通商グループウェイ

  経営の土台：豊田通商らしさ

安全とコンプライアンス サプライチェーンを守り抜く 
（顧客パートナー・ネットワーク）

強い個・強い組織 
（人的資本）

リーンな経営の追求 
（財務資本）

自動車ビジネスの知見と 
ネットワーク

CASEへの対応を促進する 
エレクトロニクス技術

アフリカ全土にわたる 
ネットワークとプレゼンス

再生可能エネルギー事業への 
長年の取り組み

長年かけて築いた、 
幅広いリサイクル事業基盤

築き上げてきた競争優位性

14 豊田通商株式会社

価値創造ストーリー

安全で快適なモビリティ社会の 
実現に貢献

循環型社会に
貢献

脱炭素社会移行に 
貢献

人権尊重と
人財育成

安全とコンプライアンスの 
遵守

開発途上国の
社会課題の解決



人・社会・地球との 
共存共栄を図り、
豊かな社会づくりに

貢献する価値創造企業を
目指す

お客さまと 
豊田通商が 

共に創造する価値

経営の土台と競争優位性の再強化

企業理念

社会・環境に 
もたらす価値

カーボンニュートラル・ 
サーキュラーエコノミー推進

食料・生活産業本部

アフリカ本部

グローバル部品・
ロジスティクス本部

金属本部

 再生可能エネルギー戦略

 循環型静脈事業戦略

 ネクストモビリティ戦略

 アフリカ戦略

４つの重点戦略 
自動車本部自動車本部

機械・エネルギー・ 機械・エネルギー・ 
プラントプロジェクト本部プラントプロジェクト本部

化学品・ 化学品・ 
エレクトロニクス本部エレクトロニクス本部

15統合レポート 2022



自動車ビジネスの知見とネットワーク
トヨタグループの強固な事業基盤と関係性、そして積み重ねてきた自動車ビジネ
スの経験を有する当社は、次世代技術に対する研究開発も強力に推進しています。

CASEへの対応を促進するエレクトロニクス技術
車載分野における世界最大のエレクトロ二クス商社を擁しています。

豊田通商の価値創造モデル
築き上げてきた土台と競争優位性

当社は積み重ねてきた進化の歴史の中で身に付けた「豊田通商らしさ」を育んできました。 
これらを戦略策定や事業展開に生かし実践することで、他社との差別化を図り、当社ならではの競争優位性を築き上げてきました。

  経営の土台：豊田通商らしさ

商魂 現地・現物・現実豊田通商
グループウェイ

  競争優位性

長年かけて築いた、幅広いリサイクル事業基盤
自動車のライフサイクル過程で発生する、鉄・廃液・バッテリー・レアメタルなど
多様な廃棄物の再利用を発展させてきました。海外も含めたグループネットワー
クにより、使用済み自動車のリサイクル率は100%に近いところまで高めていま
す。プラスチックとペットボトルのリサイクルでも、国内で大きなプレゼンスを誇り
ます。

使用済み 
自動車のリサイクル率

99%以上

車載分野で

世界最大の 

エレクトロニクス商社
㈱ネクスティ 
エレクトロニクス

安全とコンプライアンス
「安全とコンプライアンスは全ての仕事の入口である」「安全管理
は人づくりである」との考えに基づき、信用と信頼を獲得するさま
ざまな活動を行っています。

サプライチェーンを守り抜く
コロナ禍や地政学リスクによる従来の最適調達だけでは生産活
動が困難になっている状況に対して、地産地消型を含めた、より
弾力性と耐性力を持つサプライチェーンを構築します。

16 豊田通商株式会社
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  経営の土台：豊田通商らしさ

現地・現物・現実 チームパワー

  競争優位性

再生可能エネルギー事業への長年の取り組み
1986年に再生可能エネルギー事業の第一歩を踏み出した当社グループは、風
力発電では国内最大の規模を誇ります。太陽光や水力、バイオマスなど他の発電
メニューも拡充しており、全世界で合計3,600MW超の設備容量を有し、グロー
バルに事業展開しています。

アフリカ全土にわたるネットワークとプレゼンス
豊田通商と合併した㈱トーメンが1922年から、CFAOにおいては1852年からア
フリカで事業を開始しており、その拠点を組み合わせて現在ではアフリカ全域で
堅固な事業基盤を築いています。自動車販売・生産事業を行っている他、医薬品
の生産・卸・小売り、消費財の生産や大型ショッピングモールの運営、発電プロ
ジェクトなど幅広い事業展開を行っています。

アフリカ事業に 
携わる従業員

約22,000名
収益1兆円以上

グローバルにも展開する
国内最大の
風力発電事業者
㈱ユーラスエナジー 
ホールディングス

強い個・強い組織
個々の力を最大限発揮できる環境の中で、社員一人一人が多様
な価値観を尊重し世界を舞台に活躍できるプロフェッショナルに
なることを目指しています。

リーンな経営の追求
余分な在庫、過度な与信、リターンの低い資産を減らすなどに加
え、経費を賢く使うリーンなオペレーションを追求しています。

豊田通商の価値創造モデル

経営の土台

マテリアリティマテリアリティ 企業理念
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会社の成長を支える土台となる最重要課題

社会課題の解決と会社の成長を両立する最重要課題

サステナビリティ

18
豊田通商株式会社

安全とコンプライアンスの遵守をビジネスの入口とし、 
社会に信頼される組織であり続ける
当社グループは、交通安全教育、安全啓蒙活動、安心・安全を保証できる品質の確保など、信用
と信頼を獲得するためのさまざまな活動に取り組んでいます。国内外全ての拠点・事業所におい
て、遵守すべき具体的行動規範を示し、経営の透明性を高め、コーポレート・ガバナンスを強化
します。

当社グループは、社会課題の解決と会社の成長を両立する４つの最重要課題と、会社の成長を支える土台となる２つの最重要課題を 

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）に選んでいます。 
中期経営計画の重点分野ともつながっている4つの社会課題に最大限注力することで、当社ならではの価値創造と成長を実現します。

当社グループは、素材革命、自動運転・高度安全運転支援技術などの活用、交通インフラの整
備などに取り組むことで、道路交通事故の削減、交通死傷者ゼロを目指し、安全で快適なモビリ
ティ社会の実現に貢献します。

交通死傷者ゼロを目指し、 
安全で快適なモビリティ社会の実現に貢献

当社グループは、限りある資源の有効活用を目指し、廃車や市中・工場内で発生するスクラップ
から再生可能な資源を回収・加工するなどの循環型ビジネスの構築や、都市鉱山からの資源確
保や中古部品のリユースなど廃棄物の「資源化」による、循環型社会の形成に貢献します。

廃棄物を資源化することで、 
モノづくりを支え、循環型社会に貢献

リスク  
•  自動車の電動化に伴う、構成部品点数の減少と、それに伴う部品物流量の減少の可能性
•  シェアリングの普及による自動車販売台数の伸び悩み

機会  
•  自動車の電動化に伴う新たな材料やその原料・資源などの需要増加 
•  シェアリングの普及による新たなビジネス市場の創造

リスク  
•  リサイクルの活発化や廃棄物に関する新たな規制の影響による、金属やプラスチックなどのバー
ジン材の流通量の伸び悩み
機会  
•  金属やプラスチック分野におけるリサイクル関連市場の拡大、それに伴う新たな事業機会の創出

豊田通商の価値創造モデル
サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）

18 豊田通商株式会社
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会社の成長を支える土台となる最重要課題

社会課題の解決と会社の成長を両立する最重要課題

 詳細はP.60「サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）への取り組み」をご覧ください

重要課題
（マテリアリティ）

人権を尊重し、人を育て、活かし、 
「社会に貢献する人づくり」に積極的に取り組む
当社グループは、経営戦略としてD&Iを推進。柔軟で生産性の高い働き方への改革に取り組み
ます。また、グローバルな視点で事業創造ができる人財、世界市場で活躍できる人財、社内外で
社会に貢献する人づくりに積極的に取り組みます。一方、サプライチェーンにおいては、児童労
働や強制労働の撲滅活動を進め、多方面から労働環境の整備に取り組みます。

当社グループは、次世代環境車の拡販をはじめ、水素ステーションなどインフラの整備や、素材
置換による車体の軽量化、車載電池の増産を支えるリチウム資源の確保などにも積極的に取り
組んでいます。また、自動車CO2・物流事業などにおけるライフサイクルCO2の削減、工場・プラン
トCO2ゼロチャレンジなどを通じて、持続可能な脱炭素社会の実現に貢献します。

クリーンエネルギーや革新的技術を活用し、 
自動車／工場・プラントCO2を削減することで、脱炭素社会移行に貢献

当社グループは、アフリカをはじめとした開発途上国において、自動車ビジネスを中心としたさま
ざまなビジネスを通じ、生活基盤の整備、産業振興・雇用創出など現地の社会課題の解決に取
り組み、そこに住む人々の自立促進と豊田通商グループの成長を同時に実現します。

アフリカをはじめとした開発途上国と共に成長し、 
事業を通じて社会課題の解決に取り組む

リスク  
•  自動車の燃費規制強化に伴う、車体軽量化を目的とした既存素材の切り替え
•  CO2排出規制のさらなる強化に伴う、化石資源をベースとしたエネルギーや素材需要の低迷
機会  
•  車体軽量化に対応する新素材、バイオプラスチックなどの植物由来新素材の事業拡大
•  風力発電を筆頭とした再生可能エネルギー事業、水素など新エネルギー需要の拡大

リスク  
•  政治・経済の不安定さと、それに伴う通貨などのボラティリティの高さ
•  商習慣や労働文化の地域ごとの差異
•  伝染病のまん延、衛生面の未発達による影響
機会  
•  消費の拡大に伴う、自動車関連事業や消費者向けビジネス市場の拡大
•  産業開発・振興に対応した、エネルギーやプラント、インフラ開発関連事業の拡大

豊田通商の価値創造モデル

経営の土台

マテリアリティマテリアリティ 企業理念
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豊田通商らしさを土台に、競争優位性を強く発揮できる4つの重点戦略とカーボンニュートラル・サーキュラーエコノミーを 

同時に推進することで、次の新しいステージへ踏み出します。

4つの重点戦略

カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミー推進

再生可能エネルギー戦略ネクストモビリティ戦略

全社横断組織によりハンズオン型と
ベンチャー型を使い分けて、CASEな
どの新たな事業機会を創出し、モビ
リティ社会の課題解決に寄与し 

ます。

既存ビジネスモデルを強化してグ
ローバル展開を加速させるとともに、
電源メニューの多様化やエネルギー
マネジメントなど、事業領域の拡大

を図ります。

アフリカ戦略

モビリティ、ヘルスケア、消費財、 
電力・インフラ・テクノロジーの4つ
の柱を軸に事業展開を加速させ、 
アフリカ各国の経済成長へ貢献を続
けます。

RdBT RdHY RdCERdRE

再エネ・エネマネWG
Road Renewable Energy

バッテリーWG
Road Battery

水素・代替燃料WG
Road Hydrogen

資源循環・3R WG
Road Circular Economy

経営の土台：
豊田通商らしさ

競争
優位性 マテリアリティ

カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミー推進

４つの重点戦略 

30年以上培ってきた再生
可能エネルギー開発の経
験を生かし、社会、トヨタグ
ループ、豊田通商グループ
のカーボンニュートラル達
成に貢献。

当社グループ間や、パート
ナーとのつながりを強化し、
電池の資源開発からライフ
サイクル全体でのカーボン
ニュートラルに挑戦。

クリーン水素の地産地消モ
デルとして、世界を代表す
るアメリカのLA港を皮切り
に「水素・代替燃料」領域
で港湾エリアのカーボン
ニュートラルを加速。

「CO2を減らす、なくす、CO2

から創る」をキーワードに、
カーボンニュートラル達成
に向け、資源循環システム
を構築。

豊田通商の価値創造モデル
豊かな社会づくりに貢献する価値創造企業へ

20 豊田通商株式会社
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4つの重点戦略

カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミー推進

循環型静脈事業戦略

産業ライフサイクルを意識し、従来の
「廃棄物処理・再利用」から「モノづ
くりの設計」に事業範囲を広げ、世
の中の「ゴミ」を全て「資源」に変え
ることを目指します。

RdEoL

Economy of Life WG
Road Economy of Life （EoL）

工場排熱を有効活用した
パプリカ栽培で、カーボン
ニュートラルを実現。「医衣
食住」の領域において、
CO2の吸収・活用プロジェ
クトを推進。

人・社会・地球との 
共存共栄を図り、
豊かな社会づくりに

貢献する価値創造企業を
目指す

お客さまと 
豊田通商が 

共に創造する価値

社会・環境に 
もたらす価値

企業理念

食料・生活産業本部

アフリカ本部アフリカ本部

グローバル部品・
ロジスティクス本部

金属本部金属本部

自動車本部

化学品・ 
エレクトロニクス本部

機械・エネルギー・ 機械・エネルギー・ 
プラントプロジェクト本部プラントプロジェクト本部

豊田通商の価値創造モデル

経営の土台

マテリアリティマテリアリティ 企業理念
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4つの重点戦略の詳細は、P.26～29をご覧ください
カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミー推進の詳細は、P.38～45をご覧ください
7つの営業本部の詳細は、P.76～91をご覧ください



2025年3月期 中期経営計画
～進化を積み上げ、「次の新しいステージ」へ～

中期経営計画においては、経営環境の変化を踏まえた事業活動方針と数値目標を定めています。また、足元の大きな環境変化を常に反映
するために、毎年その年から3年間を計画期間とし、ローリングしながら、振り返りを実施しています。

中期経営計画作成にあたって～ありたい姿～
　豊田通商は世の中の変化を機敏に捉え、アクションに結び付けることで事業を進化させ成長を続けてきました。2000年代から約10年
ごとに、ステージを変えながら規模を拡大しており、今まさに、「次の新しいステージ」へ踏み出そうとしています。事業を取り巻く外部環
境変化を踏まえ、当社らしさを発揮しながら、「次の新しいステージ」でありたい姿を実現していくことでGlobal VisionであるBe the Right 

ONEを達成します。

外部環境変化

•  CN、CE意識の高まり、DXの浸透 

  事業機会となる一方、競争も激化

•  コロナ禍、地政学リスクの顕在化 

 社会・経済の構造変化

•  グローバルな人流、物流への制約 

 リージョナル化

ありたい姿と取り組み

1   オーガニックビジネス磨き上げと 
サステナブル視点での 
重点分野×CN投資で加速

2   SCを守り抜くため、 
供給網多様化により弾力性確保

3   極・地域の自律強化のため 
人財をグローカル化 

パートナー・ステークホルダー
にとって 

“代替不可能・唯一無二”の
存在

2000年代 2010年代 2020年代～

CN :カーボンニュートラル
CE :サーキュラーエコノミー
DX :デジタルトランスフォーメーション
SC :サプライチェーン

01/3期 

時価総額  1,179億円 

当期利益 82億円 

関連会社数 140社 

人員数 9,493人 

グローバル展開 
事業領域拡大 11/3期

4,858億円 

472億円 

592社 

31,081人 

新たな種まきの 
加速 22/3期 

17,915億円 

2,222億円 

1,026社 

65,218人 

次の新しいステージ 
への挑戦
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　成長の土台となる既存事業（オーガニックビジネス）の磨き上げ、社会課題の解決と会社の成長を両立する4つの最重要課題（マテリア
リティ）と連動する4つの重点分野への取り組みに引き続き注力していきます。さらにカーボンニュートラル ・サーキュラーエコノミー推進
の5つのワーキンググループを、オーガニックビジネスと４つの重点分野に掛け合わせることで取り組みを加速させます。

事業領域とカーボンニュートラル・サーキュラーエコノミー1  

事業領域

ネクスト 
モビリティ戦略

再生可能
エネルギー戦略

循環型静脈
事業戦略

アフリカ
戦略

重点分野

CN・CE

5つのワーキンググループ

　コロナ禍によるサプライチェーンの分断や地政学リスクにより、
従来の最適調達だけでは生産活動が困難になってきています。 
当社はサプライチェーンをさらに進化・発展させ、多様な供給網
を確保するとともに、危機に対してより弾力性と耐性力を持つサ
プライチェーンを構築していきます。地域で完結可能な地産地消
型についても取り組みを進めています。

サプライチェーンを守り抜くためさらなる進化2  これまで これから

オーガニックビジネス

　取り組みを加速、実現するためには、優れた人財の育成、登用
が欠かせません。地域・極による自律的な経営の観点から、それ
らを支えるマネジメントについてもローカル化を進め、国を超えた
人財登用により、グローバルに適材適所配置を行っています。 
具体的には、海外における経営上重要なポストをグローバルポス
トとして特定します。後継者候補の選定と計画的育成・登用によ
り、ポストを競い合える「グローカル」人財を多く輩出し、現状の
駐在員中心の運用からローカル化比率を上げていきます。

人財のグローカル化3  

23統合レポート 2022

RdBT RdHY

RdEoLRdCE

RdRE 再エネ・ 
エネマネ 
WG

バッテリー 
WG

水素・
代替燃料
WG

資源循環・ 
3R WG

Economy of  
Life WG

効率重視型のグローバルSC

BCPの進化

マルチソース

地産地消型



2025年3月期 中期経営計画 ～進化を積み上げ、「次の新しいステージ」へ～

オーガニックビジネス ～磨き上げ～　
　オーガニックビジネスの磨き上げについては、デジタルトランス
フォーメーション（DX）により見える化、省力化、効率化を推進し
ていきます。製造に近い分野では、既存の製造現場をデジタルの
力で進化させる「スマートファクトリー」により、コスト低減や省力
化を実現します。調達・物流分野では、例えば機械設備常備品

事業におけるEC（eコマース）プラットフォームの提供によるグロー
バル調達の最適化、お客さまと仕入先のマッチング、在庫のシェ
アリング、設備の予兆保全など、さらなる効率化と高いレジリエン
スを目指します。

原材料・加工 調達・物流 製造・組立 販売・サービス

スマートファクトリー（生産事業体）

ECプラットフォーム（機械設備常備品）

デジタル化・データ活用による競争力向上

金属加工 部品製造・組立 リサイクル

データ収集・蓄積

分析・見える化

最適化・予測

低コスト・省力化

グローバルでの調達最適化 物流・サービスの高度化

仕入先

仕入先
お客さま

お客さま

EC 
プラットフォーム

予兆保全

在庫シェアリング代替品提案

需給マッチング
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3つの分野での取り組みで600件超のプロジェクトを実行
　豊田通商グループは、現場に立ち、お客さまと共に汗をかくことで収益
を得るビジネスが多いため、DXによる業務変革・事業変革の必要性や
期待効果は高いです。アナログ業務のデジタル化や自動化により、オペ
レーション効率化とコスト削減を行い、リーンな経営を実現するとともに、
新たなデジタル技術の活用などによって、既存ビジネスの付加価値を最
大化し、新たな価値創造と競争優位性の向上を目指しています。
　また、DX推進の組織面での取り組みとして、2020年4月に全社横断
のDX専門組織「デジタル変革推進部」を設置。DXの取り組みをレベル
と目的に応じて3つの分野に分けて、全ての事業と社内業務を対象に615

件のDXプロジェクトを進行中です（2022年6月時点）。

Pick 
Up 豊田通商グループのDX

7社共同で貿易プラットフォームを構築
　貿易業務は、紙ベースの処理や手続きがあり、輸出入業者、商社、運
輸会社の他、金融機関や税関などが関わります。正確、安全、スピーディ
に業務を行うためには、業界の垣根を越えて情報をやり取りできる環境
を構築することが理想です。

　そこで、豊田通商を含む7社が共同で、業界横断のコンソーシアムを発
足し、現在はその数を136社まで拡大中（2022年7月時点）。デジタル技
術を活用した貿易情報の連携プラットフォーム「TradeWaltz®」を開発し
ました。紙からデジタルデータへの置き換えを足掛かりに、貿易業務の
ニューノーマルを構築していきます。

AI画像解析を活用する車両検査サービス事業に出資
　従来、自動車の外観検査は人による目視で行っていました。しかし、 
検査員によって精度のバラツキが発生するのが難点で、特に人口減少が
進む日本では検査員不足の対策となる新しい手段が求められていました。
　この状況を解決すべく、豊田通商は車両の自動検査装置を開発したイ
スラエルのUVeye社に出資、検査時間の大幅短縮と人手不足の問題を
解決する同社装置・サービス販売権を取得しました。日本で初めて中古
車販売取引や、車両点検・整備などにおける画
像撮影サービスや外観検査システムの販売を
開始、さらなる拡大を目指しています。

温室効果ガス排出量の算定・可視化サービスの提供
　昨今、自社の温室効果ガス（GHG）排出量だけでなく、サプライ
チェーン全体の排出量可視化が求められており、自社の排出量データ収
集に加え、サプライチェーン上で関連する企業と連携してデータを収集
する必要があります。
　豊田通商は排出量算定・可視化クラウドサービス「zeroboard」を開発
した㈱ゼロボードと協業し、システムを提供することにより、お客さまの
データの収集効率を改善し、サプライチェーン全
体のGHG排出量の可視化を実現。さらに当社
の排出量削減ソリューションをご提供し、お客さ
まのカーボンニュートラル実現に貢献します。

事例1　DX 1.0

事例2　DX 1.5 事例3　DX 2.0

ブロックチェーン（分散型台帳）で 
電子データを共有・活用

輸出入
監督官庁

保険会社

買取（通知）
銀行

輸出者 
（売主）

税関
運輸会社
通関会社

運輸会社
通関会社

発行銀行

輸入者 輸出入
監督官庁

税関

貨物

DX 1.0　強く

効率化や自動化 
によるリーンな 
経営に貢献するDX
（387件）

DX 1.5　新しく

付加価値や 
新たな価値創出に 
結び付ける収益拡大 
のためのDX
（153件）

DX 2.0　愉しく

デジタル技術の 
活用による 

新たな事業領域に 
向けた挑戦と 
イノベーションの 
ためのDX
（75件）

DX戦略立案ワークショップ ～人財育成の強化～
　「デジタルを活用した事業変革（DX）」を実現するには、必要な知識・スキル・思考プロセスを理解した事業変革者の育成が不可欠です。そこで2022年3月期より、

他社のDX 事例から顧客価値に立脚したマーケティングやアイデアの考え方を深掘りし、その手法を理解する演習型ワークショップ（DX戦略立案ワークショップ）を実

施しています。当社DX の実現・加速につなげるため、各組織でDXが自走している状態（DXのあたりまえ化）を目指しています。
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2025年3月期 中期経営計画 ～進化を積み上げ、「次の新しいステージ」へ～

ネクストモビリティ戦略

電動車普及を見据えた電池サプライチェーンでの事業領域拡大
　今後ますます拡大する電動車とバッテリーの需要を見据え、当
社は電池バリューチェーンにおける川上から川下までの事業領
域をさらに広げ、深掘りしていきます。強みのある資源領域につ
いては、アルゼンチンでの炭酸リチウムの生産を拡張するととも
に、日本では福島県楢葉町の豊通リチウム㈱が水酸化リチウム
の精製事業を2022年に開始します。

　電池サプライチェーンにおいて、今後伸ばしていく領域の例と
して、当社が10%を出資するトヨタ自動車㈱の北米電池工場の
生産支援を行います。原材料や部材の供給に加え、生産機能支
援や、後工程のアッセンブリーなど、サプライチェーン全体を通じ
て、当社の機能を提供していきます。

豊田通商グループの米国での車載電池工場については
当社ウェブサイトの「プレスルーム」をご覧ください。
https://www.toyota-tsusho.com/press/detail/211207_004941.html

WEB

強みのある領域 伸ばしていく領域

資源（原料） 原材料・部材加工 電池製造 リサイクル

炭酸リチウム（生産能力）

アルゼンチン 
オラロス塩湖

福島県
楢葉町

水酸化リチウム（生産能力）

25/3

42,500㌧

17,500㌧

稼働前

10,000㌧

25/3

22/3

22/3

アルミ箔 生産支援機能 リサイクル・3R

セルケース 太陽光発電導入 再エネ調達検討
（VPPA*など）

正極材 構内物流 生産設備 
納入など

銅箔 など アッセンブリー ITサポート

米国
ノースカロライナ州

グリーンズボロ・ランドルフ・メガサイト

Toyota Battery Manufacturing,  
North Carolinaの設立に参画

2025年の稼働予定

*仮想電力購入契約

車載用リチウム電池（セル・電池モジュール）
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再生可能エネルギー戦略

安定・安価なCNエネルギー供給
　当社は1980年代から再生可能エネルギー事業に取り組んで
おり、世界各地で、風力、太陽光、水力、バイオマスなどの多様な
電源ソースで電気を「つくって」きました。現在、世界で3.6GW

を超える総発電容量を持ち、これを2025年3月期には5GW以
上、2030年3月期には10GW以上を目標に、伸ばしていきます。
電力バリューチェーンにおける機能を強化し、発電した電力を整
え・届ける仕組みづくりの中で安定・安価なエネルギーを供給し、
より良い地球環境づくりに貢献していきます。

　さらに、中期経営計画期間も含め、そのさらに先の取り組みと
して、洋上風力事業への挑戦を続けていきます。電力バリュー
チェーンを磨き上げ、総合力でお客さまから選ばれる存在であり
続けます。
　また、㈱ユーラスエナジーホールディングスの完全子会社化に
より再生可能エネルギー戦略を加速させていきます。

㈱ユーラスエナジーホールディングスの株式取得（完全子会社化）に関するお知らせは
当社ウェブサイトの「プレスルーム」をご覧ください。
https://www.toyota-tsusho.com/press/detail/220526_005990.html

WEB

電力バリューチェーン

つくる 集める 整える 届ける

つくる

つくる

つくる

集める

集める

集める

整える

整える

整える

届ける

届ける

届ける

届けるつくる つくるつくる

風力 2,971MW

太陽光 344MW

水力 270MW

バイオマス 25MW

総発電容量 3,610MW

欧州：1,196MW

日本：1,245MW

北米：457MW

アフリカ：263MW 南米：110MW豪亜：156MW

東アジア：183MW

30/325/322/3

つくる

55GW以上GW以上

10GW以上発
電
容
量

3.63.6GW超GW超
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2025年3月期 中期経営計画 ～進化を積み上げ、「次の新しいステージ」へ～

アフリカ戦略

事業拡大と機能強化の両輪

モビリティ
　モビリティ分野では、組立生産展開国の拡大や、中間層向けラ
インアップの拡充により販売の強化を進め、モビリティを軸とする
産業の包括的な発展を支援していきます。特に、これまでも強み
のあったBtoB取引に加え、拡大するアフリカ中間層のニーズを的
確に捉え、BtoC取引であるスズキブランドの販売が順調に推移
しています。中期経営計画期間においてもさらに規模を拡大し、
2018年3月期比、6倍の販売台数を目指します。BtoB取引に強
いトヨタブランドにおいても販売台数を伸ばし、アフリカの輸送
需要に応えていきます。

ヘルスケア
　ヘルスケア分野では、事業展開国の拡大および新規サービス
の創出を進め、人々の健康に寄与する取り組みを推進していきま
す。モロッコ、アルジェリアで欧米医薬メーカーの医薬品のライ
センス生産を手掛ける他、アフリカ22カ国で医薬品卸事業を展
開しています。この強みをさらに伸ばし、展開国と商材を増やすこ
とで規模と機能を拡大していきます。また、2022年3月、ケニアの
医薬品小売Goodlife Pharmacy社へ出資、川下である医薬品
小売事業にも初参入しました。グローバルヘルス分野ではWHO

の医療機材品質認証を受けたワクチン保冷輸送車をガーナ他、
アフリカ5カ国に提供しています。

モビリティ関連 ヘルスケア関連

初納車セレモニー 
（ガーナ）

ケニアとウガンダに所在する約100カ所で、
170万人の消費者にサービス提供

18/3 22/3 25/3

94千台
68千台

48千台

当社グループの 
アフリカにおける販売台数

グローバルヘルス分野への貢献

その他OEM

TOYOTA 
2.5倍

（18年3月期比）

BtoB

BtoC

～22/3 23/3～ 
ラインアップの多様化

フランス語圏での 
シェア拡大および 
英語圏での販路構築

豊田通商グループとして初めて
医薬品小売分野へ事業参画

現地生産 卸売 小売り

フランス語圏 英語圏

英語圏

ワクチン保冷 
輸送車

スタートアップ支援
スタートアップ投融資子会社
　既存の事業のみならず、新しい技術・サービスへの投融資を通
じて、アフリカの社会課題を解決していきます。

SUZUKI
6倍

TOYOTA

SUZUKI

TOYOTA

SUZUKI
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循環型静脈事業戦略

リサイクル事業による脱炭素ソリューションの提供
　当社は日本で1970年代からELV（使用済み自動車）処理事業
に取り組んできました。中国やインドなど海外においても、ELVの
適正処理および解体・リサイクルを推進しています。
　また、電動車の普及に伴い、近い将来大きな社会課題になると
考えられている使用済みバッテリーについては、バッテリーの3R

（リビルト、リユース、リサイクル）事業に取り組んでいきます。

　さらに、プラスチックやペットボトルの分野でも、2022年からリ
サイクル事業を稼働させるなど、モノづくりに深く関わる企業とし
ての責任を果たしていきます。

豊通ペットリサイクルシステムズ㈱（2022年稼働予定）
使用済み飲料用ペットボトルを、もう一度飲料用ペットボトルにリサイクルする「ボトル to ボトル」事業

㈱プラニック
リサイクルプラスチック製造会社（2022年稼働予定）
自動車・家電・日用品などからの使用済みプラスチックを自動車部品用樹脂やその他の用途に再利用する事業

再利用

リユース部品事業

廃車適正処理

ELV回収・
適正処理事業

再資源化
適正処理

マテリアル 
リサイクル事業

生産

生産サービス事業

海外でのELVバリューチェーン構築 バッテリー3R事業

Maruti Suzuki Toyotsu India Private Limited
2021年11月稼働開始（インド）

回収 リユース リサイクル

リビルト

マテリアルリサイクル

リサイクルリユース
蓄電システム構築運用
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財務・非財務ハイライト

 当期利益　  ROE（右軸）

当期利益（親会社の所有者に帰属）／ROE
（億円） （%）

17/3 18/3 20/3 21/319/3 22/3

1,079

1,302

11.7
10.8 11.2

0

800

1,600

2,400

5.0

0

10.0

15.0

1,326 1,355 1,346

11.3
10.1

13.9
2,222

 金属本部　  グローバル部品・ロジスティクス本部　  自動車本部
 機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部　  化学品・エレクトロニクス本部　
 食料・生活産業本部　  アフリカ本部　  その他

セグメント別当期利益（親会社の所有者に帰属）
（億円）

17/3 18/3 20/3 21/319/3 22/3
0

1,200

1,800

600

2,400

1,079
1,302 1,326 1,355 1,346

2,222

 ネット有利子負債　  ネットDER（右軸）

ネット有利子負債／ネットDER
（億円） （倍）

17/3 18/3 20/3 21/319/3 22/3

11,019

10,069

0.86

1.05

0.83

0

5,000

10,000

15,000

0.4

0

0.8

1.2

9,884

10,324
9,934

0.86

0.68
0.71

12,382

2,222

 営業CF　  投資CF　  FCF

営業CF／投資CF／FCF
（億円）

17/3 18/3 20/3 21/319/3 22/3

1,597

2,150

–2,000

–1,000

1,000

0

2,000

3,000

2,107

2,678
2,450

501

322

 1,225 938 1,428

–1,071

–1,275
–924

–1,375
–1,021

–1,573

732

–1,739

 1株当たり年間配当金　  配当性向（右軸）

1株当たり年間配当金／配当性向
（円） （%）

17/3 18/3 20/3 21/319/3 22/3

70

94

25.4
22.8

26.5

0

60

120

180

12.0

0

24.0

36.0

100

28.6 29.3

25.3

160

112110

 RA　  RB　  RA／RB（右軸）
※ 算出方法についてはP.37をご覧ください

リスクアセット（RA）／リスクバッファー（RB）
（億円） 

17/3 18/3 20/3 21/319/3 22/3

9,300 9,600

0.80.9 0.8

0

6,000

12,000

18,000

0.3

0

0.6

0.9

9,100

0.8

0.7
0.7

11,900 

10,500 
9,200

10,100
11,400 11,600

17,000

14,400

11,600

財務関連

30 豊田通商株式会社

中期経営計画と財務戦略



温室効果ガス（Scope 1, Scope 2） 
排出量（国内事業所）
（t-CO2）

122,122123,634125,771 128,119 127,942

56,87258,537 

68,476 68,179 66,305

18/3 19/3 21/3 22/320/3
0

50,000

100,000

150,000

 Scope 1　  Scope 2

 
再資源化率（実績値／目標値）
（%）

18/3 19/3 21/3 22/320/3
80

85

90

95 94.53

91.62

89.57
88.82

89.85

86.0086.00

85.00

86.00 86.00

 実績値　  目標値

 
再生可能エネルギー総発電容量推移
（MW）

18/3 19/3 21/3 22/320/3
0

2,000

1,000

3,000

4,000

2,809 2,883

3,333 3,420
3,610 25

270
344

2,971

 風力発電　  太陽光発電　  水力発電
 バイオマス発電　  合計グロス

男女別社員数（単体）（各年4月1日時点）
（人） （%）

18 19 21 2220
0

2,000

1,000

3,000

0

24

12

36

2,514

1,090

2,456

1,092

2,418 

1,074 1,054

30.2 30.8 30.730.6

2,374

1,051

31.1

2,333

 男性社員数　  女性社員数
 女性社員比率（右軸）

女性管理職比率
（%）

6.5
6.3

4.2
4.6

5.0

18/3 19/3 21/3 22/320/3
0

4.0

2.0

6.0

8.0

有給休暇取得率
（%）

57.0
52.8

60.6
62.8

65.8

18/3 19/3 21/3 22/320/3
0

40

20

60

80

従業員一人当たりの 
平均研修時間（単体）
（時間／年）

18/3 19/3 21/3 22/320/3
0

12

6

18

24

30

20.5

17.8

22.9

18.6

11.312.1

 人財開発　  組織開発

休業災害度数率 

18/3 19/3 21/3 22/320/3
0

0.8

0.4

1.2

0.29

0.63

0.28

0.60

0.72

0.83

1.05

0.62

 国内　  海外

社外取締役比率（6月末時点）
（名） （%）

18 19 21 2220
0

10

5

15

0

40

20

60

8

12

11

33

5050

44

36
9

8

 取締役員数　  社外取締役比率（右軸）

非財務関連
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次の価値創造ステージに向けて
「未来の地球環境へ向けた 
継続的な投資」と 
「安定した株主還元」ができる 
財務体質を構築していきます。

 取締役 CFO　岩本 秀之

CFOメッセージ～当社グループならではの機能で、「次の新しいステージ」へ～

2022年3月期 中期経営計画の振り返り  

定量目標
　2019年5月に公表した2022年3月期中期経営計画における各
種定量目標については、親会社の所有者に帰属する当期利益（以
下、当期利益）、ROE、ネットDER、RA／RBなど全ての項目にお
いて、目標を達成することができました。特に当期利益については
2,222億円と、過去最高益を更新しました。株主還元については、
配当性向25%以上、安定的かつ実額増額の配当方針に基づき、
2019年3月期の100円から2022年3月期の160円と3年間で60

円の増配を実現させ、合計で1,200億円以上の配当を実行して 

います。

当期利益 達成

達成

達成

達成

達成

［19/5月公表］ 
22/3期目標 成果

1,700億円 2,222億円

ROE 10%以上 13.9%

0.71倍ネットDER

RA／RB 

1.0倍以内

0.71.0未満

•  配当性向25%以上を基
本方針とする

•  安定的な配当増額に 
努める

配当性向25%以上維持
安定的な増配を実施
20/3期：110円 （28.6%）
21/3期：112円 （29.3%）
22/3期：160円 （25.3%）

株主還元
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当社グループの持続的成長の実現のためにもカーボンニュートラル関連投資は必要不可欠  

　私は将来、ビジネスの考え方は物理的な「モノ」や「利益」を中
心とした考え方から「より良い社会」や「ハピネス」といった「感性
的価値」を重視する方向に変化していくと思っています。つまり、
未来の地球環境を考えたビジネスが「次の新しいステージ」にお
いてより重要になってきます。そのため、この環境変化に対応でき
ない企業は衰退を余儀なくされ、環境変化に素早く対応できる
企業だけが継続的、飛躍的な成長を成し遂げられるのではない
かと思います。当社としても、持続可能な成長のため、未来の地
球環境へ向けた投資＝カーボンニュートラルに貢献する投資が
必要不可欠だと考えています。ご存じの通り、カーボンニュートラ

ルに貢献するビジネスは他のビジネスに比べ、投資額が大きく、
利益貢献に時間がかかります。足元では、過去に仕込んだ案件
の収益化や既存ビジネスの磨き上げにより、「未来の地球環境の
維持・改善に向けた投資資金」を確保していきますが、時期によっ
ては営業キャッシュ・フローの積み上げ金額を投資累計額が超
える想定もしています。しかし、これはまさに今取り組まなければ
ならないものであり、将来のキャッシュ・フローをコントロールし
ながら着実に実行すべきものと考えています。また株主の皆さま
に納得していただける安定的な還元と持続的成長の実現を両立
させるべくキャッシュ・フローをマネジメントしていきます。

［19/5月公表］
20/3期～22/3期（累計）

Mobility Resources & 
Environment Life & Community

1,700～ 2,100～ 700～

営業CF ＋6,000～

投資CF

配当

黒字化継続

▲4,500～

▲1,300～

配当後FCF

実績［22/5月公表］
20/3期～22/3期（累計）

Mobility Resources & 
Environment Life & Community

2,184 2,538 649

＋5,629

＋1,038

＋93

▲5,371

▲1,203

キャッシュ・フローと投資計画
　中期経営計画策定当時には想像もできなかったコロナ禍にお
いても、当社はサプライチェーンを守り抜くことでお客さまから信
頼され、それが業績につながることにより、目標に近い営業キャッ
シュ・フローを確保することができました。また、成長投資の手を
止めることなく、事業領域への投資は総額で目標を上回り、3つ

の領域においてもバランスよく実行することができました。これら
の投資は、創出した営業キャッシュ・フローの範囲内で実行され、
財務の健全性も堅持しており、結果、配当後フリー・キャッシュ・
フローも黒字を確保できました。

営業CF

投資CF

配当

配当後FCF

（単位：億円）

投資資金配分割合のイメージ

オーガニックビジネス
（能力増強、横展開型）

4つの重点戦略
＋カーボンニュートラル

脱炭素型
投資

→時間

マテリアリティ型
投資 GHG削減
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CFOメッセージ～当社グループならではの機能で、「次の新しいステージ」へ～

安定的な財務体質で積極的な投資を支える  

　2022年5月に公表した2025年3月期中期経営計画において、
3年間累計の投資金額は7,500億円から9,000億円としていま
す。この金額には先ほど述べたカーボンニュートラルに貢献する
投資が含まれており、後述する（P.40参照）脱炭素社会の実現に
向けた2030年までの1.6兆円の一部を成しています。この分野の
投資に際しては実行の時期によっては営業キャッシュ・フローの
積み上げを投資累計額が上回ることも想定しています。これまで
は「営業キャッシュ・フローの範囲内での投資」としていましたが、
これからは、この原則はしっかりと意識しながらも必要な投資に
対し、手を止めることはありません。その一方で、これまで通りネッ
トDER 1.0倍以内は堅持し、財務基盤を維持しながら、「次の新

しいステージ」への成長投資に向けた資金調達余力を確保しま
す。そのためには、営業キャッシュ・フローをセグメントごとに細
かく分けて分解し、コントロールしていくことが重要となります。こ
こ数年、月次の管理連結決算においては、セグメント別にキャッ
シュ・フローの見える化を進めており、例えば、どの国のビジネス
にいくらキャッシュ・フローを使用しているのかなどが分析できる
ようになりました。これらの財務方針を進めた上で、配当について
は、配当性向25%以上を基本方針とし、引き続き安定的な配当
および実額増額にもこだわっていきます。2022年3月期までで12

期連続増配を達成しており、中期経営計画期間においても配当
増額を目指します。

当期利益

25/3期

2,500億円

ネットDER 1.0倍以内

配当性向25%以上を基本方針とし、 
安定的な配当増額に努める株主還元

営業 
キャッシュ・ 
フロー

23/3期～25/3期 
3年累計キャッシュ・フロー

＋7,500～9,000億円

配当

投資 
キャッシュ・ 
フロー

▲1,700億円～

▲7,500～▲9,000億円

定量目標（2025年3月期中期経営計画）

34 豊田通商株式会社

中期経営計画と財務戦略



　会社の持続的成長には、リスクを適切に管理し、投資を確かな
成果へと結び付けることが大切であると考えています。当社では
短期的な利益を狙うような投資ではなく、中長期的に事業を育
て、当社グループのバリューチェーンの拡大・強化につながるよ
うな戦略的投資を基本としており、投資の検討から実行に至る各
段階において、社内の知見・経験を集結し審議を重ねる体制を整
えています。また投資実行後のフォロー体制を充実させ、事業会
社の課題解決や資産入れ替えに取り組んでいます。
　新規投資案件については、方針会議、投資戦略会議で大きな
方針を決定、個別案件は投融資協議会・投融資委員会で事業計
画をスクリーニングの上、機関決定を行っています。CFOが議長
を務める投融資協議会では、当社独自の指標である使用資金に対
して期待される収益規模が確保されているかを検証するTVA*1、
ならびにリスクに見合う収益が確保されているかを検証する
RVA*2を用いて入口管理を行うとともに、当社独自の環境チェッ
クシートを用いて、気候変動をはじめとした環境リスクや温室効
果ガス排出量、削減効果なども評価するなど、案件を複数の観点
から定量的に検証しています。また国内外の一部の関係会社に

は、投資意思決定の迅速化を目的に、投資権限の委譲を進めて
います。
　投資実行後については、課題のある案件について、コーポレー
ト部門と営業本部共働で課題の進捗管理・支援を継続的に行っ
ています（チェック&サポート活動）。また、営業本部での自主的
な業績モニタリングに加えて、コーポレート部門にてBS／PL基
準*3によるモニタリングも実施。定量基準を下回った場合には、
その事業の継続可否を検証・判断し、撤退か再建かの判断を
行っています。
　今後もこの投資サイクルを回していくことで、適切な経営資源
の配分と資本効率の向上を目指します。
*1 TVA： Toyotsu Value Achievementの略称。 

TVA＝（経常利益－利息収支）×（1－各国税率）－使用資金×国別使用資金コスト率
（各国国債利回り）　

*2 RVA：  Risk adjusted Value Addedの略称。 
RVA＝経常利益×60%－リスクアセット×リスクコスト率 
リスクアセットとは不測の事態（100年に1度起こるぐらいの事件）が起こった場合に
発生し得る、資産の最大予想損失額 
リスクコスト率とは当社ROE（株主資本利益率）目標値12～15%を目線とした株主
期待収益率

*3  BS基準：資本欠損率50%以上 
PL基準： 当期利益2期連続赤字、あるいは投資時計画値より2期連続30%以上の下振れ

の場合に、再建、撤退を判断

投資サイクルマネジメント

方針会議 
（3月）

投資戦略会議 
（毎月）

投融資協議会（毎週） 
投融資委員会（月3回）

機関決定（毎月）

投資モニタリングの 
実施（随時）

1

2

34

5

経営トップと本部CEO・COOにより 
戦略性・優先順位を議論

全社方針に基づき、 
営業本部方針策定、承認
→パイプライン管理実施

TVA・RVAの 
定量基準などによる 
投融資案件の審議

社外取締役による
←

ガバナンス強化

営業本部での税引後純利益（NPAT）など業績モニタリング
コーポレート部門と営業本部共働の 
チェック&サポート活動
業績モニタリング（BS／PL基準）
→再建、撤退判断
→撤退ルールの厳格化

Go

Go

Drop

Drop

Exit

Revamp 投資サイクル

次の新しいステージへ向かうための財務基盤を、投資サイクルマネジメントとリスクマネジメントによって支えます。

35統合レポート 2022



施・リスク状況の見える化・改善活動を通じて、当社グループ全
体のリスクにつき、各部署・各グループ会社との連携により、連結
ベースでのリスクマネジメント体制の構築、強化を図っています。
　統合リスク管理委員会では、海外各地域のリスク担当ヘッド
を中心に、営業本部企画部長やチェック10リスクを主管するリ
スク主管担当役員・部長が出席し、各地の事業体ごとに実施さ
れたリスク評価結果について定量・定性双方のリスクを分析し、
グローバルなリスクの把握と問題の発見に努め、必要な対策を
議論・推進しています。このチェック10項目についてリスクと管
理体制の2軸で評価および評点を付けヒートマップを作成し、リ
スクの見える化の推進により、リスク管理の脆弱性を改善してい
きます。改善時には必要に応じて、前述のリスク主管部署が支援
を行います。この活動を拡充し、当社グループ内のリスク管理の
レベルアップを図ります。

リスク管理体制
　当社では「リスク管理基本方針」において「リスク」を「業務に不
測の損失を生じさせ、当社グループの財産、信用などを毀損する
可能性を有するもの」と定義し、業務から生じるさまざまな「リス
ク」について認識・検討を行い、経営の安全性を確保し、企業価
値を高めるため、適切かつ統制された範囲内でリスクを取ること
を基本的な考え方としています。リスク管理基本方針を具体的に
遂行するにあたり、従来個別に行ってきた各リスク主管部でのリ
スク管理のみならず、2020年4月には旧ERM委員会を、よりグ
ローバルなリスクマネジメント状況を検証する全社会議体「統合
リスク管理委員会」に進化させました。同委員会では、各リスク項
目の中から最も注力すべき10のリスク項目（商品／与信／事業
／為替／資金調達／人事労務／情報セキュリティ／不祥事／
物流／労働安全・環境）を抽出、その管理項目を設定した統合リ
スク管理である「チェック10」を導入の上、各グループ会社での実

リスクマネジメント

チェック10 リスク内容 リスク主管部署

商品 滞留在庫／商品ポジション 営業経理部／投資・審査部

与信 回収遅延／低格付ビジネス
投資・審査部

事業 業績不振／低収益

為替 為替ポジション
財務部

資金調達 バランスシートマネジメント

人事労務 労働争議／人権侵害／長期固定・職務兼任 人事部／監査部

情報セキュリティ All Toyota Security Guideline（ATSG） 
の未達成項目／サイバーセキュリティ施策

IT戦略部

不祥事 腐敗防止／法令遵守
法務部／コンプライアンス・ 
危機管理部

物流 物流関連法令遵守 物流部

労働安全・環境 休業災害／STOP6災害（重大災害予防）／環境法令遵守 安全・環境推進部

チェック10 リスクと管理体制の2軸マトリックス

3 6 9

2 5 8

1 4 7

0 0 0

高 中 低

対象外

低

中

高

リ
ス
ク
評
価

管理評価

リスク評価結果（ヒートマップ）

　 商品 与信 事業 為替 資金調達 人事労務 情報 
セキュリティ 不祥事 物流 労働安全・ 

環境

A極 　 　

B極 　 　 　 　

C極 　 　 　 　 　 　

D極 　 　 　

E極 　 　 　 　 　 　
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リスクアセット （RA） の分散割合

リスクアセット（RA）／リスクバッファー（RB）
リスク総量が経営体力の範囲内に収まっているかを見る指標。
国格付別のRAについて、RBに対する上限値を規定し、定期的にモニタリング
実施

RA：
算出方法＝ 貿易債権、投融資、固定資産元本×国格付別・勘定科目別リスク

ウェイト（RW）ならびに各通貨別の為替変動をRW化し合計
⇒ 主にバランスシートの資産額（勘定科目ごと）に、国格付に応じた最大予想
損失率であるRWを乗じ、各通貨別の為替変動を加味した、リスクが顕在
化した際に被る最大想定損失額

RB：
算出方法＝ 株主資本＋その他資本の構成要素＋貸倒引当金（流動）－のれん

欧州
10.0%

アフリカ
17.9%

中東・中央アジア
0.6%

東アジア
8.7%

豪亜
16.5%

日本
28.5%

北米
9.8%

南米
8.0%

世界の極・地域ごとの管理状況

財務系リスクの管理
リスクアセット（RA）／リスクバッファー（RB）
　当社では、リスク総量が経営体力の範囲内に収まっているかを
検証するために、定期的に当社連結ベースでの最大予想損失額
であるリスクアセット（RA）の計測を実施し、このRAと当社の財
務的な企業体力であるリスクバッファー（RB）との均衡を図ること
に取り組んでいます。RAは貸借対照表の各勘定科目をベースに
したリスクアセット元本（RA元本）に最大予想損失率を指すリス
クウェイト（RW）を乗じることで算出し、RBは当社の財務的な企
業体力と定義し、算出しています。また、当期利益による継続した
RBの積み上げを行うことで、健全かつ安定した財務体質の維持
を目指しています。
　リスクアセットに対するリスク管理については「RA／RB＜1.0」
としてマネージしています。各ビジネスユニット単位まで落とし
込んだキャッシュ・フロー・マネジメントを推進し、事業の収益性
と運転資本の効率性を高めることで、営業キャッシュ・フローの
極大化を図り、創出したキャッシュを基に、成長への投資と株主
還元をバランスよく両立させていく方針です。これらの継続的な
取り組みの結果、2022年3月期については、引き続きRAはRBの
範囲内（RA／RB＝0.7＜1.0）となっています。
　さらに、RA総額を国ごとに把握し、定めた上限値の範囲内に
抑えることで、リスクの過度な集中を防ぐカントリーリスク管理を
行っています。また、リスクに対する収益確保を目的として、リス
ク収益性を測る経営指標RVAを導入しています。

主要リスク管理
　財務系の主要なリスクについては以下のように管理しています。

① 商品リスク
　商品価格変動リスクに晒される非鉄金属・石油製品・ゴム・食
料・繊維などの相場商品取引については、ポジション限度枠を設
定し、限度枠遵守状況の定期的なモニタリングを行い、価格変動
のリスクを低減する施策を講じています。

② 信用リスク
　取引先の財務内容を基にした当社独自基準の格付（8段階）を
行い、売掛金・前渡金など取引の種類ごとに限度枠を設定してい
ます。なお、低格付の取引先に対しては、取引条件の見直し、債
権保全、撤退などの取引方針を定め、個別に重点管理を行い、損
失防止に努めています。

③ 事業投資リスク

内容はP.34, 35, 50をご覧ください

④外国為替リスク
　為替変動リスクに晒される外貨建ての取引については、為替予
約などによるヘッジ策を講じています。やむを得ない理由でヘッ
ジできないものについては、ポジション限度枠を設定し、実績を
定期的にモニタリングする中で、為替変動リスクを低減する施策
を講じています。
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*1 自社での燃料の使用などによるGHGの直接排出（石炭・ガスなど） 
*2 自社が購入した電気・熱の使用によるGHGの間接排出
*3 当社グループの Scope 1、2排出量が対象。GHGプロトコルにて算出

カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミーの推進

温室効果ガス排出量削減の目標と今後の取り組み 

　豊田通商グループは、サステナビリティ重要課題（マテリアリ
ティ）の一つに脱炭素を掲げ、全社を挙げてカーボンニュートラル
（CN）を推進しています。脱炭素社会移行への貢献に向けた具体
的な方針として、2021年7月に当社単体・国内海外連結子会社
（Scope 1*1、Scope 2*2）における、豊田通商グループの事業活
動を通じた温室効果ガス（Greenhouse Gas、以下GHG）排出
量を、2030年までに2019年比で50%削減を目指し、さらに
2050年にCNとする目標を策定しました。
　豊田通商グループは徹底的な省エネ・再エネ推進（事務所・工
場のLED化、所有建物の太陽光発電設置）に取り組み、また 

生産プロセスや物流においても燃料転換・消費効率化・技術革新
によるGHG排出量削減に取り組むことで、この実現を目指します。
　また、豊田通商グループでは、産業ライフサイクルの各段階に
おいて、循環型経済（サーキュラーエコノミー ; CE）を支える事業
に携わっています。我々は、こうした事業におけるノウハウを、例
えばELV（使用済み自動車）の再資源化事業では1970年代から、
再生可能エネルギー事業では1980年代から培うなど、CEの一
端を支えてきた一員であると自負しています。
　産業ライフサイクルを通じてGHG削減に貢献する事業を、 
全社レベルで加速・推進できるのは豊田通商グループの強みで
す。豊田通商グループ全従業員が一丸となり、「リーディングサー
キュラーエコノミープロバイダー」を目指し取り組んでいくことで、
社会課題の解決に貢献していきます。

CO2換算排出量*3（千 t-CO2）

基準年 50%削減 カーボン 
ニュートラル

2019  2030  2050

ニュートラルニュートラル

▲50%▲50%

800

400

削減 
目標

• 2050年にカーボンニュートラル
•  2030年には、2019年比 50%削減
対象：単体、国内海外連結子会社（Scope 1、Scope 2） 
※  Scope 3は、仕入先・顧客と共に、バリューチェーンを通じた 

GHG排出量の削減に向け、具体的な取り組みを推進

 CCUS（Carbon dioxide Capture,Utilization and Storage）など 

未来の子供たちへより良い地球環境を届ける
当社の企業理念「人・社会・地球との共存共栄を図り、
豊かな社会づくりに貢献する価値創造企業を目指す」に

のっとりミッションの達成を目指します。

豊田通商グループ カーボンニュートラル宣言
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カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミーの推進

　豊田通商グループ各社が一丸となってGHG排出削減のための取り組みを実施すると同時に、管理上の業績評価において、これらの取り組みを後押し
すべく、GHG排出量の増減に応じて各営業本部の収益を加減算する仕組みや、GHG削減のための投資に関わる減価償却、金利などの負担を収益から
取り除いて評価する仕組みを取り入れています。

Pick 
Up 社内カーボンプライシング 

推進体制 

　脱炭素社会に向けた世界的な潮流を踏まえ、豊田通商グループ
はCN推進を最優先で取り組む全社活動と位置付け、2021年4月
に「未来の子供たちへより良い地球環境を届ける」というスロー
ガンの下､カーボンニュートラル推進タスクフォースを設立しまし
た。2022年4月には、専門組織であるカーボンニュートラル推進部
を設立し、脱炭素への取り組みをさらに加速させていきます。
　カーボンニュートラル推進部では、自社のGHG排出量削減に
向けた制度設計や排出量管理など、カーボンニュートラル宣言の

達成に向けた取り組みに加え、当社グループが強みを持つCNと
CEに結び付く事業領域の成長戦略に基づき、5つのワーキング
グループ（WG）を組織し、事業を拡大していくことで脱炭素社会
の実現を目指します。2021年11月には、これらWGの「カーボン
ニュートラルロードマップ2030」を策定しました。豊田通商グルー
プが経験、実績、ノウハウの面で変革をリードする事業に思い切っ
たリソースを投入し、CN実現をけん引していきます。

カーボンニュートラル推進部 
＜ステークホルダーリレーション＞　＜成長戦略＞ 連携

全本部対象【各本部役員】

デジタル変革 
推進部

ネクストモビリティ 
推進部

副社長・CDTO

社長・CEO

推進体制

5つのワーキンググループ

外部ステークホルダー

①社内カーボンプライシング制度
•  GHG計画策定 （システム化による見える化）
•  実績管理 （管理会計業績への反映）
⇒  削減にはインセンティブ／増加にはコスト賦課

②脱炭素設備投資助成制度
•  GHG削減投資リスト運用開始（削減投資総額把握と案件スクリーニング）
•  案件選定／投資インセンティブ／効果報告
⇒  償却・金利コストは全社負担扱いとして投資加速
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カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミーの推進

エネルギーを 
つくる

エネルギーを 
集める・整える モノをつくる

モノを運ぶモノを使う廃棄物 
処理をする

再利用する

新たな 
再生可能エネルギー電源 
への挑戦

総合リサイクル 処理拡大／高度化 燃料転換 
・水素利活用

バッテリー3R

CO2削減

コジェネレーション

グローバル展開 

グローバル 
展開 

次世代 
エネルギー 
マネジメント

2030年

2020年

2050年

CO2削減

CO2削減

CO2削減

CO2削減

バッテリー素材 
リチウム取扱増

R&EL&C

Mobility

強みを持つ領域と5つのワーキンググループ（WG） 

　当社グループは、「脱炭素社会移行に貢献」する取り組みとして、「エネルギーをつくる」「エネルギーを集める・整える」「モノをつくる」 
「モノを運ぶ」「モノを使う」「廃棄物処理をする」「再利用する」という産業ライフサイクルの各段階において、CEを支える事業に携わって
います。

• 地産地消型サプライチェーンの構築 
• 電池製造事業への参画 

RdBT （Road Battery）

バッテリー WG
投資額 
4,000億円

• リチウムなど資源供給能力の拡大 
• 原材料・部材製造事業への参画

•  サーキュラーエコノミーイノベーションセンターを
ベースに、“CE×CN事業”を創出

•  バッテリーtoバッテリー／金属・樹脂再資源化／
CO2リサイクル の実現

RdCE （Road Circular Economy）

資源循環・3R WG
投資額 
2,000億円

• 自社消費電力の50%再エネ化
• 主要顧客グループの再エネ化ニーズに貢献 
• 再エネ発電の導入拡大

RdRE （Road Renewable Energy）

再エネ・エネマネWG
投資額 
7,000億円

•  アグリビジネスを通じてカーボンクレジットを獲得 
•  EoL事業をCN、CEコンセプトでリニューアル 

RdEoL （Road Economy of Life）

Economy of Life WG
投資額 
1,000億円

•  大規模な水素・FC（燃料電池）利活用3モデル  
（港湾・公共交通・物流）を10カ所以上実現 

•  中部地区で代替燃料供給を実現

RdHY （Road Hydrogen）

水素・代替燃料 WG
投資額 
2,000億円

脱炭素社会の実現に向けた投資　2030年までの間に1.6兆円規模

動脈事業

静脈事業

RdBT

RdHY

RdEoL

RdCE

RdRE
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RdRE

再エネ・エネマネWG
Road Renewable Energy: CN一丁目一番地
当社が培ってきた再生可能エネルギー開発の知見を生かし、CN達成に貢献します。

取り組み概要 

　主要顧客グループおよび豊田通商グループの脱炭素化に貢献
するため、当社が培ってきた再生可能エネルギーの「つくる」領域
における知見を生かし、「整える」「届ける」領域へと取り組み範囲
を拡大していきます。
　国内外の制度や市場動向を踏まえ、主にオンサイト／オフサイ
ト太陽光、再エネメニュー、環境価値取引を推進することで、自社
における全世界使用電力量50%の再エネ化だけでなく、主要顧

客グループおよびサプライチェーンまで取り組み範囲を拡大し、
各社における脱炭素化に向けた取り組みを支援します。また、一
般市場においても既存取り組み地域での導入を促進していくだけ
でなく、新興国を主とした取り組み地域の拡大や洋上風力などの
新規電源種の開発を通じ、グローバルでの再エネ発電導入拡大
を目指します。

創エネ・省エネ・蓄エネ・分散電源

つくる 整える 届ける

再エネの拡大
（一般市場）

主要顧客グループ
脱炭素化

再エネ発電の導入拡大
原価低減の推進

主要顧客グループの 
再エネ化ニーズに貢献

風力発電

電気
供給 需要

電気

水力発電

太陽光発電

バイオマス発電

オンサイト／
オフサイト太陽光

自家発・
省エネ機器

蓄電池 電気自動車 水素

各国制度や市場見通しを踏まえて
トータルな脱炭素化を推進

豊田通商グループ
脱炭素化推進（自社プロジェクト；PJ）

豊田通商全世界電力使用量
50%の再エネ化

CNロードマップ2030 

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

①
主要顧客グループ
全世界での再エネ化
ニーズに貢献

②
Must Do

自社PJにおける
再エネ50%達成の

実行支援

③
一般市場

全世界での再エネ
発電の導入拡大

オンサイト太陽光
①オフサイト共同発電所 ②再エネメニュー ③環境価値

新規電源種の開発 
（洋上風力）

新興国を主とした取り組み地域の拡大（アフリカなど）
既存取り組み地域での導入促進（陸上風力・太陽光・水力・地熱・バイオマス）

主要顧客グループのサプライチェーンへの貢献

主要顧客グループへの貢献
オンサイト太陽光

主要顧客グループへの貢献
①オフサイト共同発電所 ②再エネメニュー ③環境価値
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カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミーの推進

バッテリー WG
Road Battery: CNイノベーションサイクル
バッテリーの資源開発からリビルト・リユース・リサイクルまで幅広く挑戦します。

RdBT

取り組み概要 

　バッテリーWGでは「電動化のキーとなるバッテリー領域の課
題解決を通じてカーボンニュートラルに貢献」することをスロー
ガンに本部横断で取り組んでいます。
　急速な電動化の拡大を見据え、グローバルで地産地消の電池
サプライチェーン構築に注力しています。具体的には
• 電池の原料となるリチウムなどの希少資源の安定確保
•正極材・負極材などの電池用材料や周辺部品の製造事業化

•北米などにおける電池製造事業への参画
•中古バッテリーを活用したリビルト・リユースの仕組みづくり
•電池のリサイクルスキーム構築
の取り組みを進めており、これらを通じて課題を解決しながら電
動車の普及を後押しし、未来の子供たちへより良い地球環境を
残していきます。

CNロードマップ2030 

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

資源

原材料

電池製造／供給

電池利用

資源循環

リチウム生産・精製能力増強

電池材料・部材製造事業への参入

電池製造事業への参入

充電インフラ整備への取り組み加速

リサイクル技術開発

材料・部材製造事業のグローバル展開

電池製造能力拡充・グローバル展開

さらなる需要拡大を見据えた資源確保（リチウム、ニッケル他）

技術革新への対応／次世代電池（全固体など）への取り組み加速

設備ターンキー受注／最適供給機能構築

リユース・リビルトモデルの実証 リユース・リビルト事業のグローバル展開
量産／グローバル展開／高品質化技術開発

電気自動車（BEV）導入期 電気自動車（BEV）本格普及期

電動車普及には
さまざまな課題が存在

車両／電池側の課題
• 車両（電池）価格
• 電池の数量確保
•  電池性能 
（航続距離、充電時間など）

インフラ側の課題
• 充電インフラ
• リビルト・リユース・リサイクル

電動車普及のキーとなる 
バッテリー領域の課題解決を通じて 

CNに貢献

電池供給

資源循環

電池利用

原材料

電池製造

リチウム
ニッケル他

正極材・負極材
電解質など3R

NiMH※1／LiB※2

次世代電池

最適供給
体制

充電インフラ
エネマネ／ 

VPP※3

需要拡大を見据え
電池製造事業への参入

電池最適供給
ネットワーク構築

材料・部材事業化で
地産地消のSC構築

需要拡大を見据えた
資源の安定確保

リビルト・リユース・
リサイクル スキーム構築

電動車普及に
向けた取り組み

資源

※1 ニッケル水素電池
※2 リチウムイオン電池
※3 仮想発電所
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水素・代替燃料WG
Road Hydrogen: 未来エネルギーへの道
CN達成の鍵を握る領域の一つ、水素・代替燃料への取り組みを加速していきます。

RdHY

取り組み概要 

　水素・代替燃料WGでは、大きく3つの事業領域に跨り次世代
エネルギーとなる水素やバイオ燃料などの普及促進に注力してい
ます。1つ目は、さまざまなタイプのモビリティや定置電源の燃料
電池（FC）化と水素製造／供給を掛け合わせたFC利活用モデル
構築の取り組み、2つ目は豊田通商グループとステークホルダー
の皆さまのCO2排出削減のため、電動・代替燃料化などを通じグ

ローバルな当社物流網を脱炭素化する取り組み、3つ目はバイオ
燃料・水素・アンモニア等のカーボンニュートラル（CN）燃料の
サプライチェーン構築に関する取り組みです。これらの活動を通
じ、私たちはCN化に取り組むステークホルダーの皆さまに貢献
するとともに豊田通商グループのCN化を推進していきます。　

*1 Feasibility Study　*2 Bio Diesel Fuel　*3 Fuel Cell Electric Vehicle　*4 Value Chain

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

F
C
利
活
用

モ
デ
ル
づ
く
り

港湾

公共交通・
物流

FC外販・
機器開発

自社物流　

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
燃
料

バイオガス

水素・
アンモニア

BDF（舶用）

木質バイオマス 日本向けバイオマス燃料安定供給（ウッドペレットなど）

BDF*2導入実験

リユーススキーム構築

モデル構築
＠欧州・日本

モデル構築実装実証F/S*1

小型FCEV*3実証実験 大型FCEV実証実験 FCEV先行地域展開
BDF先行地域展開 BDF全地域展開

事業F/S 小規模事業開始 事業実施判断・ 
建設 事業開始 ➡ 拡大

本格導入 ➡ 徐々に拡大

需要家燃転支援
ソース開拓 試験導入 本格導入

自社VC*4構築
（シンガポール／日本）

実証 ➡ モデル構築
グローバル展開

グローバルで
主要プレーヤーに

欧州、日本で拡大

米国、英国で拡大
日本などに展開

多用途開発支援（船舶／建機／鉱山機械）

水素・FC利活用 自社物流 カーボンニュートラル燃料

水素社会実現の
原単位モデルづくり FC外販 自社トラックの 

排出量削減
CN燃料開発・ 

サプライチェーン構築
大規模な利活用3モデルを

10カ所以上実現
港湾
• 米ロサンゼルス港
• 英イミンガム港
• 国内港湾

公共交通
• 欧州（ドイツ・スペインなど）

物流
• 欧州（ドイツ・スペインなど）

バイオ由来などを中心に 
取り組み加速

（廃棄物から）
バイオメタンなど製造

トレーディング・
オフテイク

工場・産業用途

FCパワトレ
外販市場30%のシェア確保

事業子会社のトラックの
CO2排出量50%削減（19年比）

30% –50%

CNロードマップ2030 
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カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミーの推進

資源循環・3R WG
Road Circular Economy: 静脈なら豊通
「CO2を減らす、なくす、CO2から創る」をキーワードに資源循環の取り組みを深化させます。

RdCE

取り組み概要 

　当社は、1970年代から取り組んできた資源循環事業の経験を
強みに、将来の社会を想像しながらCNの潮流を機会と捉え、 
新たな価値創造に取り組みます。
　重点取り組み分野として、電動化で急増する車載バッテリーの
3R事業、将来に大量廃棄が予想される太陽光パネルや水素タン
ク、風車ブレードなどの再エネ関連機器の再資源化、また資源枯 

渇や社会課題に直結する電子廃棄物からの貴金属回収や樹脂

素材リサイクルを掲げています。
　これらの新しい領域でイニシアチブを取るために、CE関連の先
端技術の探索やビジネスモデルの開発を行うサーキュラーエコノ
ミーイノベーションセンターの設立を目指し、世界をリードする
サーキュラーエコノミープロバイダーとして循環型社会の形成に
挑戦します。

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
①

サーキュラーエコノミー
イノベーションセンター

バッテリー3R

再エネ／
新エネ関連

金属・
樹脂素材関連

②
コトづくり／PF*1事業

設立準備

工場廃材循環事業拡大

リサイクル技術開発 事業化

使用済み品循環事業拡大
量産・多拠点化／高品質化技術開発技術開発

リユース事業商用化
用途開発

バイオマスプラ事業化
電子部品　循環事業拡大

CCU　基礎技術開発

実証／事業化
事業化 PFの拡張機能構築

グローバルPF企業への出資

ラボ・小型実証 大型・量産開発 プラント実証 商用化
ラボ・小型実証 大型・量産開発 プラント実証

選別実証事業

PFの他領域／市場への横展開

• 設立　以降、対象範囲を拡大 ➡ 各領域で事業化

•  プロト機導入•  プロト機導入

太陽光
パネル

CFRP

C2BC2B*2*2

PF事業PF事業
ELVELV*3*3集荷集荷
PF事業PF事業

マテリアルリサイクル事業拡大 複合プラ／ケミカルリサイクル
技術開発､事業化•  樹脂／マテリアルリサイクル稼働  樹脂／マテリアルリサイクル稼働

•  プロト機導入  プロト機導入

*1 プラットフォーム　*2 Consumer to Business　*3 使用済み自動車

「コトづくり」
• CO2削減量を価値化した3R事業開発

静脈事業プラットフォーム構築
• 静脈事業データの価値化とサービス提供

脱炭素からの新たな価値創造 ※1  Carbon Fiber Reinforced Plastics 
（炭素繊維強化プラスチック）

※2  Carbon dioxide Capture and 
Utilization 
CO2が大気中に排出される前に 
回収して利用する技術

なくす

創る

サーキュラーエコノミー
イノベーションセンター

CE関連技術の手の内化

減らす脱炭素目線での資源循環 CO2の回収・利活用

再資源化へのチャレンジ
• 希少金属    Co・Ni・Li・Cu
• プラスチック    マテリアル・ケミカルリサイクル
• 再エネ機器    CFRP※1・太陽光パネル
2次利用の開発
• リユース・リマニュファクチャリング

CCU※2の技術開発と社会実装
• 用途開発と仲間づくり

廃棄物からのエネルギー回収
• バイオガス発電

代替素材の開発
• バイオマスプラ

CNロードマップ2030 
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取り組み概要 

　主要取り組み①「アグリビジネスを通じたCCUS」では、ブラジ
ルの穀物集荷事業における取引先農家のネットワークを活用し、
独自基準を満たすサステナブル農法で生産されたGreen Grain

の集荷・販売を行っています。
　また、森林保全によるカーボンクレジットの組成・販売を目指
します。　

　主要取り組み②「食料ビジネスをCN／CEコンセプトで 

リニューアル」では、代替タンパク加工食品の製造・販売に注力、
同時に食品包材のバイオプラスチック化を推進しています。
　主要取り組み③「EoL領域ビジネスのCE化」では、ペットボト
ルのリサイクル事業を立ち上げました。さらに、廃棄ロスの大き
いアパレル分野でも循環型事業の構築を目指しています。　

Economy of Life WG
Road Economy of Life（EoL）: 未来の子供たちの笑顔へ
「医衣食住」に関わる領域で、CO2の排出削減および吸収・活用に取り組みます。

RdEoL

アグリビジネスを通じたCCUS※1 食料ビジネスをCN／CEコンセプトでリニューアル EoL領域ビジネスのCE化

環境保全型農業 
へのリード

植林、森林再生と併せて 
カーボンクレジット集荷・販売 
（ブラジル）

次世代バイオマス事業

廃熱・CO2利用型農業の 
横展開・太陽光発電との組み合わせ

植物肉加工 
食品製造

バイオマス 
プラスチック事業

畜産×発電・水素 
生成事業

マテリアル 
リサイクル事業

環境負荷の大きい 
アパレルでCE実現

動脈・静脈一体型 
LCM※2システム

※1 Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage、分離回収・貯留したCO2を有効利用する取り組み
※2 Life Cycle Management

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

①
アグリビジネスを
通じたCCUS

②
食料ビジネスを 

CN／CEコンセプトで 
リニューアル

③
EoL領域ビジネスの 

CE化

カーボンクレジット集荷・販売

ブルーカーボン*1ファーミング排CO2活用検証
（㈱ベジ・ドリーム栗原）

次世代バイオマス事業（ブラジル）

バイオマスプラ事業化

畜産×発電・水素生成事業
植物肉加工食品製造事業参入

事業拡大 ケミカルリサイクル

動脈・静脈一体型
アパレルLCM

システム完成・運用

新技術対応

マテリアルリサイクル稼働

CO2削減効果商品拡充 PLM*2システム機能拡張

衣料品回収・再生事業 回収・再生新技術確立

アパレル
“動脈”

アパレル
“静脈”

*1 海洋生態系によってCO2を海中に隔離・貯留すること　*2 Product Lifecycle Management

CNロードマップ2030 
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TCFD提言に基づく情報開示

　気候関連の情報開示および金融機関の対応をどのように行うかを検討するためFSB（金融安定理事会）によって設立されたTCFD（気候関連
財務情報開示タスクフォース）が、2017年6月に最終報告書を公表しました。最終報告書では企業などに対して気候関連のリスクおよび機会に
関する「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」の4項目について、ステークホルダーに対して情報を開示することを推奨しています。
　当社は気候変動を重要な経営課題の一つとして認識しており、2019年5月にTCFD提言への賛同を表明しました。TCFD提言に基づき、気候
変動が事業活動に与える影響について、情報開示を拡充していきます。

ガバナンス

　豊田通商では気候変動に関わる事業機会をマテリアリティの
一つとして選定しており、マテリアリティの取り組みについては、
年1回定期的に開催されるサステナビリティ推進委員会で確認
し、取締役会へ適宜報告しています。その内容は、同委員会の構
成メンバーである各営業本部CEOを通じて、事業戦略に反映さ
れています。また同委員会では、2020年よりマテリアリティに係
るKPIを設定し、進捗をレビューしています。
　省エネに関する目標達成状況や気候変動に関する法令改正お
よび新たな要求事項への対応状況については、年に一度定期的

に安全・環境会議にて審議しPDCAサイクルの確認を行ってい
ます。その審議内容は、同会議の構成員である各営業本部・グ
ループ会社担当者を通じて、事業活動に反映されています。
　また、2021年4月には全社横断組織としてカーボンニュートラ
ル推進タスクフォースを立ち上げ、月1回定期的に開催されるカー
ボンニュートラル推進会議にて脱炭素社会への移行に向けた戦
略を議論しています。ここでは自社グループの温室効果ガス
（Greenhouse Gas、以下GHG）排出削減の進捗管理も行って
います。

1

サステナビリティ推進委員会 気候変動を含むマテリアリティに係る方針、重要事項の決定

委員長 貸谷 伊知郎（取締役社長）

担当役員 富永 浩史（取締役・CSO*1）

事務局 経営企画部 サステナビリティ推進室

安全・環境会議 気候変動に関する法令対応などの進捗管理

議長 佐合 昭弘（副社長）

担当役員 齋藤 彰徳（CSKO*2）

事務局 安全・環境推進部

カーボンニュートラル推進会議 カーボンニュートラル実現に向けた戦略の決定

議長 貸谷 伊知郎（取締役社長）

担当役員 今井 斗志光 （副社長・CDTO*3）

事務局 カーボンニュートラル推進部

*1 CSO   : Chief Strategy Officer
*2 CSKO : Chief Safety & KAIZEN Officer
*3 CDTO : Chief Digital & Technology Officer
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戦略

（1）シナリオ分析

　当社は、気候変動問題を世界が直面する重要な課題の一つと
して捉え、気候変動の影響が大きい事業を選定し、TCFD提言に
沿った形でシナリオ分析を実施しています。
　事業への影響については、影響が大きい要素を選定してシナリ
オ分析しました。リスクでは移行リスク（政策・規制、技術、市場、

評判）および物理リスク（急性・慢性）を、機会では資源効率、エネ
ルギー源、製品およびサービス、ならびに市場を考慮しました。 

　また、当社では2030年にGHG排出量を2019年比50%削減
することを目指しており、今回のシナリオ分析においても同様に
2030年を分析のタイムフレームとしています。

2

参照シナリオ
　気候変動に起因して、当社の事業環境が大きく変化した際に、新たなビジネスの機会および事業レジリエンスを評価し、事業への影響
を分析することを目的として、IEA（International Energy Agency：国際エネルギー機関）および IPCC（気候変動に関する政府間パネル）
などの下記シナリオを参照しています。

区分 シナリオの概要 主な参照シナリオ

1.5℃／2℃ 
未満シナリオ

脱炭素社会の実現へ向けた政策・規制が実施され、世界全体
の産業革命前からの気温上昇幅が1.5℃／2℃未満に抑えら
れるシナリオ。4℃シナリオと比べ、移行リスクは高いが、物理 
リスクは低く抑えられる。

•  Net Zero Emissions by 2050 Scenario (NZE), IEA 
World Energy Outlook 2021. 

•  Sustainable Development Scenario (SDS), IEA 
World Energy Outlook 2021.

•  IPCC RCP2.6

4℃シナリオ
新たな政策・規制は導入されず、CO2排出量は継続的に増加
するシナリオ。1.5℃／2℃未満シナリオと比べ、移行リスクは
低いが、物理リスクは高くなる。

•  Stated Policies Scenario (STEPS), IEA World Energy 
Outlook 2021. 

•  IPCC RCP8.5

対象事業選定
　当社事業のうち、気候変動の影響が大きい事業（下記A～Dの観点）をシナリオ分析の対象事業として選定し、リチウム事業、アルミ溶
湯事業、再生可能エネルギー事業、自動車販売事業についてシナリオ分析しました。今後、対象事業の範囲を拡充していきます。

TCFDが示す気候変動影響が潜在的に大きい非金融セクター
  エネルギー、運輸（自動車などを含む）、素材・建築物、 
農業・食糧・林業製品

A 低炭素関連製品・サービスに関連するビジネス
（その一部を構成するものを含む）B

気候変動に伴う自然災害の影響を受けやすいビジネスC CO2排出量が特に多い事業（化石燃料関連ビジネス）D

　当シナリオ分析におけるシナリオ・事業環境認識は、国際的な機関などが提示する主なシナリオを基にしており、当社の中長期の見通しではありません。

４本部４事業のシナリオ分析を実施

金属本部
B リチウム事業　 D アルミ溶湯事業

自動車本部、アフリカ本部
A  自動車販売事業

機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部
B  C  再生可能エネルギー事業
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TCFD提言に基づく情報開示

（2）各事業におけるシナリオ分析結果

リチウム事業
当社は、電動車に不可欠な車載用リチウムイオン電池の原料を供給するため、アルゼンチンのオラロス塩湖で炭酸リチウム
の生産を2014年に開始しています。また、日本国内では、福島県双葉郡楢葉町において水酸化リチウムの製造工場を建設
しており、2022年に生産開始を予定しています。

気候関連リスク・機会
区分 内容

リスク アルゼンチン炭酸リチウム生産事業における災害・異常気象などによる生産量への影響

機会 自動車の電動化などによるリチウム製品需要の変動

各シナリオ下における事業への影響

•  いずれのシナリオにおいてもリチウム電池を使用する電動車や蓄電池の需要増加が見込まれる。
•   アルゼンチン炭酸リチウム生産事業における、降雨に伴うリチウム生産効率悪化のリスクについては、2021年実績比較で降雨量に変化が見られ
ず、リチウム生産への影響は軽微と想定される。

•   1.5℃／2℃未満シナリオと4℃シナリオを比較すると、1.5℃／2℃未満シナリオの方が電動車や蓄電池需要の大きな増加が見込まれ、当事業全
体の機会は拡大すると想定される。

電動車の本格的な普及に伴うリチウムの需要増加に対し、既存能力の増強により長期安定的な供給体制構築を目指します。また、今後の電池高容
量化に伴う水酸化リチウムの需要増加を見込み、事業領域を拡大し、安定供給に向けた体制構築を進めていきます。

当社の対応策

アルミ溶湯事業
当社は、再生アルミをよりCO2削減効果のある溶湯状態でお客さまへ供給しており、世界トップクラスの取り扱いとなってい
ます。今後、電動車の普及は加速し、それに伴い軽量化に必要となるアルミ部品の需要が高まっていきます。また、環境への
配慮から、アルミスクラップの再資源化による再生アルミの需要の増加も見込まれています。

気候関連リスク・機会
区分 内容

リスク ガソリン車と電動車の販売構成比の変化に伴う事業への影響 
炭素税などの導入に伴う事業への影響

機会 電動化に伴うアルミ需要の変動
アルミ新地金から再生アルミへの置き換え需要の変動

各シナリオ下における事業への影響

•  1.5℃／2℃未満シナリオでは、燃費規制の強化などに伴い、総販売台数に占めるガソリン車の割合が減少するが、一方で電動車の販売比率が増
加することによる軽量化の需要増加、加えてグローバルでのリサイクル材の需要増加が見込まれ、当事業全体の機会は拡大することが想定される。

•  4℃シナリオでは、1.5℃／2℃未満シナリオで想定される燃費規制の強化などが行われないことが見込まれ、当事業全体への影響は限定的であ
ると想定される。

当事業は重点分野である「循環型静脈事業」の一つと位置付けられており、アルミリサイクルバリューチェーンの川上から川下までの機能強化を 

グローバルに進めます。炭素税導入などによるコスト増加に対してはGHG排出量削減に向け、新技術などの活用により排出削減に努めます。

当社の対応策
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再生可能 
エネルギー事業

当社は、風力、太陽光、水力、地熱、バイオマスなどの発電事業を全世界規模で展開しており、アフリカ、新興国での開発促
進、洋上風力開発などの事業にも注力しています。

気候関連リスク・機会
区分 内容

リスク 再生可能エネルギー関連政策（固定価格買取・補助金・減税など）の見直しによる事業への影響

機会 再生可能エネルギーニーズ増加に伴う事業への影響

各シナリオ下における事業への影響

•  1.5℃／2℃未満シナリオでは、再生可能エネルギー政策の見直しによる固定価格買取制度の廃止などの影響を受ける可能性はあるものの、全
世界において政策の進展や再生可能エネルギーに対する需要の大幅な増加に伴い、関連する技術革新の進展、再生可能エネルギーが基幹エネ
ルギーとなることなどが見込まれる。よって、再生可能エネルギーに対する需要に対応して開発を進めていくことで当事業全体の機会は拡大する
ことが想定される。

•  4℃シナリオでは、政策の見直しにより固定価格買取制度が廃止されることなどの可能性があるが、再生可能エネルギーに対する需要は、 
1.5℃／2℃未満シナリオほどの高まりはないものの一定の増加が見込まれることから、当事業全体への影響は限定的である。

当事業は当社の重点分野と位置付けられており、既存ビジネスモデルを強化してグローバル展開を加速させるとともに、電源メニューの多様化やエ
ネルギーマネジメントなど、事業領域の拡大を図っています。競争力ある再生可能エネルギーの安定供給で、より良い地球環境づくりに貢献します。

当社の対応策

自動車販売事業
当社は、トヨタグループを中心とした自動車・輸送用機器メーカーが国内外で生産する乗用車、バス・トラックなどの商用車、
産業車輌、補給部品を世界各国へ輸出しています。また、世界150カ国に及ぶグローバルネットワークを通じて、輸入販売総
代理店や販売店の事業を展開しています。

気候関連リスク・機会
区分 内容

リスク ガソリン車と電動車の販売構成比の変化に伴う事業への影響

機会 電動車需要の変動

各シナリオ下における事業への影響

•  いずれのシナリオにおいても、新興国を中心にグローバルでの新車総販売台数の増加が見込まれるため、当事業全体のリスクは軽微と想定さ 

れる。
•  1.5℃／2℃未満シナリオでは、燃費規制の強化などに伴い、総販売台数に占めるガソリン車の販売割合が減少するものの、電動車の販売割合が
増加することが見込まれ、当事業全体の機会は拡大することが想定される。

•  4℃シナリオでは、1.5℃／2℃未満シナリオで見込まれる燃費規制の強化などが行われず、ガソリン車および電動車の販売割合への影響は小さい
ため、当事業全体への影響は限定的である。

新車販売市場は新興国を中心に今後も拡大していくことが想定されていることから、当社は全世界での販売体制を強化していきます。また、電動車
ラインアップの拡充に併せて、その基幹部品である電池素材の資源確保や電池の3R（リビルト、リユース、リサイクル）の事業領域を開拓し、電動車
の普及を促進します。

当社の対応策
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GHG排出削減目標と今後の取り組み
　自社の操業におけるカーボンニュートラル（CN）は、社会のCN

への貢献同様に不可欠です。そこで当社グループは、脱炭素社会
移行への貢献に向けた具体的な方針として、2021年7月に当社
単体・国内海外連結子会社（Scope 1*1、Scope 2*2）における、
当社グループの事業活動を通じたGHG排出量を、2030年まで
に2019年比で50%削減することを目指し、さらに2050年にCN

とする目標を策定しました。
　当社グループは徹底的な省エネ・再エネ推進（事務所・工場の
LED化、所有建物の太陽光発電設置）、生産プロセス・物流での
CO2排出削減、技術革新による排出量削減などに取り組むことで、
この実現を目指します。
　産業ライフサイクルを通じてGHG削減に貢献する事業を、全
社レベルで加速・推進できるのは当社グループの強みです。当社
グループ全従業員が一丸となり、全力で取り組んでいくことで、社
会課題の解決に貢献していきます。

*1 自社での燃料の使用などによるGHGの直接排出（石炭・ガスなど）
*2 自社が購入した電気・熱の使用によるGHGの間接排出

リスク管理3

投融資案件
　投融資委員会には副社長・CSO・CFOが、投融資協議会には
CFOが、また、投資戦略会議には社長・副社長・CSO・CFO・経
営企画部長がメンバーとして参加することで、投資案件がESGに
与える影響を確認しています。投融資委員会・協議会の評価項目
の中には環境リスクがあり、投融資委員会または投融資協議会
に上げられた一定要件以上の案件はそのリスクを確認します。何

らかの懸念がある場合には、それに対する対応やその後の改善報
告も義務付けられています。
　また、当社は環境マネジメントシステムに関する国際規格であ
る ISO14001を取得しており、国内外の連結子会社を対象に 

本社による環境内部監査を3年に一度実施するなど、そのリスク
管理プロセスをモニタリングしています。

　気候変動を含む環境リスクは、高い基準で管理しています。気候変動に係る事業機会とリスクは、安全・環境会議とサステナビリティ
推進委員会で審議され、構成メンバーが事業戦略や活動に組み込んでいます。

指標と目標4

削減 
目標

• 2050年にカーボンニュートラル
•  2030年には、2019年比 50%削減
対象：単体、国内海外連結子会社（Scope 1、Scope 2） 
※  Scope 3は、仕入先・顧客と共に、バリューチェーンを通じた 

GHG排出量の削減に向け、具体的な取り組みを推進

TCFD提言に基づく情報開示

 CCUS（Carbon dioxide Capture,Utilization and Storage）など 

*3 当社グループの Scope 1、2排出量が対象。GHGプロトコルにて算出

CO2換算排出量*3（千 t-CO2）

基準年 50%削減 カーボン 
ニュートラル

2019  2030  2050

ニュートラルニュートラル

▲50%▲50%

800

400
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社外取締役・CHRO対談

「次の新しいステージ」へ踏み出すための人的資本経営
ESGについて知見が深い藤沢社外取締役と、人事領域でキャリアを重ねてきた 
濱瀬CHRO (Chief Human Resources Officer)が対談を行いました。 

社外取締役
藤沢 久美

CHRO

濱瀬 牧子

真のグローバル企業に向けた人財の配置と育成  

濱瀬CHRO（以下「濱瀬」） 
　2019年6月に就任してからの3年間、豊田通商が真のグローバ
ル企業になるための土台づくりに注力してきました。事業戦略と
人事戦略はコインの裏表であり、一体となって経営戦略を実現し
ていくものとの考えから、当社は「真のグローバル企業」に向けた
経営戦略を実現する人事戦略を、経営陣で共通理解にして推進
しています。

藤沢社外取締役（以下「藤沢」） 
　2016年にフランスの商社CFAOを完全子会社化し、日本だけ
で人事制度を考えていてはグループ全体の経営がままならなく
なってきたタイミングで濱瀬さんが着任されて良かったという印

象です。先ほどの「真のグローバル企業」の「真の」とはどういっ
た意味が込められているのでしょうか。

濱瀬 

　一言でいうと、日本から見た「グローバル」ではなく、65,000

人がワンチームの会社ということです。一般的に「グローバル化」
といっても実はその展開の仕方は企業によって千差万別です。
130カ国に展開する当社にとって、世界中のお客さまに最もご満
足いただけるのはどういった経営スタイルかを考え、当社ではそ
れを「連邦経営」と定義しています。多岐にわたる各地域・事業
の特性や成熟度に応じて、日本のプラクティスを他国に展開する
ものもあれば、現地でビジネスを新たに創出したり、または世界

特集
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社外取締役・CHRO対談

中で適材適所で進めるものもあり、 こうしたさまざまなビジネス
展開の組み合わせであるという考えです。それに人事戦略を結び
付けると、適材適所の人財配置や、各地域や事業の将来を見通
した人財育成が肝要になってきます。これまでは日本から派遣さ
れた駐在員が海外拠点のマネジメントを担うことが多かったので
すが、海外のマネジメントポストに現地人財を現地登用したり、
逆に海外の人財に日本国内のポストを経験してもらうケースを増
やしていく必要があります。その中で、日本からの駐在員もこれま
でとは異なる役割を期待されることも増えてきます。この連邦経
営を実現するための人財の配置・育成が整備されている状態が
人事から見た「真のグローバル企業」です。

藤沢
　適材適所の人財の配置と育成を実現させるには企業や事業の
未来を読まなければいけないし、そのためには社会の未来も読ま
なければいけないので、CHROは経営の一翼を担っていると言え
ますね。それは「人事部長」「人事担当役員」ではなく「チーフオ
フィサー」だからこそであり、真のグローバル企業にはその役割
が必要なのだと思います。
　大きく成長した豊田通商の「次の新しいステージ」で経営を担
う人財は、過去の延長線上での経験を積ませていてはもう育成す
るのが難しくなってくるのではと感じるのですがいかがでしょうか。

濱瀬
　その通りですね。当社はこの20年で経営規模・社員数が大き
く拡大しましたので、従来のビジネスやキャリアの積み上げだけ
では「経営」という舵取りをすることはできません。将来ありたい
姿をバックキャストし、そのために必要な経験や知識を増やして
いく必要があります。これまでは基本的には優秀な人財を順にポ
ストに配置していくような考え方でしたが、現在はまずキーポス
トとその期待役割を定義し、世界の人財とポストのマッチングを
考える後継者育成計画を策定しています。
　また、社内リーダーシッププログラムをこの育成計画と連動さ
せ、具体的なポストを意識したタレントのパイプライン構築を行っ
ています。プログラム内容も世界を取り巻く環境を理解し、当社が
Global Visionとして掲げているBe the Right ONEとは何なのか、
また自分自身の志を経営者の目線でどのように実現してい 

くのかなど、視点を上げて経営を考えるプログラムを強化してい
ます。

　加えて、何よりもVUCA*の時代において、どんな状況下でも、
その志に基づきいかに立ち上がっていけるかの現場経験はチャ
レンジングであり、学びながら変化するという点で大いに鍛えら
れる機会でもあります。

*  Volatility（変動性）、Uncertainty（不確実性）、 Complexity（複雑性）、 Ambiguity（曖昧性）
の頭文字

藤沢
　育成と配置は一体化したものなのですね。今おっしゃった 

グローバルのキーポストというのはどのように決めているのでしょ
うか。

濱瀬
　グローカル化を目指す中で、現地ビジネスの拡大には海外現
地法人所属社員の登用がキーです。まずは本社が把握すべき豊
田通商単体の部長クラスやインパクトの大きな海外子会社など
で、200程度のポストを特定しています。このうち、海外のグロー
バルポストの数は113あり、それらのポストごとに中期視点で後
継者の育成に取り組んでいるところです。今後はさらに、その次
の階層のポストや、これから大きく伸びると期待する事業のポス
トなども入れて各極や本部での展開を考えています。

藤沢
　今稼いでいる事業だけではなく将来伸びる事業に優秀な人財
を配置していくことは、企業の持続的成長に欠かせない、いわゆ
る深化と探索を両立させる両利きの経営の考え方ですね。
　少し気になるのは、キーポストに就く人財の上司が従来のマネ
ジメントスタイルのままだと、本人もそれに引っ張られてしまう懸
念がありそうですが、そのあたりは考えていらっしゃいますか。

濱瀬
　そこも重要な視点です。人事の世界では、人が育つ要素の割
合は「現場：上司などの周りの人間との関わり：研修」が「7:2:1」
だといわれていて、とすると約9割は職場でいかに成長できるかが
鍵です。昨年からマネジメントのコミュニケーションに力を入れ、
コーチングなどの手法を使って、個々の持つ能力や考えを引き出
す「対話力」の強化に取り組んでいます。
　マネジメントスタイル以外で進めているのは、いわばデータドリ
ブンの人事戦略です。エンゲージメントサーベイなどの各種調査・
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アンケートデータを現場任せにせず、分析結果を社員の次の成長
にどう生かせばよいか、人事が現場や上司をサポートしながら進
めています。データを上手く活用すると、従来のやり方やバイアス
を客観的に捉えることができ、人財登用・配置のダイバーシティ
が進みます。無論、データはあくまで補助ツールであり、現場主
義で対話を通じて人をよりよく知ることは大前提です。

藤沢
　先ほどおっしゃっていた、中長期視点でビジネスの未来とそこ
に配置する人を創造していく仕事はアーティスティックだと感じ
ましたが、その背景に科学的なデータがあってこそ可能になるの
ですね。
　2年前くらいからダボス会議でもCHROのコミュニティができ
たように、世界では人的資本経営が大きなアジェンダになってい
る中で日本は出遅れているのではと懸念していたのですが、豊田
通商は着実に動き出しているようで安心しました。

濱瀬
　以前に比べて経営会議などで人事について取り上げる回数は、
ここ数年でかなり増えており、その重要性が役員全体でより強く
認識されてきている実感はあります。藤沢さんが取締役会などで
声を上げてくださっているので、経営陣が気付かされている部分
も大きいのではないでしょうか。

藤沢
　豊田通商の経営陣の皆さんは、提案に対して必ず受け止めて
くださる懐の深さがあります。ただ人事戦略は手を打ち始めてか
ら目に見えて企業が変わってくるまでに時間がかかるので、経営
陣は必ずやり遂げる責任を持たなければいけませんね。

連邦経営を実現するため、
適材適所の人財配置や

各地域や事業の将来を見通した
人財育成を整備し、

「真のグローバル企業」を 
目指します。
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社外取締役・CHRO対談

ダイバーシティの意義と定量目標  

濱瀬
　当社は、絶えず事業環境が変化し顧客ニーズが多様化する中、
性別や年齢、国籍などさまざまな違いを尊重して受け入れ、「違
い」を積極的に生かすことが、豊田通商グループ全体の優位性を
高めることにつながると確信し、経営戦略としてダイバーシティ&

インクルージョンを推進しています。
　女性はライフステージのイベントが海外赴任のネックになりう
るので、20代の早いうちにチャンスを与えられるよう各部署にお
願いしています。こうした性別によって制限がかかるようなものに
ついては、積極的にサポートするという方針です。
　女性管理職比率については、2025年に10％の目標を掲げてい
ますが、数字が目的ではなく、一人一人がキャリア自律できること
が最も重要と考えています。従い、一律に管理職比率を上げよう、
ではなく5年後10年後に管理職に相当するはずの母集団の、どの
層にどのような機会や経験があれば何名くらいが候補人財になっ
ていくかという計画を立ててもらいました。
　目標に向かってしっかり進んでいるか、過去から変わっている
かを検証するためには結果を定量値で見ることも大切なので、 
いくつかのこうしたKPIを策定し、PDCAを回しています。

藤沢
　ここでも緻密な現状分析があってこそ、実効性のあるKPIが立
てられるということですね。
濱瀬
　適材適所の人財配置を追求するために、個人個人をしっかり
捉えることによって、性別や国籍、年次などの情報は重要ではな
くなり、結果的にダイバーシティも進みます。
　また、適材適所の実現のためにキャリア採用の比率を上げてい
く方針です。そもそもこれまでのように、新卒一括採用中心では、
少子化・就社意識の変化など社会環境的にも難しいですし、何よ
り事業規模や求められるスピード、高度専門性の観点からも、 
新卒とキャリア採用のベストミックスが必要です。

藤沢
　ダイバーシティの推進は、組織のリスクを下げることにつながり
ます。意思決定プロセスにおいては幅広い意見が出た方がリスク
を見つけやすいです。逆に、同質性が高い組織や、風通しが悪く
て異なる意見が出にくい組織だと、リスクを見落とす可能性が高
まってしまいます。
　また、個々がそれぞれ異なる強みを持っている方が事業面で
もリスクが分散されます。そのためには、各個人のアセスメントが
されて、強みが可視化されている必要がありますね。

ダイバーシティの推進は、 
組織のリスクを下げることに 

つながります。
また、個々がそれぞれ異なる強みを 
持っている方が事業面でも 
リスクが分散されます。
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健康・安全と人権は、人事の土台  

濱瀬
　当社は社員の心身の健康は会社の一番の財産と考えており、さ
まざまな取り組みの結果、2021年、2022年と2年連続で健康経
営銘柄に選定されました。産業医を増やして人事と共にきめ細や
かな対策を打っています。また、健康経営の重要性を役員会議で
議論したり、産業医にも医学的見地から経営陣や社員に伝えても
らったりしています。結果として、人間ドックの受診率が上がり、健
康保険適用の医療費も下がりました。

藤沢
　部下の健康管理を上司の評価項目に入れると、さらにねじが巻
かれるかもしれませんね。現場を訪問すると分かるように豊田通
商は安全や人命を本当に大切にしているので、健康経営はDNAに
根付いているものだと感じます。

濱瀬
　はい、社員の健康と安全は一丁目一番地です。新型コロナウイ
ルス感染症が拡大し始めた時に全世界のグループ社員の無事を
調査したことは象徴的です。ただ当時は緊急連絡網はあるものの、
データが届くのに想定より時間がかかって苦労しました。 
現在では1時間以内にはデータが集められる体制を敷いています。

藤沢
　緊急時対応として素晴らしいですね。
　社員を大切にされているのはよく理解できましたが、サプライ
チェーンも含めた人権問題への対応という点はいかがでしょうか。
豊田通商はモノづくりもしているので、気を付けてもらいたいとこ
ろです。日本はグローバルで比較すると人権意識が低く、特に技能
実習生を海外から多く受け入れているにもかかわらず監督管理が
緩いといわれており、注意する必要があります。

濱瀬
　社会に影響を与える人権リスクへ対応するため、全連結子会社
を対象に人権デューデリジェンスを開始し、今後サプライヤーさ
まにも展開します。人権は人事のあらゆる取り組みの土台にある
ものですので、しっかりと強固な基盤として、経営トップの強いリー
ダーシップの下、進めています。

藤沢
　ここまで話を伺って、豊田通商の人的資本経営が進化してきて
いることがよく分かりました。これを社内外にもっと発信していくこ
とが今後の課題かもしれませんね。濱瀬さんがイメージされている
姿は、あとどれくらいの時間軸で実現できるとお考えでしょうか。

濱瀬
　あと2年ですね。コロナ禍により、却って新たな学びや対応策を
講じることができた部分もありますが、そのために65,000人の 

豊田通商グループのグローバルな人事基盤構築には時間を要し
ました。国内・海外の現場に行き、直接声を聞くことも制限されま
したし、何より人の育成や成長には時間がかかります。ありたい全
体像を描き、定量・定性共に変革の目標も定めましたので、その変
革を実りへと推し進めていきます。また、その間に軌道修正すべき
ものもさらに生ずると想定し、随時世界の動きや変化を先取りし、
人事戦略をビジネスと連動させていく人的資本経営を実現します。

藤沢
　いよいよ人事戦略の実行フェーズに入りましたね。社外取締役
としても、実行の前に立ちはだかる壁があれば、乗り越える知恵を
出し、真のグローバル企業の実現に向けて、ご一緒していきます。

濱瀬
　おっしゃる通りです。意外と自分の強みを把握できていないこ
とが多いので、まずキャリアの棚卸を行うことが大切です。その上
でリスキリングにより自分自身を高めていくことができれば、 
本人も企業も幸せになるはずです。2021年12月から、まずは 

豊田通商の50才以上の社員を対象に、自分のキャリアの棚卸を
行って上司とコミュニケーションするというトライアル施策を始め
ました。やってみて目から鱗という方が多く好評なので、これから
本格導入する予定です。
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再強化

サステナビリティについての考え方 

　豊田通商グループは「人・社会・地球との共存共栄を図り、 
豊かな社会づくりに貢献する価値創造企業を目指す」という企業
理念を、「恒久的に変化しない、世代を通じて継承すべき最高概
念」と位置付け、地球環境に配慮したビジネスの展開、社会に貢
献する人づくりを通して、企業価値を高めてきました。
　現在、私たちが住む世界は気候変動に伴う異常気象、森林破
壊、資源枯渇、人権問題などさまざまな問題に直面しており、企
業活動を行う上で環境や社会は「配慮」するだけではなく、ビジ
ネスを進めるにあたっての「前提条件」、ビジネスの対象そのもの
になってきています。企業にとって環境や社会課題はリスクであ
り同時に機会でもあります。こうした中、当社では、従来「CSR活
動」として行ってきた活動を発展させ、ESG（環境・社会・ガバナン
ス）の3つの観点から、長期的な視野を持って持続可能な社会の
実現に向けた取り組みを強化しています。
　当社グループにとってのサステナビリティは、「経営そのもの」
です。そして、グループの存在意義とあるべき姿を示し、経営に取
り組む意志を明らかにした「企業理念」を実現する中で、環境価

値や社会価値を維持・増強しながら、経済価値を創出し、当社グ
ループが持続的に成長し続けることと定義しています。
　当社ではこのサステナビリティ経営の中で、優先的に取り組ん
でいくものとして、サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）を
特定しています。この「6つのマテリアリティ」を中心に、さまざま
な社会課題に取り組み、当社Global Visionの「Be the Right 

ONE（“代替不可能・唯一無二”の存在）」になることで企業理念
の実現を目指します。

取締役会

社長（CEO*）

CSO*　※サステナビリティ担当

経営企画部　サステナビリティ推進室

各営業本部・コーポレート部門・グループ会社

サステナビリティ推進委員会

*  CEO ： Chief Executive Officer 
CSO ： Chief Strategy Officer 
CDTO ： Chief Digital & Technology Officer 
CFO ： Chief Financial Officer  
CHRO ： Chief Human Resources Officer 
CSKO ： Chief Safety & KAIZEN Officer

サステナビリティ経営の推進 

推進体制
　当社グループでは、サステナビリティは「経営そのもの」という
考えの下、経営企画部主導で活動を推進してきました。2019年
4月には、「サステナビリティについての考え方」をさらに強力に推

進するため、経営企画部内に新たに専門組織となる「サステナビ
リティ推進室」を設立しました。

サステナビリティ経営

構成メンバー
• 社長（委員長）
• 副社長
• 営業本部CEO、営業企画部長

•   CSO、CDTO*、CFO*、CHRO*、 
CSO補佐、CSKO*

•  コーポレート部門関係部署 
（ESG関連部署、情報開示部署）

アドバイザー オブザーバー
• 社外取締役（4名） • 会長　• 常勤監査役　

監督 報告

招集

関連会議体
• 統合リスク管理委員会
• 安全・環境会議

• グローバル人事委員会 
　 など

企業理念
サステナビリティ 
重要課題

（マテリアリティ）

社会・環境にもたらす価値

お客さまと豊田通商が
共に創造する価値

経営の土台・ 
豊田通商らしさ
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サステナビリティ推進年表

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ） 

　当社は経営戦略に基づき注力する社会課題を明確にするため、
「企業理念」「Global Vision」の実現を目指す上で意識すべき重
要課題（マテリアリティ）を特定しました。特定にあたっては経営
層をはじめ、社内外さまざまなステークホルダーの皆さまの意見
を取り込み、議論を重ねました。

　豊田通商グループのマテリアリティは、現状SDGsのうちの11

のゴールに関連しています。社員一人一人がマテリアリティを意
識して事業活動に取り組むことで会社が持続的に成長し、社会
課題解決やSDGsへの貢献を実現していきます。また、目標を明
確にするため、2020年からマテリアリティごとにKPIを設定して
います。

サステナビリティ推進委員会
　当社ではサステナビリティ戦略・方針を議論して決定、推進す
る場としてサステナビリティ推進委員会を年1回開催しています。
委員長である社長が招集し、CSOの下、経営企画部サステナビリ
ティ推進室が事務局を務めています。出席者は社長のほか副社
長、営業本部CEO、コーポレートの関連役員などの主要メンバー
で構成されています。
　2017年度からは特にサステナビリティ方面に見識を有する社
外取締役2名が参加してアドバイスをしてきましたが、2022年度
からは4名全ての社外取締役を招集し、社外からの広い知見をサ
ステナビリティ経営に生かすよう体制を強化します。また、オブザー
バーとして常勤監査役に加え、会長も参加します。
　サステナビリティ推進の施策は、経営企画部サステナビリティ
推進室が企画・立案し、サステナビリティ推進委員会で決定し、
各組織が実行していきます。独立した外部の視点を加えながら、
「サステナビリティは経営そのもの」という考えの下、各基本方針
やマテリアリティの特定や見直し、環境価値・社会価値・経済価
値の観点から重要な案件については、サステナビリティ推進委員
会で議論・決定しています。サステナビリティ推進委員会で議論
した内容や人権、気候変動などの重要案件への対応については、
適宜取締役会に報告し、実行しています。

　2021年12月に開催されたサステナビリティ推進委員会では主
な討議テーマとして、サステナビリティを巡る国内外の動向の把
握、ESGの中でも特に気候変動が当社へ及ぼす影響の分析
（TCFD対応を含む）、サプライチェーンにおける人権デューデリ
ジェンス対応について協議しました。また、当社グループの事業
活動がどのようにSDGsの達成に貢献するかを示した指標として、
2020年に設定したマテリアリティKPI（Key Performance 

Indicator）に対し、一部の見直しを実施しました。
　事業活動におけるサステナビリティ推進としては、営業本部
CEO・CSOがサステナビリティ、およびマテリアリティの本部・部
門戦略への組み込みの進捗状況を報告、当該期の振り返り／
KPI達成状況・今後の目標／課題について共有することで、さら
なる課題解決につなげる議論を行いました。
　アドバイザーとして参加している社外取締役からは、「サステナ
ビリティに対する取り組みは、努力目標ではなく、ビジネスを進め
る上で必要不可欠なルールである」との指摘がありました。当社
グループとしてサステナビリティ経営をより一層加速し、会社の
持続的な成長と社会課題の解決への貢献に全社レベルで取り組
みます。

CSR推進委員会発足 「サプライチェーン
CSR行動指針」を 

策定

ロイドレジスター
（LRQA）による温室
効果ガス排出量・水
使用量に関する第三
者保証取得を開始

SDGsを基に当社が
優先的に取り組むべ
き「サステナビリティ
重要課題（マテリアリ
ティ）」を特定

経営企画部内にサス
テナビリティ推進室
を新設
サステナビリティ推
進委員会発足

マテリアリティ重要
評価指標（KPI）を 

設定
人権に関する基本方
針を策定

設定したKPIに対し
PDCAサイクルの運
用を開始

人権方針、環境方
針、サプライチェーン・
サステナビリティ行動
指針を改定

2005年 2012年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年
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サステナビリティ経営

KPIの詳細は、P.60～65, 69をご覧ください

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）のKPI一覧   

マテリアリティ KPI

交通死傷者ゼロを目指し、 
安全で快適なモビリティ社会の 
実現に貢献

定量面 •  交通死傷者ゼロにつながる製品・サービスの収益（売上）

定性面
•  交通死傷者ゼロにつながる取り組み
•  安全で快適なモビリティサービスの推進

クリーンエネルギーや 
革新的技術を活用し、
自動車／工場・プラントCO2を
削減することで、 
脱炭素社会移行に貢献

定量面

•  当社グループ総発電容量のうちの再生可能エネルギー比率
•  アフリカにおける再生可能エネルギービジネスの拡大
•  省エネ・CO2排出量削減に貢献する製品・サービスの販売
•  当社グループの世界での電動車の販売台数比率
•  GHG排出量 ：2050年までにカーボンニュートラル

廃棄物を資源化することで、
モノづくりを支え、
循環型社会に貢献

定量面
• 金属分野における 資源循環ビジネスの取扱量
•  プラスチックリサイクル取扱量

定性面 •  循環型社会に向けた取り組み

アフリカをはじめとした開発途上国と 
共に成長し、事業を通じて 
社会課題の解決に取り組む

定量面 •  アフリカ本部の収益（売上）

定性面 •  アフリカをはじめとした開発途上国における新規投資の推進

安全とコンプライアンスの遵守を 
ビジネスの入口とし、 
社会に信頼される組織であり続ける

定量面 •  休業災害度数率「ゼロ災害」を目指す

定性面

•  労働安全・健康に関する仕組みの整備
•  コンプライアンスの強化
•  内部統制強化
•  社内外のコミュニケーション推進

人権を尊重し、人を育て、活かし、 
「社会に貢献する人づくり」に 
積極的に取り組む

定性面

•  人財育成の強化
•  働きがいある職場づくり
•  人権の尊重
•  積極的な社外活動

　当社では、当社の事業活動がどのようにSDGsの達成に貢献す
るかを具体的な指標で示すために、2020年からマテリアリティ 

重要評価指標（KPI）を設定しています。社会課題の解決に向け
て、PDCAサイクルを回し、常にKPI達成度を意識した事業活動
を行っています。
　KPI設定にあたっては各営業本部の方針に、マテリアリティや
SDGsを基にビジネスを通じた社会課題解決のアプローチを反
映させるべく、各本部CEOを含む営業本部との議論を重ねまし
た。さらに、サステナビリティ推進委員会において経営層、社外取
締役と議論を行い、意見を反映させました。豊田通商グループの
目指すべき方向性を表すものとして、各マテリアリティについて象
徴的なテーマを数値化して定量目標を策定、また近い将来の定
量目標への切り替えを想定したものを定性目標とし、課題解決に
つなげるための取り組みを明らかにしました。

　また、当社のマテリアリティは不変のものではなく、変化する国
際社会の動向やニーズ、当社グループの環境変化などを踏まえて
サステナビリティ推進委員会で定期的にレビューを行い、適宜見
直しを実施しています。2021年度のサステナビリティ推進委員
会では2021年7月に公表したGHG排出削減目標をマテリアリ
ティKPIとして進捗管理していくことが承認されました。
　社員一人一人が社会課題の解決を意識しながら業務に取り組
むための施策として、社員の評価指標の一つに「持続可能な社会
の発展への貢献、マテリアリティを意識した取り組み」を導入して
います。また、2021年度は、先進企業の取り組みを学ぶため、当
該企業からサステナビリティ部門の方をお招きし、経営層および
社員向けに講演会を開催し、600名以上が参加しました。新入社
員やキャリア入社社員向けにもサステナビリティやマテリアリティ
の研修を実施しています。

58 豊田通商株式会社

サステナビリティ戦略



•  国際的な社会課題を網羅していると考えられるSDGsの17のゴール、169のター
ゲットを軸として、CSRやESGに関するガイドライン（GRIスタンダード、ISO26000、
国連グローバル・コンパクト、FTSE、MSCIなど）、トヨタ環境チャレンジ2050など
の各ガイドラインから当社に影響のある社会課題を抽出し、整理。

•  整理した社会課題が当社企業理念、行動指針、Global Vision、中期経営計画に
合致しているか照合し、43個の社会課題を抽出。

特定プロセスおよびマテリアリティ案について、妥当性を確認。

議論の参加メンバー
•  経営層、各営業本部長（現営業本部CEO）で議論。
•  社外取締役へ個別ヒアリング。

抽出した43個の社会課題に対し社内外のステークホルダーとの対話やアンケートを通じて、当社グループへの 

期待・要望、当社グループにとっての重要性の優先順位付けを行い、マテリアリティマトリックスを作成。

ステークホルダー
•  社内：営業本部ヒアリング、豊田通商全社員・国内関連会社CSR担当者・海外現地スタッフ向けアンケート
•  社外：国内機関投資家ヒアリング、一般個人投資家アンケートなど

絞り込み
マテリアリティマトリックスで社内外から重要性が高いとされた社会課題を中心にマテリアリティ案を作成。
なお、マテリアリティに言及されていないものは会社として取り組まないという位置付けではなく、当社が特定す
るマテリアリティは「最重要」として優先して取り組むべき課題と整理。

2018年3月末に開催されたCSR推進委員会（現：サステナビリティ推進委員会）にて議論の上、承認。取締役会
で取締役・監査役への説明および報告を実施。

1
課題の抽出

2
優先順位 
付け

4
マテリアリティ 
の特定 

3
妥当性の 
確認

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ） の策定プロセス    

5
KPIの設定 

特定したマテリアリティに対して進捗度を確認するため、課題解決につなげるための取り組みを2020年にKPIと
して設定。

6
取り組み

各営業本部の方針にマテリアリティを軸に事業を通じた社会課題解決のアプローチを反映し、事業活動へ 

組み込む。
気候変動への取り組みを加速するべく、2021年4月に専門組織カーボンニュートラル推進タスクフォースを立ち上
げ。2022年4月にはカーボンニュートラル推進部を組成。

7
進捗レビュー 
および 

内容の見直し

サステナビリティ推進委員会で、営業本部CEOから各本部における進捗状況を報告。
変化する国際社会の動向やニーズ、当社グループの環境変化、PDCAを回す中で出た課題などを踏まえて、定期
的にレビューを行いマテリアリティやKPIを適宜見直す。

見直し

見直し
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交通死傷者ゼロを目指し、 
安全で快適なモビリティ社会の実現に貢献

自動車業界は今、100年に一度の大転換期を迎えています。
自動運転、AI・IoTの活用など、先進技術の誕生と進化がモビリティの可能性を大きく
広げようとしています。豊田通商グループは、この環境変化をビジネスチャンスと捉え、
素材革命、自動運転・高度安全運転支援技術などの活用、交通インフラの整備などに
取り組むことで、道路交通事故の削減、交通死傷者ゼロを目指し、安全で快適なモビリ
ティ社会の実現に貢献します。

定量面

定性面

交通死傷者ゼロにつながる取り組み
•  インド自動車運転教習所事業を運営
•  インフラ協調型危険回避システム“ITSスマートポール*1”
実証実験に参画

*1  交差点周辺の車両や歩行者を検出するカメラやセンサー、通信機器、およびLED表示板などの情報機器を搭載した多機能型電柱
*2 Over The Air：ソフトウエアの遠隔更新機能

安全で快適なモビリティサービスの推進
•  高度な自動運転トラック実証事業の事業化検討
•  OTA*2サービス構築（事故や車両の不具合発生の 

未然防止）

KPI

交通死傷者ゼロにつながる製品・サービスの収益（売上）

2021年3月期実績 2022年3月期実績 2025年3月期目標

内訳： 車両の整備状況改善による事故削減、衝突防止警報装置、 
車載用カメラ、自動運転のための電子部品の供給など 1,100億円 1,360億円 2,160億円

【増減（2021年3月期比）】
• 交通事故削減を目的とする車載関連事業拡大

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）への取り組み
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クリーンエネルギーや革新的技術を活用し、 
自動車／工場・プラントCO2を 
削減することで、脱炭素社会移行に貢献

気候変動は、地球上の全ての生き物に関わる大きな課題です。
豊田通商グループは、この課題に対処するため、次世代環境車（HEV、PHEV、BEV、
FCEVなど）の拡販をはじめ、水素ステーションなどインフラの整備や、素材置換によ
る車体の軽量化、環境車に欠かせない車載電池の増産を支えるリチウム資源の確保な
どにも積極的に取り組んでいます。また、風力や太陽光などの再生可能エネルギー事
業を通じて培った知見や、革新的技術を活用し、自動車CO2・物流事業などにおけるラ
イフサイクルCO2の削減、工場・プラントCO2ゼロチャレンジなどを通じて、持続可能
な脱炭素社会の実現に貢献します。

定量面

省エネ・CO2排出量削減に貢献する製品・サービスの販売
2021年3月期実績 2022年3月期実績 2025年3月期目標

内訳： アルミ溶湯事業（再生塊の使用によりCO2削減）、リチウム事業、 
低消費電力電子部品（半導体など）事業など 2,720億円 4,390億円 5,950億円

【増減（2021年3月期比）】
• 再生アルミ需要増、バイオプラスチックの販売増

当社グループ総発電容量のうちの再生可能エネルギー比率*1

2021年3月期実績 2022年3月期実績 2025年3月期目標

43% 45% 58%

【増減（2021年3月期比）】
• 再エネ事業拡大

 アフリカにおける再生可能エネルギービジネスの拡大
2021年3月期実績 2022年3月期実績 2025年3月期目標

総発電容量 260MW 263MW 1,440MW

CO２削減 
貢献量 600千t/yr 630千t/yr 3,200千t/yr

【増減（2021年3月期比）】
• アフリカ地域での再エネ事業拡大

KPI

当社グループの世界での電動車*2の販売台数比率*3

2020年実績 2021年実績 2025年目標

6.8% 7.0% 26.0%

【増減（2020年比）】
• 電動車販売増

*1 再生可能エネルギーには風力発電（洋上風力含む）、太陽光発電、地熱発電、水力発電、木質バイオマス発電を含む
*2 電動車：HEV、PHEV、BEV、FCEV
*3 販売実績および豊田通商グループの販売地域の次世代環境車普及政策などを背景に2025年の目標を設定
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GHG排出量*4：2050年までにカーボンニュートラル
2019年実績（基準年） 2021年実績 2030年目標 2050年目標

800千t-CO2 765千t-CO2（4%減） 50%減　※2019年実績から50%減
カーボン 
ニュートラル

• CO2削減に向けた施策実施により、2050年カーボンニュートラル実現へ

定量面

*4 Scope 1, 2

　豊田通商グループでは、時代に先駆けて1987年に米国で風力発電事業を開始して以来、再生可能エネルギー事業を推進しています。風力発電は、
欧州圏、アジア、日本、アフリカへと展開し、エジプト初の風力発電 IPP事業も2019年からスタートさせました。風力発電事業者としては国内1位の 

規模を誇ります。風力発電以外でも、2008年の韓国での太陽光発電をはじめ、大規模太陽光発電（メガソーラー）を、米国および日本国内の北海道、
東北、近畿などで展開しています。さらには、2015年から風力、太陽光などに比べて天候に左右されにくく、安定的に電気を作り出せる木質バイオマ
ス発電を営業開始し、2018年には国内の小水力発電を手掛ける東京発電㈱に出資参画して、エネルギー源の多様化に取り組んでいます。また、 
㈱ユーラスエナジーホールディングスの完全子会社化により、再生可能エネルギー戦略を加速していきます。

Pick 
Up 3,600MWを超える豊田通商グループの再生可能エネルギー事業

※ 操業中の案件のみ

風力発電 ： 計2,971MW

太陽光発電 ： 計344MW

水力発電 ： 計270MW

バイオマス発電 ： 計25MW

合計グロス ： 3,610MW

豊田通商グループがグローバルに展開する再生可能エネルギー （2022年3月末時点）

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）への取り組み
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東アジア： 
183MW

欧州： 
1,196MW

豪亜： 
156MW

南米：
110MW

日本：
1,245MW

アフリカ：
263MW



廃棄物を資源化することで、 
モノづくりを支え、循環型社会に貢献

自然界にある資源には限りがあります。
私たちはその資源を効率的に利用、また再生産することで、環境への負担を軽減してい
く必要があります。豊田通商グループはモノづくりに関わる商社として、地球環境に配慮
し、資源の確保や安定的な供給を支えていくことが大切な使命であると考えています。
限りある資源の有効活用を目指し、廃車や市中・工場内で発生するスクラップから再生
可能な資源を回収・加工するなどの循環型ビジネスの構築や、都市鉱山からの資源確
保や中古車・中古部品のリユースなど廃棄物の「資源化」による、循環型社会の形成に
貢献します。

定性面

【増減（2021年3月期比）】
• 関連プラスチックリサイクル会社2社、2022年開業予定

循環型社会に向けた取り組み
•  木材を原料とする「和紙」から生まれたサステナブルな素材を使った製品の開発。「KAMITO」プロジェクト始動
• 福助㈱による再生ナイロンを使ったストッキングの展開および省プラスチック化
• 梱包材の脱プラスチック化、再生材へ転換

*ボデーアンダーカバー用原料として換算

定量面

KPI

金属分野における資源循環ビジネスの取扱量

2021年3月期実績 2022年3月期実績 2025年3月期目標

内訳： グリーンメタル事業、 アルミ溶湯事業（再生塊使用）、  
ELV（使用済み自動車）集荷事業、産業廃棄物の処理事業、  
有用金属くずの資源循環事業

6,170千t 6,340千t 9,190千t

 プラスチックリサイクル取扱量

2021年3月期実績 2022年3月期実績 2025年3月期目標

㈱プラニック ̶ ̶ 車70万台相当*

豊通ペットリサイクルシステムズ㈱ ̶ ̶
ペットボトル 

20億本相当

【増減（2021年3月期比）】
• リサイクル材への置き換え需要により、グリーンメタル、ELV事業増加
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アフリカをはじめとした 
開発途上国と共に成長し、 
事業を通じて社会課題の解決に取り組む

豊田通商グループは、アフリカをはじめとした開発途上国において、自動車ビジネスを
中心としたさまざまなビジネスを通じ、生活基盤の整備、産業振興・雇用創出など現地
の社会課題の解決に取り組んでいます。
例えばケニアでは、国家の戦略的事業パートナーとして国家ビジョンの実現を支援す
る活動を行っており、この実績をパイロットモデルとし、基礎インフラの改善を通じた
生活環境の改善や、職業訓練機会の提供など、そこに住む人々の自立促進と豊田通商
グループの成長を同時に実現します。

定量面

定性面

KPI

アフリカ本部の収益（売上）

2021年3月期実績 2022年3月期実績 2025年3月期目標

8,600億円 11,330億円 14,940億円

【増減（2021年3月期比）】
• アフリカ成長戦略にのっとり、自動車分野を中心に、自動車以外の分野においても事業拡大

アフリカをはじめとした開発途上国における新規投資の推進
•  ワクチン保冷輸送車開発・供給による開発途上国でのワクチン使用率向上に貢献
•  国際フェアトレード認証を受けている当社および関連会社が、適正価格で農家から購入した認証コットンを加工しフェア 

トレードコットン製品として販売することで、開発途上国の綿花栽培従事者の生活改善と自立に貢献
•  Mobility54などを通じて、モビリティ分野をはじめ、ヘルスケア、リテール分野などのスタートアップ企業の発掘、成長を支援

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）への取り組み
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安全とコンプライアンスの遵守を 
ビジネスの入口とし、 
社会に信頼される組織であり続ける

全ての企業活動は、社会的信用の上に成り立ち、信頼によって継続します。
豊田通商グループは、関係する各企業や全ての働き手の安全確保に尽力。交通安全教
育、当社保有の「安全体感道場」での工場・オフィス向けの安全啓蒙活動、安心・安全
を保証できる品質の確保など、信用と信頼を獲得するためのさまざまな活動に取り組ん
でいます。
日々の業務においては、国内外の全ての拠点・事業所において、遵守すべき具体的な
行動規範を示し、腐敗防止や反競争的行為の防止といった法令・社会規範の遵守を徹
底。経営の透明性を高め、コーポレート・ガバナンスを強化します。

労働安全・健康に関する仕組みの整備
•  職場における安全に関するe-learning実施
•  健康チャレンジ8推進などの取り組みの結果、 

2年連続で健康経営銘柄に採用

コンプライアンスの強化
•  役員法務研修実施 

テーマ：「ESG／SDGs時代の法務コンプライアンス対応」
•  法務部ニュースレター（月刊）の配信

定量面

定性面

KPI

休業災害度数率 *1,2「ゼロ災害」を目指す

2021年3月期実績 2022年3月期実績

0.78 0.61

【実績】
• Bad News First & Fastの徹底
• 災害事例の横展開による類似災害の防止
• 安全に課題のある事業体に対し、改善支援などのゼロ災害に向けた活動により前期比で改善

*1 100万延べ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数で算出
*2 対象：国内外主要関係会社

内部統制強化
•  取締役会機能強化（取締役会の議論の充実化、独立社
外取締役の有効な活用など）

社内外のコミュニケーション推進
•  安全活動の主要海外拠点の自立化のため、教育関連の
教材の提供などに取り組み、安全活動の社内コミュニ
ケーションを活発化
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豊田通商グループ安全管理体制（2022年4月時点）

社長（CEO）

サステナビリティ推進委員会

総括安全衛生管理者 
（副社長）

副総括安全衛生管理者 
（執行幹部）

各本部CEO

本部企画部

ゼロ災推進メンバー
（営業7本部とコーポレート部門153名）

グループ会社（国内）

グループ会社（海外）

安全・環境会議 
（1回／月）
•  総括安全衛生管理者が議長
•  各本部CEO

安全週間連絡会 
（1回／週）
•  関係部長および 
各本部ゼロ災推進メンバー

•  発生災害の情報共有と 
再発防止策の確認

豊田通商グループ
安全・環境会議
•  会社代表
•  安全衛生管理者

安全・環境推進部

•  安全会議体事務局
•  安全衛生教育
•  安全体感道場運営
•  全社ルール制定
•  災害分析、指導

海外現地法人

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）への取り組み

　当社は「安全とコンプライアンスは全ての仕事の入口である」 
「安全管理は『人づくり』である」との考えに基づき、当社グループ
会社社員はもちろん、希望に応じ仕入先各社さまも対象とした 

安全衛生教育を実施しています。
　新入社員、中堅社員、管理職、経営者のそれぞれに階層別の
安全衛生研修を実施している他、仕入先各社さまにも作業責任
者教育を実施するなど安全衛生教育の対象を拡大しています。
　また実際の危険作業を体感することで安全衛生への感受性と
意識を高めるために、2009年にグループ会社の豊田スチール 

センター㈱内に「安全体感道場」を設置しています。「挟まれ体感」

「重量物体感」など62種の危険体感がシミュレーションできる他、
6種類の危険予知教材も備えており、「豊田通商 豊田安全衛生
協力会」に参加している仕入先各社さまにも開放し、安全衛生意
識の向上に活用しています。2022年3月期にはコロナ禍の影響
もありましたが299名の方が受講し、開設からの累計は取引会社
も含めて9,983名になりました。
　さらに商社として事務所内での業務が多いことに鑑み、2017

年3月期より「オフィス安全体感教室」を開講し、事務所で働く 

上での社員の安全意識向上にも取り組みを始めており、現在まで
当社グループで750名以上が受講しています。

安全衛生方針については当社ウェブサイトの「労働安全衛生」をご覧ください
https://www.toyota-tsusho.com/sustainability/social/safety-health.html
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　当社では、社内規定により、COCE違反について何らかの懸念
を抱いた場合、適切なチャネルでの速やかな報告を全役職員に
義務付けた上で、同報告者に対して報復的行動や措置を取らな
いことを保証しています。同チャネルには、上司やコーポレート部
門に加えて、160以上の言語に対応し匿名通報も可能なグロー
バル内部通報制度も含まれます。
　営業本部企画部による実査活動や監査部による内部監査にお
いても、COCE違反が発生していないか精査しています。
　また、ITやAIなどの最新デジタルツールを駆使して、経費・売
買計上・財務諸表などの膨大なデータを分析し、不正の兆候を
モニタリングすることで、不正の抑止や早期発見に努めています。
これら分析結果は上記実査活動や内部監査にも活用しています。

　そして、COCE違反の懸念が生じた場合は、取締役会の監督
の下、不祥事対応マニュアルに基づき、コンプライアンス・危機管
理部が法務部や人事部等関係部署と共に厳正に調査・対処して
います。当社は、コンプライアンスの取り組みを最高水準に保つ
ために、今後も現行の基本方針やCOCE、コンプライアンス各施
策の有効性を定期的に評価、検証し、必要に応じて改善していき
ます。
　当社グループにおける、2022年3月期の国内・海外でのCOCE違
反の件数は、以下の通りです。ただし、当社グループの経営に重大
な影響を与える違反はありませんでした。

コンプライアンス方針  

　当社では役員・社員の職務の執行が法令、定款および企業倫
理に適合することをコンプライアンスの基本方針とし、さまざまな
施策を実施しています。
　2016年7月に行動指針をより具体化したグローバル行動倫理
規範（Code of Conduct & Ethics, COCE）を同年4月の取締役

会の決議を経て制定しました。COCEは国内外のグループ社員
が集結して策定し、社長メッセージと「COCEブックレット」各言
語版（23言語）を当社イントラネットに掲載するとともに、COCE

グローバルネットワークを通じて周知徹底を行い、役員・社員か
らCOCE遵守の誓約を取得しています。

1   私たちは、安全衛生活動に全力を傾け、安全で健康的な職場環境をつくります。
2   私たちは、反汚職、独占禁止及び国際取引に係る法令を含む全ての適用法令を遵守します。
3   私たちは、正確な財務情報を開示します。
4    私たちは、全ての社内規程遵守に責任を負います。
5    私たちは、誠実、正直、公明正大、公正透明に企業活動を行い、全てのステークホルダーとの信頼関係を維持、発展させます。
6    私たちは、持続可能な社会の発展に貢献します。
7   私たちは、環境に配慮した企業活動を追求、促進します。
8   私たちは、創造と弛まぬ改善により付加価値を提供します。
9   私たちは、人権を尊重します。
10   私たちは、社内及び社会における多様性を尊重して受け入れ、違いを活かすD&I*に積極的に取り組みます。

* D&I：ダイバーシティ&インクルージョン 

  グローバル行動倫理規範（COCE）

違反総件数 

27件
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腐敗防止
1.基本方針
　当社グループでは、グローバル行動倫理規範（Code of 

Conduct & Ethics, COCE）で反汚職を明確に謳い、腐敗行為
の禁止とマネーロンダリングの防止を腐敗防止の基本方針
（Anti-Corruption Policy）としています。

2.取締役会による監督
　COCE違反事案に対しては、取締役会の監督の下、不祥事対
応マニュアルに基づき、コンプライアンス・危機管理部が法務部
や人事部等関係部署と共に厳正に調査・対処しています。また、
取締役会および取締役・CFOを委員長として四半期ごとに開催
される統合リスク管理委員会において、腐敗防止の取り組みを含
むグローバルコンプライアンス活動の方針ならびに当該決算期に
おける活動状況および違反状況について報告しています。 

3.具体的な取り組み
　米国連邦海外腐敗行為防止法（FCPA）や英国贈収賄防止法
（UKBA）、日本の不正競争防止法を含む各国の贈収賄規制に 

違反することのないよう、贈収賄防止規則および実施要領を制定
し運用することで贈収賄行為の未然防止に努めています。

4.研修
　役員向けの役員法令ハンドブックおよび従業員向けのコンプ
ライアンスマニュアルにおいても上記腐敗行為の禁止を明記し、
全役員および全従業員にそれぞれ配布・配信しています。また、
その理解と周知のため、全役員および全職員受講必須の
e-learningを実施しています。

5.COCE違反個別対応
　当社グループでは、COCE違反を含む緊急事態発生時の連絡
体制と対応方針について、緊急時対応要領（通達）を定め、コンプ
ライアンス・危機管理部が関係部署と共に適時、適切に対処して
います。

6.腐敗行為に関する摘発事例
　2022年3月期、当社で腐敗行為に関する摘発事例はなく、これ
による罰金・課徴金等の支払いもありません。

内部通報
　内部通報窓口は、従来の社内および社外弁護士に加えて、
2017年11月に、多言語（160言語以上）対応窓口を外部専門機
関に設置し、グローバル化ならびに匿名性および秘匿性を向上す
ることで、あらゆる形態の腐敗行為・人権侵害などを含むCOCE

違反に関する通報や相談がしやすい内部通報体制の整備を進め
ています。また、全ての内部通報およびその対応状況を監査役に
報告すること、ならびに、監査役に直接通知される内部通報窓口
を設けることで、経営幹部からの独立性の担保を図っています。

コンプライアンス意識向上活動
　日々の業務で遵守すべき具体的な行動倫理規範を役員・社員
に浸透させるために、各種研修やセミナーの実施、全役員・社員
からの誓約取得、さらには全社員受講必須のe-learningや10月
の企業倫理月間に合わせたコンプライアンスイベントなどを通じ
て、規範の遵守状況をレビューし、法令および企業倫理遵守の徹
底を図っています。

税務ガバナンスポリシー
　当社および当社グループは、CFOの責任の下、COCEに従い、
各国の税法および関連規定等を遵守し、グローバルで適切な納
税義務を履行することを基本方針としています。
　事業活動を適正かつ合理的に行うことを重視しており、事業目
的に沿った事業展開やグローバルな体制構築を実施することと
し、タックスヘイブンを利用する恣意的な租税回避は行わず、法
の精神に従い、各国の法令および租税条約、ならびに国際的な
課税ルールを遵守し、その精神を尊重した適切な申告、納税を
実施しています。また、事業を行う地域の税務当局に対して、適
切な情報開示と建設的な対話により、公正な関係の構築を図っ
ています。
　基本方針の下、二重課税の排除に努めるとともに、税優遇措
置の適切な活用により、税務コストの適正化に努めています。

WEB
コンプライアンスに関する具体的な取り組みについては 
当社ウェブサイトの「コンプライアンス」をご覧ください
https://www.toyota-tsusho.com/sustainability/governance/compliance.html
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WEB
豊田通商グループ人権方針については 
当社ウェブサイトの「人権尊重」をご覧ください
https://www.toyota-tsusho.com/sustainability/social/human-rights.html

定性面

人財育成の強化
•  世界中の社員一人一人が志を持ち、経営を主体的に捉え、共創できる
「機会の提供」「最適配置」「グローバルネットワーキング」 を通じた人
財育成の加速

実績  
•  国内外主要ポストの要件を満たす人財を、全連結子会社を対象に育成・
確保することを目的としたグローバル人事委員会を開催

•  グローバル経営人財の育成を目的とした選抜研修を強化。 
また、歴年受講者に対し、グローバルネットワーク拡大と、「当社らしさ」
の継承を支援するためのウェビナーを新たに開催

働きがいある職場づくり
•  新しい働き方・職場（ワークプレイス）改革の推進
•  組織内コミュニケーションの活性化と柔軟で生産性の高い組織へのシ
フト

実績  
•  ニューノーマル期の当社らしい新しい働き方の実現に向けたオフィス改
革に着手

•  職場でのコミュニケーション強化に向けた研修「Hybrid Communication 
Program」の受講者数の拡大

•  組織開発の一環として「いきワク活動」*を継続

人権の尊重
•  誰もが互いを信頼し、認め合い、研さんするD&Iの強化

実績  
•  豊田通商グループ人権方針を改定し、当社ウェブサイトに公開
•  当社グループが事業活動を通じて社会に影響を与える人権リスクへ対
応するため、全連結子会社を対象に人権デューデリジェンスの取り組
みを開始

積極的な社外活動
•  現地・現物・現実に基づく課題解決に向けた機能／グローバルネット
ワークの提供（社員と家族、地域の皆さまの健康と安全を目的とする）

•  ボランティア活動への参加などによる地域社会に根差した活動と成長
•  当社留学奨学金制度などによる、将来を担う人財の育成支援

実績  
•  アジアの子供たちに絵本を届ける活動をコロナ禍の中でも維持すべく、

300名の社員が協力し合い、 例年通り300冊の絵本を寄贈

 * 「いきワク活動」の取り組みはP.71参照

人権を尊重し、人を育て、活かし、 
「社会に貢献する人づくり」に積極的に取り組む

豊田通商グループは、経営戦略としてダイバーシティ&インクルージョン（D&I）を推進。
多様な人財を活かす環境の実現を目指し、柔軟で生産性の高い働き方への改革に取り組
みます。
また、グローバルな視点で事業創造ができる人財、世界の市場で活躍できる人財の育成
に注力するとともに、地域コミュニティでの職業訓練機会の提供などを通じ、社内外で社
会に貢献する人づくりに積極的に取り組みます。
自社グループをはじめ、サプライチェーン全体で児童労働や強制労働の撲滅活動を進め
るなど、人を大切にし、守り続ける企業として多方面から労働環境の整備に取り組みます。

 人づくりの理念   
一人一人が社会課題の解決を意識しながら業務に取り組み、当社ならではの価値を提供するこ
とで「Be the Right ONE」の状態を目指す。そのために、豊田通商“らしい”強みを持った個を
発掘・育成。最適配置を実施し一人一人が「強い個」になることで “最高で最強のチームづくり”
を実現する。

KPI
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グローバル経営人財の育成推進
　グローバルタレントマネジメントの仕組みの中で、グローバル
経営を担うポストの後継者候補に対してリーダーシッププログ
ラムを提供しています。社内最高峰のプログラムとして位置付
けられるGlobal Advanced Leadership Program （GALP） で
は、グローバル一流のビジネススクールと連携してプログラム
を構築、約半年にわたる研修を通じ将来の経営戦略を提案し
ます。その一階層下に位置付けるLeadership Development 

Program （LDP）においては、海外の各地域における新たな事
業戦略を提案し、実現を目指します。また、両プログラムにおい
て、会社のビジョンと個人の志を重ね合わせることを通じて、将
来の経営者としてのリーダーシップを磨いています。これらの研
修を通じて培われるグローバルネットワークは、研修後も続く
かけがえのない財産であり、定期的な卒業生向けのウェブセミ
ナーを行うことにより、関係性の強化のみならず新たな知識の
共有も図っています。
　また、海外での勤務がとりわけ多い商社の業務に対応できる
人財を育成するために、若手社員を対象に、「海外語学研修生

制度」を設けています。同制度では、海外の大学や語学教育機
関で約1年間語学を学んだ後、海外グループ会社において、 
駐在員の指導を受けながら、さらに最長1年間の実務研修を積
みます。語学はもちろん、現地の文化・風土や商習慣にも習熟
するプログラムで、社員のキャリア開発やジョブローテーション
の活性化にも役立っています。
　加えて、新たな事業の種を発掘、ブラッシュアップし、当社の
新たな事業創出につなげることをミッションとした全社横断の
プロジェクト、Toyotsu Inno-Ventures Project（TIVP）を推進し
ています。思いのある事業アイデアを募集し、仮説検証、Proof 

of Concept（PoC）を行い、最終的に営業本部での事業開発に
つなげることを目指しています。2023年3月期で4期目となるこ
の取り組みは、アイデアとマテリアリティの整合を意識しつつ、
社員一人一人が志を持って経営を主体的に捉え、社会課題の
解決に貢献していくことを大切にしています。プロジェクトを通
じ、強い当事者意識を醸成し、顧客のニーズを徹底的に追求す
る「強い個」づくりを進めています。

人財育成の強化 

基本的な考え方
　「商魂」「現地・現物・現実」「チームパワー」をキーワードとする
「豊田通商グループウェイ」を実践し、自ら主体的・能動的に考え
行動できる人財を育成することを目的に、さまざまな教育・研修
を展開し、社員の能力向上に取り組んでいます。また、会社を取り
巻く経営環境の変化へ柔軟に対応し、より良い未来に向けて多様
な人財が活躍し、グローバルパートナーとの活発な価値創造を継
続的に実現するために、グローバル規模で事業創造ができる人
財、グローバルで渡り合える経営人財の育成に注力しています。

教育プログラム
　当社の教育プログラムは、自ら考え行動し成長し続ける「強い
個」の育成現場として、OJT（現場実務教育）・Off-JT（研修・講習
会）・自己啓発（通信教育／他）の3つで構成されています。毎年、
社員一人一人が将来のキャリアプランを検討し、プラン実現に向
けた業務アサインや、能力開発に向けた研修プログラムの積極
的な活用について、上長と話し合う仕組みを設けています。また
近年ではe-learningへの移行も推進しています。

① OJT

　「現地・現物・現実」が人を育てるとの観点から、OJTを積極的
かつ計画的に取り入れた教育を実践しています。若手のうちから
実習生や駐在員として海外へ派遣、またグループ企業への出向を
経験させるなど、グループ内外や部門間の人財交流にも積極的
に取り組んでいます。
② Off-JT

　各種研修では、経営トップや役員が期待や経験談を踏まえた
メッセージを発信することで、マインドセットから研修の重要性を
理解させることにより参加者の意識を高め、併せて研修後のフォ
ローとしてのヒアリングやカウンセリングを実施し、その効果を高
めています。
③ 自己啓発
　最低限必要なスキルから、プロフェッショナルとしての専門性
を高めるものまで、自己啓発の取り組み支援として、通信教育や
スクール補助（ビジネス・語学）・資格取得奨励制度を充実させて
います。
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オフィス改革
　当社では、在宅勤務が一般化する中、オフィスをコミュニケー
ションのハブとすべく「オフィス改革」を進めています。社員同士
の組織を超えた対話、偶発的な情報交換、教え合う相乗効果な
どによる、新しい価値創造や当社らしい風土の醸成・継承を狙い
としています。名古屋本社の一部を改装しモデルフロアを設置し
たり、オンラインブースの増設を進めています。今後フロアごとに
順次改装を予定しています。

働きがいある職場づくり 

　当社は、多様性を尊重して受け入れ、積極的に生かすことが、
当社グループ全体の優位性を高めることにつながると確信し、経
営戦略としてダイバーシティ&インクルージョン（D&I）を推進、多
様な社員一人一人が「強い個」として豊かな個性を発揮し、互い
に影響し合い共に進化しながら「強い組織」を構築していくことを
目指しています。また各本部CEOは毎年のD&Iの取り組み目標
を定め、役員会議や取締役会において進捗や実績を報告、人財
育成を評価に反映する仕組みも導入しています。

ワークライフバランス、両立支援
　 2020年には厚生労働省から子育てサポート企業として「プラ
チナくるみん」の認定を受けています。育児短時間勤務制度・フ
レックスタイム制度の拡充や、有給休暇・男性
育児休業の取得推進など、多様な社員がワー
クとライフを充実させ、いきいきと働ける環境整
備を行うと同時に、育児休業復帰面談などの
個別支援も行っています。

多様性の促進（ダイバーシティ&インクルージョン） 

いきワク活動
　多様な人財が「いきいきワクワク」働くことで、各職場が持続的
に生産性を高められる組織へとシフトすることに向けた活動です。
4つのルール（①「ありたい姿」の共有、②全員で意見を出し合う、
③考え方や価値観の違いを受け止める、④合意形成し、共働・共
創する）に従い各職場ごとに課題について話し合い、自らアク
ションプランを策定・実行します。

入社8年目の平均海外経験率* 年間1人当たり平均研修時間（2022年3月期実績）

人財開発

20.5時間／年

左記に加え、組織開発

18.6時間／年
* 海外経験：海外駐在員、実習生、語学研修生など

73.7%
（直近3年間の平均）

エンゲージメントを活用した取り組み
　当社は、「強い組織づくり」を目指し、エンゲージメントサーベイ
による組織状態の可視化に加え、社員一人一人が情熱を持ち活
躍するためのワークショップや講演会などを開催しています。当
社はウィズコロナの世界の中で「ダイアログ＝対話」を重要と考
えて取り組んでいます。

　また、ミドルマネジメントを対象に、社員一人一人の主体性や
ベストパフォーマンスを引き出すことを目的にしたHybrid 

Communication Program（コーチングを含むハイブリッド型の
コミュニケーションスキルの習得を行う研修）を開催し、2022年
3月期までに累計約200名が参加しました。2022年3月期から
Advanced Hybrid Communication Programを新設し、さら
に高いレベルのスキル習得の機会を提供しています。
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サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）への取り組み

人権の尊重 

　豊田通商グループは、企業理念において「人・社会・地球との
共存共栄を図り、豊かな社会づくりに貢献する価値創造企業を目
指す」ことを掲げ、事業活動を通じ、社会課題の解決に取り組んで
います。
　その中で、私たちがGlobal Visionの「ありたい姿」－パート
ナー・ステークホルダーにとって代替不可能・唯一無二の存在「Be 

the Right ONE」－となるため、事業を展開する国・地域の人権
課題を理解し、適切な行動を取っていくことが極めて重要な責任

であると認識しており、サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）
の一つとして「人権を尊重し、人を育て、活かし、『社会に貢献する
人づくり』に積極的に取り組む」ことを掲げています。
　2022年3月の取締役会において、改定を実施した豊田通商グ
ループ人権方針を報告しました。
　なお、本方針は当社グループにおける、人権に関する最上位方
針として位置付けています。

女性活躍推進
　2014年、経営トップによる「D&I宣言」の下、女性活躍を最優
先テーマの一つとし、①人事施策、②人財育成、③環境整備、④
風土醸成の4つの軸で女性活躍を推し進める取り組みを実施し
ています。人財育成の一つとして女性の次世代リーダー候補者
層の育成・拡大を目的に、女性社員を対象としたメンタリングプ
ログラムを実施、キャリア意識の啓発、視野の拡大、課題解決の
支援を行っています。こうした当社の女性活躍推進の継続的な
取り組みが評価され、2016年「えるぼし（認定段階2）」に認定、
2021年度には「準なでしこ2022」に選定されました。

労働組合×人事部共催  
CHROと仕事観・キャリアについて考える会
　CHROと社員のパネルディスカッション形式で、さまざまな考えに触れな

がら、あらためて自身の今後の仕事に対する向き合い方、自律的なキャリア

について考えるきっかけの場となりました。

女性社員比率／女性管理職比率
（%） （%）
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多様なキャリアパスの選択
　これまでの業務内容の違いによる職種区分を見直し、社員全員
が多様なキャリアパスを選択できる人事制度を導入しています。
　また、社員のライフステージの変化とキャリアの考え方を尊重
し、以下のようなさまざまな制度を導入しています。
•   「配偶者海外転勤帯同による休職制度」：一定の要件の下、配偶
者の海外転勤に伴い、退職せずに休職により配偶者に帯同でき
る制度

•   「キャリアブリッジ制度」：一定の要件の下、結婚や配偶者の転
勤に伴う住居の変更により退職せざるを得ない社員に対し、再
雇用の門戸を開く制度
　休職および退職後意欲的に自己研さんしキャリアアップに取り
組む多くの社員が、これらの制度にて再び当社で活躍しています。
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積極的な社外活動 

　当社は、人（教育）・社会（福祉）・地球（環境）を社会貢献活動の重要テーマ3分野として位置付け、豊かな社会づくりに貢献する活動に
積極的に取り組んでいきます。　

　当社は社長を最高責任者として健康経営に積極的に取り組んでいます。健康経営とは、従業員の健康の保持・増進の取り組み
が、個の活力向上や組織の活性化をもたらし、結果として企業の生産性向上につながるという考えの下、健康管理を経営的視点
で戦略的に実践することです。2017年10月に経営トップによる「豊田通商グループ　健康宣言」を行い、社内外に当社の健康経
営を推進する決意を発信しました。2022年3月、東京証券取引所の上場会社の中から従業員の健康管理を経営的な視点で考え、
戦略的に取り組んでいる企業の中から選ばれる「健康経営銘柄」に、昨年に引き続き2年連続で選定されました。
　今後も、当社グループ全体でビジョンを見据えて健康経営を推進し、一人一人がいきいきと働ける職場の実現を目指し、企業
の持続的成長につなげていきます。

Pick 
Up 健康経営

従業員の心身の健康は、会社の一番の財産です。 
豊田通商グループは、従業員の多様性を尊重し、受容しながら、誰もが安心して働ける職場環境の中、 

一人ひとりがいきいきと活躍し、より良い仕事で社会に貢献することで、企業理念を実現し、価値創造企業となることを宣言します。

活動事例 ①
　地域社会の一員として名古屋・東京本社周辺の

清掃活動を定期的に実施するなど、地域に根差した

活動を地道に続けています。

活動事例 ②
　コロナ禍の中でも社員一人一人が取り組める社

会貢献活動として、1日ごとに一定歩数を達成した

人数に応じて会社がNPO団体を通じて、アフリカと

アジアの子供たちに給食を届けるというウォーキン

グイベントをアプリを活用し開催しました。継続的に

社員の健康増

進と社会貢献

を掛け合わせ

た活動として

取り組んでい

きます。

活動事例 ③
　名古屋市内の高校生が水素および燃料電池の調

査と研究に取り組む「高校生水素・エネルギープロ

ジェクト」の支援の一環として、当社グループが運営

する熱田区の水素ステーションと中川区の移動式

水素ステーションの見学受け入れ、社員による当社

の水素ビジネ

ス紹介など、教

育支援に積極

的に取り組ん

でいます。

豊田通商グループ　健康宣言

人権デューデリジェンス 

　事業活動を通じて社会に影響を与える人権リスクへ対応する
ため、2022年3月期より全連結子会社を対象に人権デューデリ
ジェンスの取り組みを開始しています。
　社内外専門家の意見を踏まえ、世界各国に存在する全連結子
会社において事業特性（業種）、所在拠点（国）、取り扱う商材の3

点から人権リスクの分析を行い、当社として優先してリスクの確認
が必要と思われる93社の特定を完了しました。

　今後は対象会社（93社）に対し、各社において想定される具体
的な人権リスクに対する管理状況の確認を質問票を通じて行い
ます。さらなる確認・対応が必要な会社を特定し、それら対象会
社については、第三者機関の立ち合いによる人権対応の実査を実
施します。なお本プロセスの状況および評価結果についてはサス
テナビリティ推進委員会にて報告していきます。
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環境マネジメント／サプライチェーンマネジメント

 豊田通商グループ環境方針   

1.  未来の子供たちへより良い地球環境を届けるため、良き企業市民と
して、地球環境に配慮した事業活動を推進するとともに、環境汚染
の予防・軽減に取組み、次の環境負荷低減に努める。

•  クリーンエネルギーや革新的技術を活用し、自動車／工場・ 
プラントのCO2排出を削減することで、脱炭素社会移行に 
貢献するとともに、自らの事業活動を通じた温室効果ガスの 
排出を削減し、カーボンニュートラルを目指す。 

•  森林及び生物多様性の保全に努める。 

•  省資源、省エネルギーを行い、利用効率を高める。 

•  水の有効活用と水ストレス地域での水使用量を削減する。 

2.  取引先各社、関係会社と共に豊田通商グループが一体となり、廃棄
物の有効利用、資源保護関連など環境関連ビジネスを積極的に 
推進し、循環型経済社会の実現に寄与するとともに、自らの事業 
活動を通じた廃棄物の排出を削減する。

3.  事業活動にあたって環境関連法規、業界規準など、当社が同意する
その他の要求事項を遵守する。

4.  環境マネジメントシステムの構築により環境保全活動を実施し、 
見直し、創造性を発揮することにより継続的改善を目指す。

5.  環境教育を通じて、環境方針を全役職員に周知徹底する事により
環境に関する意識の向上を図る。 

豊田通商グループの環境マネジメントシステム

役員会議

各部

支店 

営業所
出張所

グループ会社

環境マネジメント推進体制（2022年4月時点） 

　当社グループの環境マネジメントシステムは、国内においては
ISO14001規格に準拠し、海外では環境管理ルールブック（自主
基準）に基づき管理しており、国内外いずれも、定期的な内部監査
を実施することにより、環境管理レベルの向上に努めています。 

　当社グループ内での環境保全活動の報告、法令改正の案内な
どの連絡および情報共有を目的とし、役員が出席する「安全・環
境会議」を定期的に開催しています。環境ヒヤリが発生した場合、
当会議で事例報告と対策を共有し、未然防止に努めています。 

　なお、当社グループは2021年にISO14001:2015認証の更新
審査を受け、同認証の有効期間を2024年12月31日まで更新し
ました。国内・海外の事業子会社のISO14001取得事業所数は、
国内68社、海外139社です。 

社長（CEO）

本部CEO

本部COO

顧客統括部担当

環境管理統括者（副社長）

環境管理責任者
（安全・環境推進部担当役員）

安全・環境会議

サステナビリティ推進委員会

 豊田通商グループ生物多様性ガイドライン 

取組みの基本的な考え方 
私たちは生物多様性の重要性を認識し、グローバル且つ、長期的視野
に立ち、生物多様性の保全に取組みます。 

事業創出による貢献 
私たちは事業を創出する中で、リスク評価を行い、トレーサビリティを
明確にすることで、生物多様性と事業活動との両立を目指します。 
 

社会との連携・協力 
私たちは政府・国際機関・NPO・サプライヤー・顧客等、生物多様性に
関係する社会の幅広い層との連携・協力関係構築を目指します。 

情報開示 
私たちは企業活動と両立する生物多様性に関する自主的取組みやモニ
タリングの結果を開示することにより広く社会と共有し、もって持続可
能な社会の発展への寄与を目指します。

74 豊田通商株式会社

サステナビリティ戦略



サプライチェーンマネジメント 

　当社グループは、グローバルに多様なバリューチェーンを構築
しており、それぞれの地域において、サプライチェーン全体がサス
テナブルであるために、人権、労働環境、自然環境に配慮したサス
テナビリティ・CSRを推進していくことが必要であると考えます。
　2012年にはサステナビリティ・CSRについてサプライヤーと共
通認識を持ち、取り組みにおいて協調し、互いの持続可能な成長
を実現するために、「サプライチェーンCSR行動指針」を制定しま
した。さらに、近年の人権や環境への問題意識のさらなる高まり
や当社グループにおけるマテリアリティの特定を受け、サプライ
ヤーの皆さまとの共通認識をより明確にするため、2019年およ
び2022年に同行動指針の改定を実施しました。
　2022年の改定では主に人権や環境に関する当社の考え方を
より明確にするとともに、名称を「サプライチェーン・サステナビリ

ティ行動指針」に改めました。その内容は取締役会にも報告して
います。今後も外部環境の変化に応じて適宜アップデートしてい
きます。 

　2022年の改定に合わせ、あらためて一定額以上の取引のある
仕入先さま約1,400社へ、当社の「サプライチェーン・サステナビ
リティ行動指針」を共有し、その実践をお願いしました。また、今
後本行動指針に基づきモニタリングを実施します。具体的には、
リスク分析を行い、リスクが高いと判断された仕入先さまへは実
施状況のアンケートおよび必要に応じて実地監査を行うなど遵
守状況を確認していきます。 

CDP 

　当社は2017年3月期よりCDPに参加しています。CDPは、
2000年にロンドンで設立された国際NGOで、企業に対して気候
変動への戦略や具体的な温室効果ガスの排出量に関する公表
を求めるプロジェクトです。運用資産総額106兆米ドルに達する
機関投資家を代表して、企業へ質問状を送付、回答を分析し評
価、スコアを公表しています。スコアはA, A-, B, B-, C, C-, D, D-

の8段階で格付けされます。 

WEB

サプライチェーン・サステナビリティ行動指針については 
当社ウェブサイトの「サプライチェーン」をご覧ください
https://www.toyota-tsusho.com/sustainability/
social/supply-chain.html

WEB

環境に関するマネジメントや取り組み、パフォーマンスデータについては
当社ウェブサイトの「環境」をご覧ください
https://www.toyota-tsusho.com/sustainability/ 
environment/

環境負荷低減の取り組み   

　既存の事業体については、設備ごとの環境汚染リスク度と、 
作業現場の管理レベルを定量評価し、環境汚染リスクの低減に
取り組んでいます。また、環境法令の遵守評価を半年ごとに実施
し、さらに内部監査、外部審査で重点課題の法令遵守状況をダ
ブルチェックしています。
　新規の投資案件に対しては、その事案が環境に及ぼす影響を
事前に調査・評価し、環境保全・負荷低減に努めています。

ISO50001 

　当社は2020年にISO50001：2018（エネルギーマネジメントシ
ステム）を取得しました。対象範囲は、省エネ法に基づく特定事業
者の届出の対象である国内事業所（11都道
府県18カ所）および福利厚生施設。拠点ごと
にエネルギー管理標準を作成し、その実施状
況を省エネ監査で定期確認することで、省エ
ネ活動の推進に努めています。

生物多様性ガイドライン 

　当社は、2015年12月に「豊田通商グループ生物多様性ガイド
ライン」を制定しました（2019年12月改定）。内容については
P.74をご覧ください。

気候変動 ウォーター 
フォレスト 

木材 パーム油 大豆 

A- A- A- B B

2021年度 CDP評価結果
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P.58

At a Glance

市場環境
「資源循環」「脱炭素」の要請が急加速を見せる中、当本部が強みとする動静脈一貫ビジネスのグローバル展開には、お客さまから高
い期待を寄せられています。その期待と並行して、自然災害・新型コロナウイルス感染症・社会情勢によるサプライチェーンの混乱が
続き、BCP対応のあり方にも変革が求められており、地域最適での多種多様な商品・機能へのニーズの拡大が見込まれています。

自動車薄板 自動車向け金属薄板（自動車用鋼板・非鉄金属）の流通加工事業

金属製品 自動車用途および、それ以外の金属素材の流通加工事業、エネルギー・インフラ関連事業

非鉄金属 非鉄金属地金・素材･製品の流通加工事業と価格ヘッジ業、レアメタル・レアアースなど
の資源開発事業

資源循環 アルミ溶湯事業、工場や市中で発生する金属廃棄物、使用済み自動車などの適正回収・
処理事業

グローバル部品・ロジスティクス本部

グローバル部品 部品の輸出入・海外間調達に対する混載物流・需給管理機能を付加した商物一体の最
適サプライチェーン構築

ロジスティクス・モジュール 顧客の生産活動に直結した物流サービスや、海外でタイヤ組み付けなどの自動車生産部
品のアッセンブリー事業、中小企業の海外進出を支援するテクノパーク事業を展開

自部品用品・資材 自動車用内外装部品・用品の企画・開発、材料調達、生産、販売まで一貫した機能提供
営業開発部 環境ソリューション、航空部品、空港運営および燃料電池を中心とした新事業創造

自然災害や新型コロナウイルス感染症の影響によりサプライチェーンが不安定になる中、お客さまから当本部が果たすBCP
対応への期待が高まっています。また、当本部の主要市場である自動車産業では次世代モビリティ開発が進むとともに、環
境変化の中で、カーボンニュートラル実現に向けた競争力のある新技術・商材・サービスが求められています。

市場環境

自動車本部

輸入販売総代理店事業 メーカーの代理として担当市場における輸入・販売を行う代理店（ディストリビューター）
の経営

販売店事業 輸入販売総代理店の下でアフターサービスの提供も行う販売店（ディーラー）の経営

販売周辺事業
輸入販売総代理店事業の展開国を中心に、補給部品供給・アフターサービスに加え、小・
中規模生産、架装、中古車、販売金融などの事業展開によるモビリティバリューチェーンの
構築

自動車本部のコア市場である新興国では、モータリゼーションの進展により、さらなる自動車需要の拡大が見込まれます。
一方、自動車業界全体はグローバルトレンドである脱炭素化に向けて電動化が加速しています。このようなパラダイムシフト
の中で、地域の社会課題の解決に貢献できる高付加価値なサービスの提供が求められています。

市場環境

機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部

機械 自動車産業向けを中心とした製造・物流設備、部品・工具類、建設機械などの国内外取
引および付帯する設計・修理・据付工事などの一貫したサポート機能の提供

エネルギー・インフラ 
ソリューション

風力、太陽光、水力、地熱、バイオマスなどの再生可能エネルギー開発、運営およびエネ
ルギー関連全般の事業開発、運営
空港、港湾、電力などのインフラ整備、運営およびLNG、バイオディーゼルなどの燃料供
給事業

自動車業界は、「100年に一度の大変革期」を迎えて電動化が急速に進んでいきます。また、世界的な温室効果ガス排出削減
のために、洋上風力などの再生可能エネルギー市場の急拡大や、船舶燃料における重油からLNG・バイオ燃料などのクリーン 
燃料への転換など、カーボンニュートラル社会実現に向けた取り組みが加速することを見込んでいます。

市場環境

P.80

P.82

P.84

金属本部 P.78
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アフリカ本部

モビリティ
アフリカ全土における自動車の販売・アフターセールス事業、中古車販売、小・中規模生
産事業、建機・農機の輸入卸売およびリース事業、自動車生産支援事業・現地部品製造
事業・代理店事業、スタートアップ出資を通じたネクストモビリティ／MaaS事業

ヘルスケア 西部アフリカを中心とした医薬品卸売事業、北アフリカにおける医薬品生産事業、東アフ
リカにおける医薬品小売事業

消費財 消費財（化粧品・飲料など）の製造・卸売、ショッピングモール・スーパーマーケットの 
開発・運営

電力・インフラ・ 
テクノロジー

システム構築・統合・メンテナンスなどのIT事業、港湾開発・再生可能エネルギーなどの
インフラ事業

化学品・エレクトロニクス本部

自動車材料 原材料の調達・加工・販売・物流・成型までの一貫した機能とお客さまに寄り添った技
術提供をグローバルに展開

化学品
洗剤原料・衛生材料・包装材料・溶剤・ヨード・ファインケミカルなど幅広い商品の製造・
販売とその製造事業運営、業界をリードするバイオマスプラスチック取扱／プラスチック
リサイクル事業の推進

エレクトロニクス
自動車・家電・情報通信機器・産業機器などに組み込まれる電子デバイスの販売、ソフ
トウエアの開発と販売、情報通信技術（ICT）に関する製品・サービス提供をグローバル
に展開

脱炭素やリサイクル高度化による循環型社会へのニーズやライフスタイルの多様化が進むとともに、あらゆる産業分野でデ
ジタル活用が本格化します。世界的な環境意識の高まりにより、環境対応技術や製品の需要拡大が見込まれます。自動車
分野では、電動化、軽量化、環境への配慮などを目的とした新技術、新素材の開発と自動運転をはじめとしたモビリティの
変革が加速します。 

市場環境

食料・生活産業本部

食料
穀物： 国内取扱数量トップクラスのノウハウと海外での集荷事業の展開により、穀物の 

安定供給に貢献
食品： 多様化する食のニーズに対応するとともに、農業・水産分野における社会的課題解

決に寄与する事業を展開

ライフスタイル

保険： 損害・生命保険の国内外代理店業務、保険仲介会社などによる海外展開、海外企
業への保険仲介業務

繊維：原料からテキスタイル、繊維製品に至る企画・生産・物流・販売
住環境： 賃貸・分譲マンション開発、住宅資材の企画・販売、海外ホテルレジデンスの運営
ヘルスケア・メディカル： 海外医療関連事業、リハビリ事業、介護用品事業の展開

新型コロナウイルス感染症の大流行が収まりをみせない中、地政学的リスクの顕在化により原油や穀物などさまざまな資
源価格が高騰しています。加えて地球環境に配慮するという価値観も急速に世界の人々に広がっており、世の中に非連続
な変化が起きています。変容する消費者のニーズに対し、柔軟でスピーディに対応していくことが求められています。

市場環境

アフリカ本部がターゲットとするアフリカ市場は、2018年から成長が加速し、また今後も持続的な成長が期待されています。
中期的には世界平均以上のペースでの成長が予測され、中間所得層は2010年の3.5億人から、2030年には5億人前後に
なる見通しです。

市場環境

P.86

P.88

P.90
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ビジネスモデルと中長期戦略 

　金属本部は、鋼材や非鉄金属を単なる素材としてではなく、そ
れぞれが独自の特性・機能を持った商品として捉え、ユーザーと
サプライヤー相互のニーズに応じて最適な商品や物流の提案を
行っています。また、「自動車薄板」「金属製品」「非鉄金属」「資源
循環」の4つのSBU*編成を通じて、動脈・静脈の双方向から、業
界／商品軸に応じたお客さまの広範なニーズに対し、迅速かつ
専門性を持った対応を実現しています。
　具体的には、長年培った海外ネットワークを生かした調達力
と、国内外に保有する多種多様な加工・物流機能に加え、変化の
激しい世の中への対応として、機能・技術・市場の掛け合わせを
通じた自動車関連、自動車関連以外の双方の分野での新しい事
業価値創造・提供を続けています。
　主力である自動車関連事業については、自動車業界の大変革
期という潮流の中で、ニーズの変化に応じて既存の保有機能を進
化させるとともに、車の軽量化・電動化などの変革の流れをリー
ドする新機能・新事業の具現化にまい進しています。また、これら
の機能を武器にこれからのモビリティ社会像を幅広く捉え、 

新たに発生するお客さまならびに未来社会のニーズにも積極的
に取り組み、より一層の充実を図ります。　
　一方、自動車関連以外の事業については、自動車関連事業と
の相乗効果をうまく取り込みながら、自動車以外という広大なビ
ジネスフィールドの中で、脱炭素社会・資源循環型社会への移行
などを含めた社会課題解決につながる分野を中心に、リサイクル・
資源開発という当社の強みを生かした新市場開拓・新事業創造
を進めていきます。
　また、本部経営基盤への取り組みとして、DX分野ではデジタル
ツール導入だけにとどまらず、デジタル技術を活用した新たな価
値創造につながる取り組みに注力しています。働き方改革につい
ては、ウィズコロナの中でその取り組みを大きく進化させ、柔軟な
働き方／多様な考えを受容する職場環境の創造を進めています。
　これらの幅広い取り組みによって、既存ビジネスの深化と新た
なビジネスの探索を両立し、変化に強いバランスの取れた事業構
造を確立することで中長期目標の実現を目指します。
 * Strategic Business Unit

業績推移と予想

金属本部
モビリティ分野における素材イノベーションを起点に、
「サーキュラーエコノミー」や「カーボンニュートラル」という 
社会課題の解決に貢献していきます。

副社長・金属本部CEO 佐合 昭弘
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* ROAは期首と期末の資産合計の平均値を分母としています。
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 金属本部のビジネスポートフォリオ
マルチマテリアルを軸に、高機能事業を17カ国84拠点で世界展開し、
今後も事業領域を拡大していきます。

拠点数合計
   加工センター事業 ：38

 アルミ溶湯事業 ：16

 グリーンメタルズ事業 ：24

 廃車リサイクル事業 ： 3

 資源開発事業 ： 3

カナダ
 1

米国
 8　  4　  8

メキシコ
 3　 1　  1

ブラジル
 1　  1

中国
 4　  5　  2　  1

日本
 7　  4　  3　  1　  1

タイ  5　  2

インドネシア
 3　  1

マレーシア
 1

インド
 3　  2　  1　  1

トルコ
 2

英国
 1

フランス
 1

ポーランド
 1　  1

チェコ  1

ベトナム
 1

アルゼンチン
 1

 動脈／静脈の両面から、事業・機能を活用して幅広い市場へアクセス 

SBU

自動車薄板SBU

モビリティ分野をはじめとして、国内外で各商品の加
工を含めた総合物流ニーズに応じた事業を展開し、マ
ルチマテリアルな対応を通じて日々お客さまの生産活
動をサポートしています。また、これからの電動化社会
を支える資源開発（リチウム・レアアース）事業へ注力
しています。

世界各地域での戦略パートナーとの協業を加速させ
ながら、当社ならではの特徴ある事業の拡大と、社会
的要請である環境負荷の低減を両立させ、持続可能
な資源循環ビジネスの構築を通じた未来社会への貢
献を進めています。

特徴

1
特徴

2

SBU

金属製品  SBU 

SBU

非鉄金属SBU 

事業・機能群
加工センター事業群

事業・機能群 
資源開発事業 

事業・機能群 
アルミ溶湯事業

スクラップ回収事業 

廃車リサイクル事業 

SBU

資源循環  SBU

市場 
自動車 

市場 
ライフ&インフラ  

動脈ビジネス 静脈ビジネス 
特徴
2　

特徴
1　

•  クリーンエネルギーや革新的技術を活用し、自動車／工場・プラントCO2を削減することで、脱炭素社会移行に貢献 

•  廃棄物を資源化することで、モノづくりを支え、循環型社会に貢献 
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* ROAは期首と期末の資産合計の平均値を分母としています。

業績推移と予想

ビジネスモデルと中長期戦略

　グローバル部品・ロジスティクス本部は脱炭素社会実現に向
け、我々の強みであるグローバルネットワーク・物流インフラ・需
給管理・アッセンブリーなどの複合機能と、技術力のあるパート
ナーと共に、「つくる」「はこぶ」「つなぐ」を変えて未来社会への責
任を果たし、持続的な成長を実現します。
　現在世界38カ国に現地法人・事業体110社167拠点を展開
し、これらの拠点・物流網を駆使し、部品の最適一貫物流体制を
整えることにより、グローバル規模の自動車部品サプライチェーン
を構築しています。
　「つくる」では、タイヤ組み付けなどのアッセンブリー事業やエ
アバッグ・クッションなどの生産事業を展開している他、内外装部
品・用品分野においては、商品の企画・開発から原料調達・加工
を手掛けています。さらに中長期では、使用した材料をリサイクル
し再利用する循環型モノづくりを目指します。
　「はこぶ」では、当本部が有するグローバルな物流拠点・需給
管理機能により、多種多様化するお客さまのニーズに適切に対応

しています。さらにデジタル技術を保有するパートナーと取り組
む物流最適化、輸送に使用する梱包資材の開発・再活用などを
進め、物流領域におけるCO2削減を推進します。
　「つなぐ」では、当本部ならではの取引先ネットワーク、モノづく
り・物流機能、さらにグローバルなサプライチェーンを管理するシ
ステムを組み合わせ、現場ニーズに合わせたソリューション提供、
データの一元管理化などを実現し、自動車産業のみならず、他産
業のお客さまの課題解決に貢献します。
　これらを実現するため、先端技術・新素材の発掘および新機
能開発に引き続き注力していきます。また新たな事業パートナー
や顧客開拓を進め、環境ソリューション分野を含めたネットワー
クの拡大を図り、事業の多様化を推進します。
　カーボンニュートラル（CN）実現に向け、人、商品、技術、社会
をグリーンにつなぎ、次世代モビリティ社会の発展に貢献します。

グローバル部品・ロジスティクス本部

「つくる」「はこぶ」「つなぐ」を変えて未来社会への責任を果たし、
持続的な成長を実現します。

グローバル部品・ロジスティクス本部CEO 江山 純
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 当本部の事業群

 当本部が提供するバリューチェーン

内外装部品・ 
用品・梱包資材　
企画／開発

新素材の 
開発／提案

自動車部品調達 内装資材加工 エアバッグ縫製 タイヤ組み付け 用品架装 自動車部品・ 
用品販売

  当本部が関わる領域

  当本部事業

  自動車分野

V to V 
部品混載
輸送

材料・素材
メーカー

航空部品
メーカー

Y国

X国

日本

燃料電池

完成車メーカー

豊通まなぶスクエア タイヤ組み付け

テクノパーク

販売店

用品架装

航空部品
物流 空港運営 新規事業 素材資材

省エネ機器発注／輸入
在庫／納入

部品 
メーカー

完成車輸送

部品・用品・資材　
企画／製造

繊維素材

R&D 調達／生産

モビリティ分野  

モビリティ以外の分野  

サービス

自動検査

販売

車両検査

3R

廃棄物リデュース
梱包資材リユース
材料リサイクル

取組
1　

豊通まなぶスクエア
BEV車（バッテリーEV）の普及を見通し、エンジン車と
BEV車の違いを体感できる施設としてオープン。「カッ
トモデル」「分解部品」「パネル」などを通して、車の変
化、部品や構造の違い、CNの取り組みなどを展示・紹
介し、自動車産業の課題、困り事の解決につながる活
動を促進。また、自動車産業における環境課題の解決
にも貢献します。

輸配送最適化
混載集荷や共同配送によるトラック便数の削減や、最
適ルートプランニングによる走行距離削減などを実践
します。システム導入により物流業界が直面している非
効率的な物流課題の解決と環境負荷低減に向けて、業
界横断で物流の最適化を目指し、持続可能な社会づく
りに貢献します。

取組

1
取組

2

部品輸送

商品輸送
取組
2　
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•  交通死傷者ゼロを目指し、安全で快適なモビリティ社会の実現に貢献
•  クリーンエネルギーや革新的技術を活用し、自動車／工場・プラントCO2を削減することで、脱炭素社会移行に貢献 

社会課題 
解決への 
取り組み



* ROAは期首と期末の資産合計の平均値を分母としています。

ビジネスモデルと中長期戦略

　自動車本部は、トヨタグループを中心とした自動車・輸送用機
器メーカーが国内外で生産する乗用車、バス・トラックなどの商
用車、産業車輌、補給部品を世界各国へ輸出しています。また、
世界150カ国に及ぶグローバルネットワークを通じて、輸入販売
総代理店や販売店の事業を展開しています。販売・補給部品・ 

アフターサービスを提供する地域密着型の自動車販売体制を構
築し、お客さまから信頼される「町いちばん」のお店づくりを通し
て、安心・安全なモビリティ社会の実現に努めています。
　また、世界的に脱炭素化へ向けた動きが加速する中、それぞれ
の地域や市場の特性に応じ機能提供を追求していきます。中で
も特に、今後さらなる成長が期待されるアジア・中南米などの新
興地域においては、小・中規模生産、販売、販売金融、アフター
サービス、中古車流通・販売など、モビリティバリューチェーンの
川上から川下まで幅広く関わり、付加価値の高いサービスを提供
することで、社会と経済の発展に貢献することを目指しています。
　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う新しい生活様式や、車
両の電動化、そして地政学的な不安定要素など、日々変化し続け

る社会的・経済的なトレンドを的確に把握し、多様化するニーズ
に応えるサービスを提供できるよう、事業領域の深化と探索にも
取り組み続けています。
　2021年3月には、ワクチン保冷輸送車のWHO医療機材品質
認証を世界で初めて取得しました。一人でも多くの方にワクチン
を届けるため、コールドチェーンの整備を通じて、グローバルヘル
スの拡大と普及にも積極的に取り組んでいきます。
　このように、「移動価値」（安全・安心・快適性の追求）、「社会
価値」（雇用創出・医療課題解決への貢献）、「環境価値」（環境・
生態系保全への貢献）、「経済価値」（地域経済の活性化）の4分
野での価値提供を通じて、サステナブルな社会の実現に貢献して
いきます。
　さらに、各国・各地域社会の良きパートナーとなり、自動車以
外のビジネス機会を発掘する尖兵として、当社全体の事業領域
拡大をけん引することを目指しています。

自動車本部
変革が加速する市場において、ハードとソフトの両輪で 
新しい付加価値を創造・提供し続けることで、 
世界で最も信頼されるモビリティ事業集団を目指します。

自動車本部CEO原田 繁

業績推移と予想

82 豊田通商株式会社

本部別概況

2,876

3,463
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 資産合計　  ROA（右軸）

資産合計／ROA*
（億円） （%）

売上総利益
（億円）

親会社の所有者に帰属する当期利益
（億円）
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•  交通死傷者ゼロを目指し、安全で快適なモビリティ社会の実現に貢献
•  クリーンエネルギーや革新的技術を活用し、自動車／工場・プラントCO2を削減することで、脱炭素社会移行に貢献

社会課題 
解決への 
取り組み

 モビリティバリューチェーンの構築・拡大

完成車出荷
補給部品出荷
代理店サポート

小・中規模生産事業 代理店事業
（輸入・卸売）
（マーケティング）
（技術教育）

販売店事業
（小売販売）
（補給部品）
（アフターサービス）

架装事業
中古車事業
販売金融事業
一般アフター 
サービス事業

メーカー お客さま

中東
Toyotsu Auto 
(Middle East) Fze.

中国
Toyota Tsusho 
(China) Co., Ltd.

日本
Toyota Tsusho 
Corporation

北米

アジア
Toyota Tsusho Asia 
Pacific Pte. Ltd.

オセアニア
Toyota Tsusho South 
Pacific Holdings Pty. Ltd.

中南米・カリブ
Toyota Tsusho 
America, Inc.

10

29

23

9

31

4
4

4

ヨーロッパ

   事業展開国 （48カ国）
   地域統括拠点 （6拠点）
   出資事業体数 （116社）

 世界に広がる事業展開と地域戦略

2

輸出
（三国間を含む） 海外生産 代理店 販売店 販売周辺

アフリカ

物流
ソリューション

オンデマンド
サービス

マルチモーダル
モビリティ シェアリング

グローバル 
ヘルス

環境対応車

特徴
1　

特徴
2　

  ライフスタイルの多様化・新しいモビリティニーズへの対応

市販製品

レンタル・
リース

中古車

既存バリューチェーンの 
高度化

部品

小売
（新車）

販売金融
保険

アクセ 
サリー

下取り

サービス

これから本格的なモータリゼーションを迎える新興国
を中心に48カ国で輸入販売総代理店や販売店を 

展開し、サービスの拡充に取り組んでいます。今後も、
当本部が付加価値を提供できる市場を見極め、積極
的に開拓を進めていきます。

販売店事業の3Sオペレーション（小売・部品・サービス）
をはじめ、川上から川下に至る幅広いバリューチェーン
の中で当本部の付加価値を高め、ビジネス機会の開拓
に取り組んでいます。また、新たなモビリティサービス領
域での知見を獲得し、ヒトやモノの移動に関するさまざ
まな課題解決に取り組んでいきます。

特徴

1
特徴

2
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* ROAは期首と期末の資産合計の平均値を分母としています。

業績推移と予想

「競争力向上」「効率改善」「人財育成」により生産性の高い組織を実現 
しつつ、次世代モビリティ社会への対応やカーボンニュートラルの実現に
よるサステナブルな社会づくりに貢献する経営を加速していきます。

機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部CEO永井 康裕

84 豊田通商株式会社

本部別概況

ビジネスモデルと中長期戦略 

　機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部は、機械分野、 
エネルギー・インフラソリューション分野において事業を展開して
います。 

　機械分野では、自動車産業向けを中心に生産設備の一貫した 

サポート機能を提供しています。自動車以外の分野においても 

産業機械、分析機器、繊維機械などの販売をグローバルに展開し
ています。DXによる新たな事業基盤の確立やCASE分野の電池
商材等の新たなビジネス創出に加え、カーボンニュートラル（CN）
社会実現のために省エネ環境診断を軸とした工場CO2の排出削
減にも取り組んでいます。 

　エネルギー・インフラソリューション分野では、CN社会実現に
向けた再生可能エネルギーの開発やサステナブル社会づくりに貢
献するインフラ開発などに取り組んでいます。
　再生可能エネルギーは、風力、太陽光、水力、地熱、バイオマス
などの発電事業を全世界規模で展開しています。アフリカ・新興
国での開発促進、洋上風力開発など発電事業を強化しつつ、
VPP*や分散化電源の開発などにより、競争力のある再生可能エ

ネルギーを供給しています。さらに、船舶燃料のLNG転換、バイ
オディーゼル供給といった高品質でクリーンな燃料供給やお客さ
まの環境負荷低減に必要なソリューションを提供し、宮崎県では
都城森林組合との協業を通じてスギコンテナ苗木を育て、森林資
源の循環利用を推進しています。
　インフラ開発では、新興国での社会課題解決に貢献するため、
強みがある中東・アフリカ・新興国において、事業提案・資金調
達・設計・機材調達・建設工事に至るまでのインフラ整備や、空
港・港湾・水関連事業などのインフラ運営に取り組んでいます。
　電動化に伴う自動車産業の構造変化、CN社会実現に向けた
再生可能エネルギー市場の急拡大、中東・アフリカ・新興国での
ニーズの多様化など大きく変貌する外部環境に対して、既存ビジ
ネスの収益基盤をリーンで強固なものにすると同時に、社会課題
解決を意識して顧客の困り事を解決しながら新たな領域に挑戦
し続け、持続的に成長していくことを目指します。
　
*  分散型電源をネットワークでつなぎ、電力需給バランスを調整する仮想発電所

機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部

 資産合計　  ROA（右軸）

資産合計／ROA*
（億円） （%）

売上総利益
（億円）

親会社の所有者に帰属する当期利益
（億円）
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•  クリーンエネルギーや革新的技術を活用し、自動車／工場・プラントCO2を削減することで、脱炭素社会移行に貢献 

•  アフリカをはじめとした開発途上国と共に成長し、事業を通じて社会課題の解決に取り組む

社会課題 
解決への 
取り組み

 再生可能エネルギー事業の強化

送電線亘長：  
約78km
連系風力発電所容量： 
約460MW
蓄電池容量：  
240MW×3h 
（リチウムイオン蓄電池）

• 風況が良いにもかかわらず送電網が脆弱なエリアに送電線を建設することで、再生可能エネルギーの普及に貢献します。
• 風力発電の不安定な電力に蓄電池システムの充放電を組み合わせることで、電力系統に負担をかけることなく再生可能エネルギーを供給します。

設備製造

設備製造／試作

機械・設備

最適調達 輸出／輸入／三国間 据え付け／安全管理 技術提案／常備品

設備調達 物流 据え付け アフターサービス／ 
常備品

北海道・道北エリアにおける発電・送電・蓄電事業の例  

時間

風力発電所

時間
中川町

北海道電力設備

天塩町

稚内恵北開閉所

北豊富変電所

幌延町

豊富町

開源開閉所

送電ルート概要

出力 出力

蓄電池による発電出力整形後蓄電池による発電出力整形前

充放電

風力発電
設置予定
エリア

蓄電池システム

稚内市

特徴
2　

特徴
1　 機械・設備の一貫したサポート機能

各種機械・設備を調達・販売するだけでなく、企画・
提案や技術開発、品質管理、効率的な物流、据え付
け、アフターサービスに至るまでトータルにサポートし、
お客さまの生産体制の構築に貢献しています。 

風力発電所の豊富な稼働データを分析し効率的な
メンテナンスを行うことで、稼働率の向上と費用の削
減を進めます。再生可能エネルギーに求められている
安定化と低コスト化を実現できる事業体を目指して努
力を続けています。

特徴

1
特徴

2
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* ROAは期首と期末の資産合計の平均値を分母としています。

 資産合計　  ROA（右軸）

資産合計／ROA*
（億円） （%）

売上総利益
（億円）

親会社の所有者に帰属する当期利益
（億円）

業績推移と予想

86 豊田通商株式会社

本部別概況

ビジネスモデルと中長期戦略 

　化学品・エレクトロニクス本部は、自動車材料、化学品、エレク
トロニクスの3分野で事業を行っており、幅広いネットワークと知
見を強みとしています。この強みと新技術を掛け合わせ、脱炭素
を上位概念に置き、①新モビリティ社会実現に向けた取り組み、
②環境負担を軽減する循環型事業､③エコノミー・オブ・ライフ
に貢献する事業に注力し、今後の社会に強く求められる領域を本
部一体となって拡大しています。
　自動車材料分野では、電池需要急拡大を見据え、グローバル
で地産地消の電池サプライチェーン構築に注力していきます。ま
た、脱炭素・循環型ビジネスの観点では、Car to Carリサイクル
の仕組み構築を目指しており、今年稼働予定の当社出資プラニッ
ク社のリサイクル材を安定供給予定です。その他、ASR*再活用、
部品工場内廃材・解体部品回収などリサイクル材活用を通じ脱
炭素へ貢献していきます。さらに、車載ランプ用光学レンズ技術
を基盤とし、次世代自動車の光学領域発展に貢献します。
　化学品分野では、洗剤原料・衛生材料・包装材料などを幅広
く取り扱い、強力な販売ネットワークでさらなる拡大を目指して

います。また、世界的高シェアの重要資源ヨードにおいては、化
合物製造販売等バリューチェーン強化を進めています。さらに、
プラスチック資源リサイクルや植物由来バイオマスプラスチック
の普及推進など、原料循環・原料転換で業界をリードすべく、新
事業確立に取り組んでいます。
　エレクトロニクス分野では、日本最大の電子デバイス商社 

グループとして、電子デバイスやソフトウエアを幅広くグローバル
に提供しています。技術変化を先取りし、「環境対応車」向け技
術開発、「つながるクルマ」向け電子デバイス・サービス開発、「自
動運転社会」対応高度インフラ整備、新サービス開発・事業化
に取り組んでいます。また、人やモノをつなぐネットワーク事業を
グローバル展開するとともに、ノウハウ・機能・技術力の組み合わ
せでスマートソサエティを実現する事業創造を強化していきます。
これら電子デバイス分野とICT分野のコンバージェンス（融合）に
より、新価値と社会持続性へ貢献していきます。
* Automobile Shredder Residue（自動車破砕残渣）

ますます進化するケミカルとエレクトロニクスの力で
豊かで快適な社会づくりに貢献すべく、
人・技術・サービスをつなぎ、お客さまへさらなる価値を提供します。

化学品・エレクトロニクス本部CEO 濱田 明生

化学品・エレクトロニクス本部
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 自動車材料分野の取り組み
開発・支援事業

 化学品分野の取り組み

バイオマスプラスチック事業

特徴
1

特徴
2

バイオマス 
プラスチック化

レジ袋  
生活用品ボトル

植物由来の 
原料 

 エレクトロニクス分野の取り組み
情報産業事業領域

•ソフトウエア無線配信
• セキュリティソリューションの事業化／
サービス化推進

コネクティッド

• 設営／運用／保守／管理
• 24時間ネットワーク監視

データセンター

• 堅牢なネットワークの構築／保守／ 
運営

ネットワーク

• 決済手段の提案／提供
• 決済端末の販売／通信回線手配
• セキュリティサービス

電子決済　

• ソフトウエア受託開発 
（設計／コーディング／テスト）
• ニアショア&オフショア開発 ・ライセンス、
開発ツールなどの販売

組み込みソフトウエア

• 半導体／センサー／プリント基板／液晶
• モジュール製品設計

ハードウエア

• 国内外に電子部品専用倉庫の保有／ 
JIT（カンバン）対応（温湿度管理／ 
静電対策ロット管理）

グローバル拠点網

• 品質解析センターの運営（不具合解析／
信頼性評価／スクリーニング）

品質解析&評価　

特徴
1

Car to Car

粉砕／選別
コンパウンド

自動車部品 
パレット
雑貨など

自動車／家電 
廃プラスチック

ボトル to ボトル

選別／洗浄
粉砕／ 
ペレット化

ペットボトル廃ペットボトル
ベール

電子デバイス事業領域

特徴
2

自動車産業の「100年に一度」といわれる構造変革に
対応するために、自動車材料分野では、幅広い知見を
強みに製品開発・設計から生産まで一貫した機能とお
客さまに寄り添った技術を提供。エレクトロニクス分野
では、最先端技術の半導体、組み込みソフトウエア技術
を強みとした製品の販売、モジュール製品の設計開発
およびMaaS*事業に取り組んでいます。 
*Mobility as a Service

社会と共に持続的に成長し続けることを目指し、脱炭
素・循環型ビジネスへの取り組みを加速しています。 
化学品分野では、業界をリードするバイオマスプラス 

チック取扱／プラスチックリサイクル事業を推進。 
エレクトロニクス分野では自動車の電動化に対応し、 
パワー半導体およびエンジニアリング機能強化に取り
組んでいます。 

特徴

1
特徴

2

ユーザーBMS*1パックセル電極材料中間体原料

電池原料・材料の製造事業

電池材料販売・マーケティング 電池／パック部品の開発支援

車載用電池検査・輸送事業

• 正極前駆体製造事業
•  セントラルバッテリー 
マテリアルズ

• 極版・正極・負極・電解液
• セル部品販売
• 中国NiMH*2電池工場
• 北米LiB*3電池工場

• 電池パック部品販売
• 充電器・ESU*4販売

• 電池モジュール
• 電池パック海外輸送
• 電池検査受託事業

バリューチェーンの全工程で問題解決提案

•  交通死傷者ゼロを目指し、安全で快適なモビリティ社会の実現に貢献
•  廃棄物を資源化することで、モノづくりを支え、循環型社会に貢献

社会課題 
解決への 
取り組み
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*1 Battery Management System
*2 ニッケル水素電池
*3 リチウムイオン電池
*4 Electricity Supply Unit



* ROAは期首と期末の資産合計の平均値を分母としています。

売上総利益
（億円）

親会社の所有者に帰属する当期利益
（億円）

 資産合計　  ROA（右軸）
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業績推移と予想

食料・生活産業本部
社会課題を事業活動により解決することで、 
人々の生命と健康で豊かな生活を守り、 
社会に新たな価値を創出します。

食料・生活産業本部CEO 米永 裕史

88 豊田通商株式会社

本部別概況

ビジネスモデルと中長期戦略

　食料・生活産業本部は、6分野で幅広いビジネスを展開し、グ
ローバルな市場で人々の健康で豊かな生活に貢献しています。ま
た、持続可能な社会の実現に向けて積極的に取り組んでいます。
　穀物分野では、国内サイロ事業で長年培った経験とノウハウを
強みとしています。グローバルでは主に、ブラジル産の環境に配慮
した穀物の安定供給に係る取り組みを強化しており、今後もその
知見と保有するアセット・機能・グローバルネットワークを連携し、
さらなる事業拡大を進めていきます。
　食品分野では、国内外の製造加工拠点や食品サービス事業会
社で当社独自の安全管理を徹底し、質の高い商品を提供していま
す。消費者を起点としたバリューチェーンを最適化することで、多
様化するお客さまのニーズに柔軟に対応するとともに食品廃棄物
削減に取り組んでいます。
　保険分野では、国内トップクラスの保険代理店業、海外では保険
仲介事業を強みとしています。カーボンニュートラルの取り組みに
おいて関心が高い再生可能エネルギー事業の支援も強化しており、
リスク分析から保険手配までのサービスを一貫して提供しています。

　繊維分野では、素材開発から生産・販売まで総合サプライヤー
としての機能を強みとし、トレーサビリティの担保、衣料品・産業
資材のリサイクル、再生資源からつくられた素材・製品開発など、 
アパレルロスの削減および環境負荷の低減に積極的に取り組んで
います。
　住環境分野では、企業の海外進出をサポートするホテルレジ
デンスや企業保有不動産の有効活用、リノベーション賃貸案件な
どを展開しています。差別化された商品・サービスを基軸に、今後
も国内外で消費者の生活、企業の活動をサポートするインフラを
提供し、安心、快適、健康に暮らせるまちづくりを進めていきます。
　ヘルスケア・メディカル分野では、国内でのリハビリ事業、介護
用品事業など社会的な課題解決に向けた事業をより強化してい
ます。また、インドにおける日本の医療技術・サービスの提供を目
的とした病院事業の展開と周辺事業の連携を構築し、現地の医
療発展へ貢献しています。



• アフリカをはじめとした開発途上国と共に成長し、事業を通じて社会課題の解決に取り組む
• 廃棄物を資源化することで、モノづくりを支え、循環型社会に貢献

社会課題 
解決への 
取り組み

 事業活動を通じ持続可能な社会に貢献
食料SBU 

特徴
1　　

ライフスタイルSBU 

 人々のLife（生命・生活）を守り、グローバルに事業領域を拡大 
特徴
2　　

AI・IoT技術によるクロマグロ幼魚のサイズ測定自動化
サービスを開発。これにより、養殖いけす内の養殖魚の
サイズ測定時に発生する作業の効率化が期待され、養
殖業の生産性が大きく向上します。

水産資源の持続的供給 

人口動態予測にのっとり、長期的な目線で経営資源を
集中的に投入し、安定的な供給体制を確保します。ま
た、違法森林破壊農地を使用した農家からの調達排除
など、環境保護にも配慮しています。

穀物原料の安定的な供給

関連会社、パートナーと連携し食品の賞味期限長期化
や、物流改善・需給最適化に取り組んでいます。サプラ
イチェーン上の無駄を排除することで、フードロスの削
減に貢献していきます。

フードロスの削減 

豊田通商グループでは、綿花買い付けから製造販売ま
で一貫したフェアトレード認証コットンを取得。生産か
ら消費まで全てのプロセスを通し、フェアトレード製品
の認知拡大を推進していきます。

サステナブルな素材 

保険事業では、再生可能エネルギー事業のリスク分析
から保険手配までを実施。サイバー保険やコロナ保険
など新しいリスクに対応することで、お客さまの事業の
サステナビリティを担保していきます。

各種リスク保険の提供

太陽光発電システムや蓄電池、防水板などの環境配慮
型商品・防災関連商品の取り扱い、企業の保有不動産
の有効活用などを通じ、サステナブルな街・暮らしづく
りに貢献しています。

住み続けられる街、暮らし 

SAKRA WORLD HOSPITAL

2014年にパートナー企業とインドで同病院を開業。豊田通
商グループがアフリカで経営するクリニックとデジタルサー
ビスをつなぎ、両施設の医療サービス向
上に向けた遠隔診療などを実施していま
す。同国での医療の安全性・品質の向上
および効率化に貢献していきます。

ブラジルにおける穀物事業
ブラジル中・北東部において、自社倉庫・港湾ターミ
ナルなどを起点とした穀物集荷事業を通じ、穀物の安
定調達・供給体制の強化を推進。世界に向けた穀物
安定供給へのさらなる貢献を目指
します。また、綿実油製造販売事
業は、品質・取扱量ともにブラジル
国内トップクラスを誇ります。 

ホテルレジデンス事業
2014年にインドネシアで駐在員・出張者向けサービスア
パートメント「AXIA第1期」を開業。2016年に「AXIA第2

期」を開発・運営開始しました。さらなる
顧客ニーズに応えるため、安心・安全な
宿泊施設運営ノウハウを基にファミリー
向けサービスアパートメント「AXIA第3

期」プロジェクトを立ち上げています。 

Bungasari Flour Mills Indonesia

2012年からインドネシアの製粉事業に取り組んでおり、著
しい経済発展を続ける同国の小麦粉加工食品の生産拡大
と品質向上に貢献しています。ジャカル
タ一極集中から地域格差を埋めるべく、
複数新工場を地方主要都市へ展開して
いきます。 

オンサイトクリニック事業
タイにおいて、政府系の最高水準医療機関との協業で 

トヨタグループの工場内にクリニックを設置。高い信頼性と
利便性、適正な費用の医療を提供し、医
療費負担削減と従業員の健康に貢献し
ています。 

インド医薬品卸事業
2021年にインドのSKITES PHARMA Private 

Limitedに出資する形で医薬品卸事業に参入し、
同国にて、必要な医薬品 

をタイムリーに病院・薬局へ届
ける仕組みの構築を進めてい 

ます。
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* ROAは期首と期末の資産合計の平均値を分母としています。

 資産合計　  ROA（右軸）

資産合計／ROA*
（億円） （%）

売上総利益
（億円）

親会社の所有者に帰属する当期利益
（億円）
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ビジネスモデルと中長期戦略 

　アフリカ本部では4つの事業領域において、アフリカ全54カ国、
総勢約22,000名の従業員が多彩なビジネスを展開しています。
①事業ポートフォリオの多様化、②グローバルブランドとのパー
トナーシップ強化、③バリューチェーンの統合、④カーボンニュー
トラルの推進を事業戦略として、アフリカの経済成長と産業化に
貢献、拡大する中間層への対応を推進しています。
　モビリティ分野では、中核をなす自動車事業において、組立生
産展開国の拡大や、中間層向けラインアップの拡充、南アフリカ
最大の自動車ディーラーCFAO Motors South Africaを活用し
た販売強化、またHEV／PHEVなどの環境車の導入を進めてい
きます。さらに、アフリカのスタートアップに特化したコーポレー
トベンチャーキャピタルMobility 54 Investment SASによる
MaaS*領域での事業開発を進め、モビリティを軸とする産業の
包括的な発展を支援していきます。
　ヘルスケア分野では、アフリカ22カ国で医薬品の配送事業、 
またモロッコとアルジェリアで医薬品ライセンス生産を展開して
います。2022年3月には東アフリカ大手薬局チェーンに出資し、

医薬品小売分野にも参画しました。事業展開国の拡大および新
規サービスの創出を進め、医薬品の現地生産・卸売・小売まで 

一貫したバリューチェーンの構築を実現することで、アフリカの
人々の健康に寄与する取り組みを推進していきます。
　消費財分野では、化粧品、飲料などの消費財の現地生産事
業、カルフール社との提携によるショッピングモール運営事業を
展開。生産商品の拡充、さらなる店舗展開を行い、現地調達、 
生産、販売を通じてアフリカの産業化と雇用創出に貢献していき
ます。
　電力・インフラ・テクノロジー分野では、再生可能エネルギー（風
力・太陽光・地熱など）事業、港湾開発事業を中心に、アフリカ各
国のポテンシャルとパートナー企業の強みを生かしたプロジェク
ト開発を進めています。経済発展に不可欠なエネルギー・インフ
ラ整備を通じてアフリカに貢献していきます。また、アフリカ各国
で展開する当社グループの事業所・施設に屋根据付型太陽光発
電システムを導入し、消費電力の再エネ化を進めています。
*Mobility as a Service

アフリカ本部
「WITH AFRICA FOR AFRICA」の理念の下、 
アフリカの経済成長と産業化に貢献、拡大する中間層への対応を推進し、
地域No.1プレゼンスを目指します。

アフリカ本部CEO Richard Bielle
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電力・インフラ・テクノロジーSBU

消費財SBU

ヘルスケアSBU

モビリティSBU
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展開している事業

 モビリティSBU
 ヘルスケアSBU
 消費財SBU
 電力・インフラ・テクノロジーSBU

アフリカにおける
当社グループビジョン

アフリカ全土を
カバーするネットワーク

特徴
1　

特徴
2　

「WITH AFRICA FOR AFRICA」という理念の下、アフ
リカの人や社会と共に成長することを目指し、事業基
盤のさらなる強化と拡大に取り組んでいます。アフリカ
における真のリーディング企業となるべく、事業創造
のみならず、人財育成や社会貢献活動を通じてアフリ
カの自立的発展に貢献しています。

東・南部アフリカを中心に、自動車代理店事業を基盤
としたネットワークを築いた豊田通商と、中・西部地域
の仏語圏アフリカで1世紀以上の歴史と確固たるプレ
ゼンスを持つCFAOとの統合により、アフリカ全土にわ
たって効率的・戦略的な事業展開を行っています。

特徴

1
特徴

2

•  アフリカをはじめとした開発途上国と共に成長し、事業を通じて社会課題の解決に取り組む
•  交通死傷者ゼロを目指し、安全で快適なモビリティ社会の実現に貢献
•  クリーンエネルギーや革新的技術を活用し、自動車／工場・プラントCO2を削減することで、脱炭素社会移行に貢献

社会課題 
解決への 
取り組み
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社外取締役メッセージ

サステナビリティに関して、今後の意識と取り組みの 
さらなる進化に強く期待しています

　機関投資家が企業業績の質を重視するESG投資が主流となり、豊田通商においても、中
長期的な視点で事業について議論をする機会が増えました。
　人財戦略、カーボンニュートラル（CN）など短期的な視点では実現不可能なテーマにつ
いて、取締役会での議論に加え、社外役員のみでの議論や執行役員以上全員が集まるオフ
サイトでの議論など、さまざまな場で、忌憚なく意見を出し合い、議論する仕組みが整えら
れました。そのため、社内全体にサステナビリティに取り組むことは事業に不可欠であると
いう意識がこの1年、急速に浸透しました。
　この意識の変容が、先進国における脱炭素の取り組みやサプライチェーンにおけるトラン
スフォーメーション支援、新興国のQOL向上につながる事業展開だけでなく、社員の性別、
国籍を超えたダイバーシティ&インクルージョンへの取り組みにも表れており、今後の意識
と取り組みのさらなる進化に強く期待しています。

社外取締役
藤沢 久美

1995年に㈱アイフィス代表取締役に就任。2000
年に㈱ソフィアバンク取締役就任ののち、2013年
に同社代表取締役。現在は㈱国際社会経済研究
所理事長、㈱静岡銀行取締役、㈱ネットプロテク
ションズホールディングス取締役、セルソース㈱取
締役などを兼務。2014年6月より当社取締役。

業務改革と人財育成の経験を生かし、 
企業の俊敏性向上と将来への備えを支援します

　現在の世界情勢を表すキーワードは「不確実性」です。
　コロナ対策、ロシアのウクライナ侵攻、環境問題など、予測不可能な事態に直面し、世界
が以前とは違うことを毎日思い知らされています。また社会も日々変化しています。
　俊敏さが高ければ今がチャンスです。誠実な価値観と未来を築ける強固な基盤を持つ豊
田通商は、社会やお客さまの変化を先取りするため、「顧客第一主義」を貫き、俊敏性を高
める必要があります。
　「Be the Right ONE」がさらに重要になり、適切なソリューションを提供することが他社
に差を付けます。
　この不確実性の中、社外取締役としての責任を認識し、豊田通商の俊敏性を高めるため
トヨタでの事業改革や人財育成の経験を生かすとともに、経営陣による将来のビジネスモ
デルの確立に貢献する所存です。
　成長を支えるのは強い統率力に導かれた社員で、ENERGY、PASSION、FIGHTING 

SPIRITがあれば、不可能はないと断言できます。

社外取締役
Didier Leroy

1982年にルノー㈱に入社。トヨタモーターマニュ
ファクチャリングフランス㈱取締役社長、トヨタ
モーターヨーロッパ㈱取締役社長、トヨタ自動車
㈱取締役副社長などを経て、現在は、トヨタモー
ターヨーロッパ㈱取締役会長。2018年6月より当
社取締役。
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社外取締役メッセージ

学術的・技術的視点から、 
カーボンゼロ社会実現への取り組みを注視しています

　我々に課せられた最大の使命は、CO2排出削減によって地球温暖化・気候危機を回避し
持続可能な社会をつくって、子孫へ明るい希望をつないでいくことです。しかし、コロナ禍に
よる人流・物流の縮小、ロシアのウクライナ侵攻に伴うエネルギー需給バランスの崩壊など
から経済活動が甚大な影響を受けて、カーボンゼロ社会実現に向けた世界の取り組みは後
退を余儀なくされています。
　このような情勢の中で、豊田通商は再エネ発電事業、EV用電池関連事業、水素利用事
業などのCN事業だけでなく、医療・健康分野や食料・水分野などのEoL（Economy of 

Life）関連事業にも注力してグローバルビジネスを広く創出・継続・発展させ、SDGs達成
へ貢献すべく高い志を持って良く頑張っておられると評価しています。
　これからも学術的・技術的視点からのサポートを心掛けながら、豊田通商の社会的価値
創造を通じた企業価値向上のために微力を尽くしたいと思っています。

社外取締役
河本 邦仁

1979年に東京大学大学院工学研究科工業化学
専門課程博士課程修了。その後、東京大学工学
部助教授、名古屋大学工学部教授、同大学大学
院工学研究科教授に就任。公益財団法人豊田理
化学研究所フェローを経て、2018年より公益 
財団法人名古屋産業科学研究所上席研究員。
2018年6月より当社取締役。

世界各地の生活者の皆さまにToyota Tsushoを、 
そしてその価値を知っていただけるよう意見を述べていきます

　私は外資系で日用品や食品などの消費財ビジネスに関わってまいりました。豊田通商の
企業価値を高めるお手伝いができるように、常に生活者の視点で将来の変化を捉えて意見
を述べるように努めています。例えば、今後、BtoBにおいても、コーポレートブランドの重要
性が増してくるという観点。Toyota Tsushoという企業名の認知度を高めるだけでなく、 
ビジョンやパーパスの浸透も図っていく必要があるのです。
　昨年、重要分野であるアフリカでコロナワクチン保冷輸送車を納入した際に、一手間かか
りますが、車体にコーポレートブランド「Toyota Tsusho」と「WITH AFRICA FOR AFRICA」
という理念を掲げることができないかと意見を述べさせていただきました。
　通商とは諸所に出向いて商売をすること、とあります。自ら動いて新しい価値をつくり上
げるという能動的な意味を持つ、美しい言葉です。1人でも多くの世界各地の生活者の皆さ
まにToyota Tsushoを、そしてその価値を知っていただけるようにサポートさせていただく
所存です。

社外取締役
井上 ゆかり

1985年にプロクター・アンド・ギャンブル・ファー・
イースト・インクに入社。その後、P&G North 
Americaマーケティングディレクター、キャドバ
リー・ジャパン㈱（現モンデリーズ・ジャパン㈱） 
代表取締役社長などを経て、現在は日本ケロッグ
合同会社代表職務執行者社長、サントリー食品
インターナショナル㈱取締役を兼務。2020年6月
より当社取締役。
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基本的な考え方   
　当社は、豊田通商グループ基本理念において、「人・社会・ 

地球との共存共栄を図り、豊かな社会づくりに貢献する価値創
造企業を目指す」ことを企業理念として掲げ、良き企業市民として
この理念を適法・適正に実現するための原則的な行動規範として
「行動指針」を定めています。
　この基本理念にのっとり、「会社の業務の適正を確保する 

体制」を整備することによって、当社グループ固有の価値観・ 

信念・日 の々行動原則である「豊田通商グループウェイ」を継承・
深化させ、顧客視点での価値創造を推進し、豊田通商グループ
の社会的使命を果たすことを目的に、「内部統制システム構築の
基本方針」を定めています。

　この基本方針を基に、さらなる経営の効率化・透明化、コンプ
ライアンスの徹底、財務体質の健全化を積極的に推進していま
す。また、コーポレート・ガバナンスの充実が、企業の持続的な成
長と中長期的な企業価値の向上のために不可欠であるとする
「コーポレートガバナンス・コード」の諸原則に当社はフルコンプ
ライしていますが、実質的な内容に深化させるためのさらなる向
上に向け、真摯に対応していきます。
　ステークホルダーの皆さまに満足いただける付加価値の提供を
行い、事業を通じて社会に貢献することが、豊田通商グループの
持続的な成長を加速し、企業価値向上につながると考えています。

コーポレート・ガバナンスの体制   
　当社は、経営の透明性および健全性の観点から監査役会設置
会社の形態を採用し、経営の効率化と内部統制の強化を目的に
執行役員制度を導入しています。
　また、本部制による連結経営を推進しており、本部CEOが執行
のトップとなる営業7本部に、コーポレート部門を加えた組織編成
になっています。
　取締役会長を非執行の取締役とし、取締役会の議長ならびに
役員報酬委員会・役員人事委員会の委員長とすることで執行か
らの独立性を高めています。取締役を兼務する執行役員は 

社長（CEO）、CSO、CFOの3名とします。独立社外取締役が1/3

以上を占める取締役会は経営上の重要事項の意思決定と業務執

行の監督を担うことで、経営の健全化および取締役会の機能強
化・質の向上を図ります。各営業本部CEOや、コーポレート部門
のトップには執行役員が就くことにより、現場に密着したスピード
感のある経営を実践します。社外取締役の4名は、外国人や研究
機関からも迎えるなど、引き続き高度な専門的知見を有する識者
を含み、また女性も2名起用するなど、ダイバーシティを強化して
います。
　また、高い専門性を発揮させるため、CDTO、CSO、CFO、
CHRO、CSKOを各機能の最高責任者として設置し、ガバナンス
機能の強化を行うとともに任務と責任を明確にすることで、専門
性の強化と意思決定スピードの向上を図っています。

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス改革の推移
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

取締役人数と 
独立社外取締役比率

経営の透明性と客観性の向上 取締役会実効性
評価を開始 相談役・顧問への自動就任の廃止 社外取締役数を4名に増員 

（うち外国人1名） 社外役員会を開始 社内取締役を4名に縮減 当社取締役会が備えるべきスキルマトリック
スを整理し、人員構成の見直しを実施

経営と執行の分離 CIOの設置* CSO、CFO、CAO、CCO、CTOの設置*
営業本部CEOは執行に専念し、 
取締役兼任者を0名に

会長は代表権を持たない非執行の 
取締役として取締役会議長に CHRO、CSKOの設置*

人事・報酬
役員人事案策定会議（現・役員人事委
員会）および役員報酬案策定会議（現・
役員報酬委員会）の設置

「経営幹部」の明確化

役員報酬委員会／役員人事委員会の 
委員長を、取締役社長から、
非執行の取締役会長に変更

日本国外に居住する経営幹部へ、 
譲渡制限付株式報酬と同様の 
インセンティブ効果を持つ 
株価連動型金銭報酬制度を導入中長期インセンティブ報酬として、 

譲渡制限付株式報酬制度を導入

16名 19% 12名 25% 12名
25%

非独立社外取締役

* 2022年4月現在はチーフオフィサーはCDTO、 CSO、CFO、CHRO、CSKOが設置されています。
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　さらに社外取締役の監督機能を強化するための施策として、 
当社事業に対する理解をより深めていただくとともに社外の視点
でのアドバイスをいただく機会として、営業本部ごとに本部執行役
員と社外役員による対話会を実施しています。さらに、社外役員に
よる国内の事業体の現場視察に加え、コロナ禍の状況を踏まえた

海外の事業体のリモート視察を実施（タイのタイヤ組み付け事業、
インドのレアアース事業）しました。加えて、社外役員同士（社外取
締役と社外監査役）の自由闊達な意見交換のための社外役員会
を年2回実施しています。

社外取締役・監査役との経営議論   
　取締役会後に経営課題の大きなテーマで自由闊達に意見交換
を行う「経営議論」を開始しました。メンバーは、取締役会メン
バーに加え、テーマごとに関係する執行役員が参加し、活発な議
論を行い、その結果を当社の中期経営計画に反映しています。

2022年3月期のテーマ
① 人財戦略（藤沢社外取締役の基調講演）
② 再生可能エネルギーの中長期戦略
③ グローバル人事制度

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

取締役人数と 
独立社外取締役比率

経営の透明性と客観性の向上 取締役会実効性
評価を開始 相談役・顧問への自動就任の廃止 社外取締役数を4名に増員 

（うち外国人1名） 社外役員会を開始 社内取締役を4名に縮減 当社取締役会が備えるべきスキルマトリック
スを整理し、人員構成の見直しを実施

経営と執行の分離 CIOの設置* CSO、CFO、CAO、CCO、CTOの設置*
営業本部CEOは執行に専念し、 
取締役兼任者を0名に

会長は代表権を持たない非執行の 
取締役として取締役会議長に CHRO、CSKOの設置*

人事・報酬
役員人事案策定会議（現・役員人事委
員会）および役員報酬案策定会議（現・
役員報酬委員会）の設置

「経営幹部」の明確化

役員報酬委員会／役員人事委員会の 
委員長を、取締役社長から、
非執行の取締役会長に変更

日本国外に居住する経営幹部へ、 
譲渡制限付株式報酬と同様の 
インセンティブ効果を持つ 
株価連動型金銭報酬制度を導入中長期インセンティブ報酬として、 

譲渡制限付株式報酬制度を導入

11名 27% 8名 38%

組織形態 監査役会設置会社

取締役 8名

　社外取締役 4名（うち外国人1名、女性2名） ※独立役員は3名

取締役会議長 非執行の取締役会長

監査役 5名

　社外監査役 3名 ※全て独立役員

任意の委員会 役員報酬委員会　役員人事委員会
※いずれも議長は非執行の取締役会長で、独立社外取締役3名と社内取締役2名の5名で構成

監督機能強化のための会議
営業本部執行役員と社外役員による対話会（各本部年に1回）
社外取締役と社外監査役による社外役員会
取締役会メンバーによる「大きなテーマでの経営議論」

コーポレート・ガバナンス体制サマリー（2022年6月24日現在）

9名 33% 8名 38%
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取締役会   
　取締役会は取締役8名（うち4名が社外取締役）で構成されて
おり、経営上の重要事項について意思決定を行うとともに、取締
役の業務執行を監督しています。さらに、定期的に営業本部の執
行状況を営業本部CEOから報告し、モニタリングを行っていま
す。社外取締役4名のうち3名は金融商品取引所が定める独立
性基準を満たした独立役員として届け出を行っています。加えて、
非執行の取締役会長が議長を務めることで、取締役会の独立性

を高めています。取締役の任期は1年で、取締役会は原則月 

1回開催しています。社外取締役が経営の助言・監督機能を十分
に果たせるよう、取締役会資料送付の早期化や、取締役会事務
局が毎回、提案部署と共に事前説明を行い、事業の内容をしっか
り理解した上で、取締役会での議論に臨めるようなサポート体制
を構築しています。

コーポレート・ガバナンス

2022年3月期 取締役会議案実績
テーマ 主な決議事項・報告事項 

経営戦略
•  経営メッセージ
•  カーボンニュートラル推進
•  本部・SBU・部の組織と体制

•  中期経営計画ならびに年度利益計画
•  サステナビリティ推進

コーポレート・ガバナンス

•  取締役会実効性評価
•  役員人事・報酬
•  人事方針と活動報告
•  統合リスク管理

•  政策保有株式の保有意義の検証
•  監査役、監査部の監査報告
•  IR活動報告
•  取締役会議案の年間予定

執行の監督
•  決算関連、利益計画の進捗
•  競業取引および利益相反取引
•  コンプライアンスに関する状況報告

•  投資の状況
•  「内部統制システム構築の基本方針」関連
•  各本部の経営執行進捗報告

投融資案件
•  再生可能エネルギー関連
•  アフリカへの事業投資
•  ガス事業会社の清算

•  リチウム事業関連
•  電池事業
•  未来創生ファンド

その他 •  株主総会議案
•  ロシア・ウクライナ情勢　懸念と対応

•  新型コロナの状況
•  主な規程の改定

コーポレート・ガバナンス体制図 （2022年6月現在）

株主総会

取締役会

取締役

社外取締役

監査役会

監査役

社外監査役

会計監査人役員報酬委員会

役員人事委員会

業務執行体制

社長・CEO
監査部

選任・解任選任・解任 選任・解任

連携

報告

会計監査
監査 連携連携経営上重要事項の付議・業務執行報告

選任・解任
監督

諮問

提言
監督・ 
報告

統合リスク管理委員会

サステナビリティ推進委員会
投資戦略会議

投融資委員会・協議会

経営幹部

執行幹部

各部門・各極・連結子会社・関連会社

業務執行組織

報告 報告

経営執行会議

特定貿易管理委員会

取締役会

社外役員と営業本部役員との対話会
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取締役会実効性評価   

取締役会の実効性評価の概要

　当社は、継続的なコーポレート・ガバナンスの実効性の維持・
向上を目的とし、取締役会の実効性評価を毎年実施しています。
具体的には、取締役会構成メンバー全員を対象にアンケートを
実施し、分析・評価を行った上で、その実効性についての結果を
取締役会に報告しています。2022年3月期の概要、および評価
結果は次の通りです。

評価実施概要（2022年3月期）
対象者 全取締役（9名）および全監査役（5名）
実施方法 取締役と監査役全員へのアンケート実施
重点テーマ さらなる取締役会の実効性向上

評価項目

① 取締役会の構成
② 取締役会の運営
③ 取締役会の議案・議論プロセス
④ 取締役会を支える体制
⑤ 取締役・監査役の評価 など

取締役会を 
支える体制
（社外役員の
機能発揮、 
サポート体制）

取締役会の 
構成

取締役会の 
運営

取締役会の 
議案・議論
プロセス

取締役会実効性評価

社外取締役に対して個別のオンライン面談を通じて、 
監査方針等を常勤監査役から説明実施

社外役員にグループビジネスの理解を深めるためのリモ 
ートを含む現場視察の機会を提供（国内、タイ、インド 
事業体）

社外役員と営業本部CEO／COOとの対話会、社外役
員会の実施継続

改善が見られ、
適切に機能している

適切に機能しているが、 
現地視察を優先すべき

改善が見られ、 
適切に機能している

社外取締役 
からの提案

サステナビリティ推進委員会に全社外取締役 
参加

 社外役員とのサイバーセキュリティの対話会を 
実施

取締役会メンバー全員のスキルマトリックスを対外開示
独立社外取締役の適切な
人数について多様な意見 

あり

独立社外取締役の適正な人数について調査を 
開始

企業価値向上
に資する 
本質的な 
議論の時間を 
確保

決議決裁区分の見直しを実施し、軽微な取締役
会承認・報告事項を執行へ権限委譲

各営業本部の承認／報告案件に、市場動向、 
顧客期待、競合他社の戦略を織り込む

 コロナ禍の収束状況を見て、社外役員の現地視
察を再開

コンプライアンスやリスクについてCCOによる適時の報
告に加えて、監査部の取締役会への直接報告を実施

取締役会終了後に大きなテーマでの経営議論を実施
（2021年8、9月、2022年3月）

適切に機能しているが、 
安全についても 
定期報告すべき

改善が見られ、
適切に機能している

企業価値向上
に資する 

サステナビリティ
経営の加速

人権方針など、サステナビリティに関し、取締役
会報告の機会を増やしていく

2021年3月期の課題を踏まえて2022年3月期に設定した取り組みと評価 2022年3月期の課題を踏まえて設定した 
2023年3月期の取り組み

取締役会で安全について定期報告を実施

社外取締役と社外監査役
による現場視察

社外役員を交えての 
役員オフサイトミーティング
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スキルマトリックス

氏名
取締役・監査役が有している能力・経験

選任理由 兼業情報 出席状況
企業経営 グローバル 営業・ 

マーケティング 財務・経理 法務・RM 技術・デジタル ESG

取締役

社内

村上 晃彦 ○ ○ ○ ○
トヨタ自動車㈱および㈱SUBARUの役員を歴任し、主にグローバル経営やマーケティング分野に従事してきました。自動車産業にお
ける専門的知見をはじめ、グローバルかつ豊富な経営経験を有しています。それらを生かして、代表権を有さない業務執行から離れ
た立場から、当社に対する助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行うことができるものと考え、選任しています。

ー ー

貸谷 伊知郎 ○ ○ ○ ○
主に自動車分野に従事し、2018年4月より社長を務め、優れた経営手腕を発揮しています。グローバル経営に関する豊富な経験に
培われた経営全般にわたる高度な知見を有しており、それらを生かして、社長CEOとしてリーダーシップを発揮し当社の企業価値向
上に貢献することができるものと考え、引き続き選任しています。

ー 取締役会13／13回

富永 浩史 ○ ○ ○ ○ ○
主に経理、財務、経営企画分野に従事し、現在はCSOを務めています。グローバル経営に関する豊富な経験に培われた経営全般、 
特に経営戦略分野における高度な知見を有しており、それらを生かして、当社の企業価値向上に貢献することができるものと考え、 
引き続き選任しています。

ー 取締役会10／10回*

岩本 秀之 ○ ○ ○ ○ ○
主に経理、財務、経営企画分野に従事し、現在はCFOを務めています。グローバル経営に関する豊富な経験に培われた経営全般、 
特に経理、財務、リスクマネジメントにおける高度な知見を有しており、それらを生かして、当社の企業価値向上に貢献することがで
きるものと考え、引き続き選任しています。

ー 取締役会10／10回*

社外

藤沢 久美 ○ ○ ◎

長年代表を務めた㈱ソフィアバンクでの活動や政府各省庁、公益法人等の多くの公職を務めることにより培った投資、国際金融、 
ダイバーシティ等幅広い分野に関する豊富な経験と高度な専門的知見を有しています。それらを生かして、当社が推進する新規事業
やダイバーシティ経営等について専門的な観点からの助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、
引き続き選任しています。

㈱国際社会経済研究所理事長
㈱静岡銀行取締役
㈱ネットプロテクションズホールディン
グス取締役
セルソース㈱取締役

取締役会13／13回

河本 邦仁 ○ ◎ ○
長年にわたり大学、研究機関において研究者として培った高い次元の学術的知見を有しています。それらを生かして、科学的なアプ
ローチとモノづくりに対する高度な専門的知見により、当社が高度な技術革新へ対応するにあたって推進する新規事業等について、
専門的な観点からの助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、引き続き選任しています。

ー 取締役会13／13回

Didier Leroy ○ ◎ ○ ○
トヨタ自動車㈱およびその関連会社の役員として培ったグローバルかつ自動車業界における豊富な経営経験と高度な専門的知見を
有しています。それらを生かして、当社が推進するMobility分野をはじめ当社事業全般について専門的な観点からの助言ならびに 
取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、引き続き選任しています。

トヨタモーターヨーロッパ㈱ 
取締役会長 取締役会13／13回

井上 ゆかり ○ ○ ◎ ○
コンシューマー向けビジネスにおけるグローバル企業での豊富な経営経験と高度な専門的知見を有しています。それらを生かして、
当社が推進するLife & Community分野をはじめ、当社事業全般、ダイバーシティ経営、グローバル化について専門的な観点からの
助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、引き続き選任しています。

日本ケロッグ合同会社代表職務執行
者社長 
サントリー食品インターナショナル㈱
取締役

取締役会12／13回

監査役

社内

宮崎 和政 ○ ○ ○
経理、財務ならびに経営戦略全般に関する分野において豊富な経験と高度な知見を有しており、米国現地法人上級副社長・財務役
を経験するなどグローバルな視点を備えています。現在、常勤監査役として中立な立場から適切に当社取締役の職務の執行を監督
していることから、引き続き選任しています。

ー 取締役会13／13回 
監査役会14／14回

林 健太郎 ○ ○ ○ ○
ERM（エンタープライズ・リスクマネジメント）部長ならびに米国現地法人上級副社長・CFOを経験しており、リスクマネジメント、 
経理、財務分野において豊富な経験と高度な知見を有しています。それらを生かして、常勤監査役として適切に当社取締役の職務の
執行を監督することができるものと考え、選任しています。

ー ー

社外

桑野 雄一郎 ◎ ○
弁護士として長きにわたり従事され、企業法務およびコンプライアンスに関する豊富な経験と専門知識を有していることから、独立 
中立な立場で適切に当社取締役の職務の執行を監査していただくため、引き続き選任しています。

高樹町法律事務所代表弁護士
㈱昭文社ホールディングス取締役 
（監査等委員）

取締役会13／13回
監査役会14／14回

高橋 勉 ○ ◎ ○
公認会計士として長年にわたり従事し、かつ有限責任あずさ監査法人の要職を経験しており、企業会計、企業監査およびコンプライ
アンスに関する豊富な経験と高い専門的知見を有しています。現在、社外監査役として独立中立な立場から適切に当社取締役の 
職務の執行を監督していることから、引き続き選任しています。

㈱スカパーJSATホールディングス 
監査役 
みずほ信託銀行㈱取締役 
（監査等委員）

取締役会13／13回 
監査役会14／14回

田上 静之 ○ ◎
凸版印刷㈱の米国現地法人社長ならびに経営監査室長、常勤監査役を歴任するなど、主に監査業務に従事し、グローバルかつ豊富
な経験と高度な知見を有しています。それらを生かして、社外監査役として適切に当社取締役の職務の執行を監督することができる
ものと考え、選任しています。

東京書籍㈱常勤監査役 ー

取締役会諮問機関（役員報酬委員会・役員人事委員会）   
　当社は、取締役会の諮問会議として、「役員報酬委員会」ならびに「役
員人事委員会」を設置しており、いずれも非執行の取締役会長が委員長
を務めています。加えて、いずれの委員会も独立社外取締役3名と社内取
締役2名の5名で構成されており、独立社外取締役が過半数を占めるこ
とで、さらに客観性と透明性を高めています。
　役員報酬委員会では、役員報酬体系、決定方針、その他の役員報酬
に関する重要事項の検討ならびに役員報酬（案）について審議し、取締役
会に報告します。

　役員人事委員会では、取締役、監査役、経営幹部の選解任方針およ
び人事（案）に関する審議、CEO後継者育成計画の策定・運用、その他
役員人事に関する重要事項の審議を行い、取締役会に報告します。

＜両委員会の構成メンバー＞2022年6月24日現在

村上 晃彦（取締役会長・議長）
貸谷 伊知郎 （取締役社長）
藤沢 久美 （独立社外取締役）
河本 邦仁 （独立社外取締役）
井上 ゆかり （独立社外取締役）

当社の取締役・監査役が有している能力・経験は以下の通りです。社外役員に関しては、各役員が特に有する専門的な視点・高い見識に◎を
記し、当社経営において役割を発揮することを期待しています。それぞれの専門性と豊富な経験に加え、ジェンダーや国際性などの多様性を確
保した取締役会のメンバー構成により、さまざまなビジネス環境の変化に対応できる体制を取っています。
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監査役会   
　監査役会は監査役5名（うち3名が独立社外監査役）で構成さ
れ、社外の視点からのチェック機能を確保しています。各監査役
は、社外を含む取締役、執行役員および会計監査人、さらには内
部監査部門などと定期的に意見交換を行い、業務執行の適法
化・適正化・効率化に努めています。監査役会は原則月1回開催
しています。監査役による監査は、監査役会で承認され、取締役

会で報告された監査方針および計画に基づき、コンプライアンス
の対応、リスク管理体制を中心とした内部統制状況を重点として
取締役の職務執行の監査が実施されています。会計監査人の監
査結果の相当性についても監査が行われています。また、社外監
査役を含む監査役の職務を補助する専従スタッフを配属してい
ます。

氏名
取締役・監査役が有している能力・経験

選任理由 兼業情報 出席状況
企業経営 グローバル 営業・ 

マーケティング 財務・経理 法務・RM 技術・デジタル ESG

取締役

社内

村上 晃彦 ○ ○ ○ ○
トヨタ自動車㈱および㈱SUBARUの役員を歴任し、主にグローバル経営やマーケティング分野に従事してきました。自動車産業にお
ける専門的知見をはじめ、グローバルかつ豊富な経営経験を有しています。それらを生かして、代表権を有さない業務執行から離れ
た立場から、当社に対する助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行うことができるものと考え、選任しています。

ー ー

貸谷 伊知郎 ○ ○ ○ ○
主に自動車分野に従事し、2018年4月より社長を務め、優れた経営手腕を発揮しています。グローバル経営に関する豊富な経験に
培われた経営全般にわたる高度な知見を有しており、それらを生かして、社長CEOとしてリーダーシップを発揮し当社の企業価値向
上に貢献することができるものと考え、引き続き選任しています。

ー 取締役会13／13回

富永 浩史 ○ ○ ○ ○ ○
主に経理、財務、経営企画分野に従事し、現在はCSOを務めています。グローバル経営に関する豊富な経験に培われた経営全般、 
特に経営戦略分野における高度な知見を有しており、それらを生かして、当社の企業価値向上に貢献することができるものと考え、 
引き続き選任しています。

ー 取締役会10／10回*

岩本 秀之 ○ ○ ○ ○ ○
主に経理、財務、経営企画分野に従事し、現在はCFOを務めています。グローバル経営に関する豊富な経験に培われた経営全般、 
特に経理、財務、リスクマネジメントにおける高度な知見を有しており、それらを生かして、当社の企業価値向上に貢献することがで
きるものと考え、引き続き選任しています。

ー 取締役会10／10回*

社外

藤沢 久美 ○ ○ ◎

長年代表を務めた㈱ソフィアバンクでの活動や政府各省庁、公益法人等の多くの公職を務めることにより培った投資、国際金融、 
ダイバーシティ等幅広い分野に関する豊富な経験と高度な専門的知見を有しています。それらを生かして、当社が推進する新規事業
やダイバーシティ経営等について専門的な観点からの助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、
引き続き選任しています。

㈱国際社会経済研究所理事長
㈱静岡銀行取締役
㈱ネットプロテクションズホールディン
グス取締役
セルソース㈱取締役

取締役会13／13回

河本 邦仁 ○ ◎ ○
長年にわたり大学、研究機関において研究者として培った高い次元の学術的知見を有しています。それらを生かして、科学的なアプ
ローチとモノづくりに対する高度な専門的知見により、当社が高度な技術革新へ対応するにあたって推進する新規事業等について、
専門的な観点からの助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、引き続き選任しています。

ー 取締役会13／13回

Didier Leroy ○ ◎ ○ ○
トヨタ自動車㈱およびその関連会社の役員として培ったグローバルかつ自動車業界における豊富な経営経験と高度な専門的知見を
有しています。それらを生かして、当社が推進するMobility分野をはじめ当社事業全般について専門的な観点からの助言ならびに 
取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、引き続き選任しています。

トヨタモーターヨーロッパ㈱ 
取締役会長 取締役会13／13回

井上 ゆかり ○ ○ ◎ ○
コンシューマー向けビジネスにおけるグローバル企業での豊富な経営経験と高度な専門的知見を有しています。それらを生かして、
当社が推進するLife & Community分野をはじめ、当社事業全般、ダイバーシティ経営、グローバル化について専門的な観点からの
助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、引き続き選任しています。

日本ケロッグ合同会社代表職務執行
者社長 
サントリー食品インターナショナル㈱
取締役

取締役会12／13回

監査役

社内

宮崎 和政 ○ ○ ○
経理、財務ならびに経営戦略全般に関する分野において豊富な経験と高度な知見を有しており、米国現地法人上級副社長・財務役
を経験するなどグローバルな視点を備えています。現在、常勤監査役として中立な立場から適切に当社取締役の職務の執行を監督
していることから、引き続き選任しています。

ー 取締役会13／13回 
監査役会14／14回

林 健太郎 ○ ○ ○ ○
ERM（エンタープライズ・リスクマネジメント）部長ならびに米国現地法人上級副社長・CFOを経験しており、リスクマネジメント、 
経理、財務分野において豊富な経験と高度な知見を有しています。それらを生かして、常勤監査役として適切に当社取締役の職務の
執行を監督することができるものと考え、選任しています。

ー ー

社外

桑野 雄一郎 ◎ ○
弁護士として長きにわたり従事され、企業法務およびコンプライアンスに関する豊富な経験と専門知識を有していることから、独立 
中立な立場で適切に当社取締役の職務の執行を監査していただくため、引き続き選任しています。

高樹町法律事務所代表弁護士
㈱昭文社ホールディングス取締役 
（監査等委員）

取締役会13／13回
監査役会14／14回

高橋 勉 ○ ◎ ○
公認会計士として長年にわたり従事し、かつ有限責任あずさ監査法人の要職を経験しており、企業会計、企業監査およびコンプライ
アンスに関する豊富な経験と高い専門的知見を有しています。現在、社外監査役として独立中立な立場から適切に当社取締役の 
職務の執行を監督していることから、引き続き選任しています。

㈱スカパーJSATホールディングス 
監査役 
みずほ信託銀行㈱取締役 
（監査等委員）

取締役会13／13回 
監査役会14／14回

田上 静之 ○ ◎
凸版印刷㈱の米国現地法人社長ならびに経営監査室長、常勤監査役を歴任するなど、主に監査業務に従事し、グローバルかつ豊富
な経験と高度な知見を有しています。それらを生かして、社外監査役として適切に当社取締役の職務の執行を監督することができる
ものと考え、選任しています。

東京書籍㈱常勤監査役 ー

* 富永浩史氏、岩本秀之氏は、2021年6月24日（第100回定時株主総会開催日）に就任したため、出席対象となる取締役会の回数は他の取締役と異なっています。
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統合リスク管理委員会 

コーポレート・ガバナンス

委員会・会議体の機能と役割   
　当社は、コーポレート・ガバナンスの強化を目的に各種委員会・  

会議体を設置しています。全社横断的な検討課題については、 
全社横断会議体を設け、取締役および経営幹部・執行幹部が経
営課題ごとに対策を検討し、必要に応じて取締役会に諮ってい
ます。

内容はP.36, 68をご覧ください

内容はP.56～58をご覧ください

内容はP.35, 50をご覧ください

内容はP.35, 50をご覧ください

その他の主な会議体

会議体 役割 開催頻度

方針会議／ 
数値議論 経営計画の協議を行っています。 年1回

経営執行会議 重要事項の協議、情報共有を行っています。 月2回

役員会議 経営幹部・執行幹部間の情報交換・共有・ 
報告を行っています。 月1回

経営幹部共有会 営業本部・海外極横断の情報共有を行って 
います。 月1回

投融資委員会・協議会 

取締役の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する内容および決定方法   
決定方針および決定プロセス
　当社の取締役の報酬は、基本報酬としての[ⅰ]固定報酬と、業
績連動報酬としての[ⅱ]賞与（短期インセンティブ）、[ⅲ]譲渡制
限付株式報酬（中長期インセンティブ）で構成しています。固定
報酬と業績連動報酬の比率は、50:50を目安としています。また、
業績連動報酬のうち、「賞与」と「譲渡制限付株式報酬」の比率
は、70:30としています。各事業年度における業績連動報酬の支
給額は、取締役が当社グループ会社全体の最終利益（臨時的、偶
発的に発生した収益および損失を含む）に対して責任を負うこと
から、役位ごとに前事業年度の連結当期利益（親会社の所有者
に帰属）を指標として決定しています。
　ただし、社外取締役は業務執行から独立した立場であることか
ら、固定報酬のみを支給し、賞与および譲渡制限付株式報酬は
支給しません。監査役においても監査を適切に行うため独立した
立場であることから、固定報酬のみを支給しています。
　当社は、取締役会の諮問機関として、過半数が独立社外取締
役で構成される「役員報酬委員会」を設置しています。同委員会

の委員長は代表権を持たず業務執行に関与しない取締役会長
が務めています。「役員報酬委員会」は当社の取締役の個人別の
報酬等の内容の決定方針（以下「本方針」）、役員報酬体系、 
株主総会に上程する役員報酬議案、その他の役員報酬に関する
重要事項について審議します。
　取締役会は、かかる審議結果を踏まえて本方針、株主総会に
上程する役員報酬議案（役員賞与支給の件）および譲渡制限付
株式報酬に係る取締役の個人別の報酬を決議します。なお、固
定報酬および賞与に係る取締役の個人別の報酬額については、
柔軟かつ機動的に行う観点から、代表取締役社長へ決定を委任
しています。代表取締役社長は、役員報酬委員会の各構成員か
らの個別の意見聴取結果も踏まえ、本方針に従って取締役の個
人別の報酬額を決定しています。取締役会は、当事業年度に係
る取締役の個人別の報酬等について、取締役会で決議された本
方針と整合していることや、役員報酬委員会からの答申が尊重さ
れていることを確認の上、当該決定方針に沿うものであると判断
しています。

主な全社横断会議体
委員会 役割 開催頻度

グローバル人事委員会 本部と極の事業戦略上の重要ポジションにおけるサクセッションプランおよび同ポジションの人財候補について情報共有と、 
育成強化策の協議を行っています。 年1回

特定貿易管理委員会 規制貨物等取引管理および輸出入に関わる全体的な方向決めを行っています。 年1回

原価低減・改善推進会議 全社横断での原価低減の推進、改善事例の共有化・横展開を行っています。 年1回

安全・環境会議 安全・管理への取り組み強化に関する討議、労働安全衛生活動の強化推進と環境マネジメントの推進を行っています。 月1回

カーボンニュートラル推進会議 カーボンニュートラルを推進していくための実行計画、体制構築、情報共有に関する協議を行っています。 月1回

サステナビリティ推進委員会 

投資戦略会議
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各取締役の報酬イメージ

基本報酬 賞与 株式報酬

固定報酬 業績連動報酬

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の額（百万円）
対象となる役員の員数

（人）固定報酬
業績連動報酬

賞与 譲渡制限付株式報酬

取締役（うち社外取締役） 575（57） 301（57） 228（―） 45（―） 10（4）

監査役（うち社外監査役） 126（43） 126（43） ―（―） ―（―） 5（3）

合計（うち社外役員） 701（100） 427（100） 228（―） 45（―） 15（7）

*1.  使用人兼務取締役はいません。
*2.  上記には、2021年6月24日開催の第100回定時株主総会終結のときをもって退任した取締役1名（社外取締役を含まず）を含んでいます。
*3.  2020年6月23日開催の第99回定時株主総会決議により、①取締役に対する固定報酬に係る報酬枠は年額6億円以内（うち社外取締役は年額90百万円）、②株式報酬に係る報酬枠は年額2億
円以内（割り当てる株式の総数は年間20万株以内）と定められています。なお、上記①の決議に係る株主総会終結時点での取締役は8名（うち社外取締役4名）、上記②の決議に係る株主総会
終結時点での取締役（社外取締役を除く）は4名です。

*4.  2014年6月20日開催の第93回定時株主総会決議により、監査役に対する報酬枠は月額16百万円以内と定められています。なお、当該決議に係る株主総会終結時点での監査役は5名（うち社
外監査役3名）です。

*5.  報酬等の総額には、2022年6月24日開催の第101回定時株主総会において決議された以下の役員賞与が含まれています。 
取締役　5名　228百万円

*6.  上記報酬等のうち、「賞与」および「株式報酬」に係る業績指標である前事業年度の連結当期利益（親会社の所有者に帰属）は2,222億円です。
*7.  上記の「株式報酬」は、参考値として、当事業年度に係る株式報酬である譲渡制限付株式と引換えにする払込みに充てるための金銭債権として付与を想定（暫定）している額を記載しています。
*8.  当事業年度の固定報酬および賞与に係る取締役の個人別の報酬額の決定は、当社取締役会決議に基づき当社代表取締役社長貸谷伊知郎に委任します。当該委任の内容、理由などについて
は、前ページの「決定方針および決定プロセス」をご参照ください。

役員の区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

 50 35  15: :

政策保有・縮減に関する方針   
　当社の企業価値の持続的向上には、さまざまな企業との取引
関係・協業関係の維持・強化が必要となります。当社は重要取
引先・協業先として当社の中長期的な視点から有益かつ重要と
判断する上場株式を、限定的かつ戦略的に保有することとしてい
ます。判断に際しては、資本コストをベースとした当社独自の指

標を用いた収益性を第一としつつ、相手先との事業関係構築、 
維持、強化、地域や社会発展への貢献・協力などを総合的に勘
案し、保有継続の可否および保有株式数の見直しを行った上で、
年1回取締役会にその結果を報告します。その中で保有継続意
義のない株式については縮減を進めます。

各報酬の決定方法
［ⅰ］固定報酬
　固定報酬は月例報酬とし、業界他社の報酬データなどを参考
として、各取締役の役位とその職責を勘案し、妥当な水準を設定
しています。
［ⅱ］賞与
　各事業年度における個人別の賞与の支給額は、役位ごとに応
じて定める業績連動報酬の合計額の70%に対し、必要に応じ職
責と担当業務の遂行状況を踏まえた調整を行い決定しています。
［ⅲ］譲渡制限付株式報酬
　各事業年度における個人別の譲渡制限付株式報酬の支給額
は、役位ごとに応じて定める業績連動報酬の合計額の30%に対
し、必要に応じ職責と担当業務の遂行状況を踏まえた調整を行
い決定しています。

　ただし、当該取締役に譲渡制限付株式報酬を付与することが
相当でない事由がある場合には、当該取締役の業績連動報酬の
全額を賞与として支給します。

　譲渡制限付株式報酬に係る譲渡制限は、退任日をもって解除
されます。譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭
債権とし、その総額は上記の取締役の固定報酬ならびに賞与と
は別枠で年額2億円以内、割り当てる株式の種類は普通株式（割
当契約において譲渡制限を付したもの）を発行または処分、その
総数は合計で年20万株以内（2020年6月23日定時株主総会決
議）としています。各取締役への具体的な支給時期および配分に
ついては、役員報酬委員会における審議を踏まえ、取締役会にお
いて決定します。
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マネジメント体制

取締役  * 代表取締役 

取締役会長
村上 晃彦

取締役社長*

貸谷 伊知郎
取締役*

富永 浩史

経営幹部 

CEO ： Chief Executive Officer
CDTO ： Chief Digital & Technology Officer 
CSO ： Chief Strategy Officer 
CFO ： Chief Financial Officer
CHRO ： Chief Human Resources Officer 
COO ： Chief Operating Officer 
CSKO ： Chief Safety & KAIZEN Officer

取締役*

岩本 秀之

社長、CEO
貸谷 伊知郎

副社長、本部CEO
佐合 昭弘
社長補佐、国内地域・顧客管掌、
金属本部

副社長、CDTO、極CEO
今井 斗志光
社長補佐、東京本社管掌、海外地域管掌、
欧州地域統括

本部CEO、極CEO
Richard Bielle
アフリカ本部、アフリカ地域統括
CFAO社社長

本部CEO、極CEO補佐  
永井 康裕
機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部、
新興地域 

CSO、極CEO 
富永 浩史
CHRO管掌、東京本社管掌（副）、
国内地域・顧客管掌（副）、
海外地域管掌（副）、新興地域統括

CFO
岩本 秀之

極CEO 
椿本 光弘 
豪亜地域統括 
豊田通商アジアパシフィック社社長 

本部CEO 
江山 純
グローバル部品・ロジスティクス本部

本部CEO 
米永 裕史
食料・生活産業本部

極CEO 
綿貫 辰哉
東アジア地域統括
東アジア総代表、豊田通商（中国）総経理

本部CEO 
原田 繁 
自動車本部  

本部CEO  
濱田 明生 
化学品・エレクトロニクス本部 

極CEO 
秦 直之
北米地域統括
豊田通商アメリカ社社長

CHRO、CSO補佐
濱瀬 牧子

取締役（社外）
藤沢 久美

取締役（社外）
井上 ゆかり

取締役（社外）
河本 邦仁

取締役（社外）
Didier Leroy

102 豊田通商株式会社

ガバナンス



（注）会社名および役職名は記載当時の表記を使用しています。（2022年6月24日現在）

監査役 

常勤監査役
宮崎 和政

監査役
田上 静之

常勤監査役
林 健太郎

監査役
高橋 勉

監査役
桑野 雄一郎

執行幹部 

斉藤 尚治
カンパニープレジデント
豊田スチールセンター（株）社長

木村 和昌   
アフリカ本部新規事業開発COO、 
極CEO補佐
アフリカ地域

前田 滋樹 
極CEO補佐、カンパニープレジデント
豪亜地域、豊田通商タイランド社社長、
豊田通商タイホールディングス社社長

齋藤 彰徳
CSKO

柿原 安博
カンパニープレジデント
（株）ネクスティ エレクトロニクス社長

江積 哲也
本部COO 
自動車本部 

国弘 浩介 
本部COO
機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部
豊田支店長

早田 元哉  
極CEO補佐、カンパニープレジデント
新興地域、豊田通商ベネズエラ社社長、
NovaAgri（ノバアグリ）社会長兼CEO

服部 治行 
極CEO補佐、カンパニープレジデント  
北米地域、豊田通商メキシコ社社長  

浦田 和幸 
本部COO
化学品・エレクトロニクス本部

中山 弘揮
本部COO 
グローバル部品・ロジスティクス本部 

金澤 勇一
本部COO 
グローバル部品・ロジスティクス本部 

Michael T. Lavender
極CEO補佐 
北米地域
豊田通商アメリカ社副社長

南 浩二 
本部COO、極CEO補佐
アフリカ本部、アフリカ地域
CFAO社副社長

片山 昌治 
本部COO 
金属本部

堀崎 太
本部COO 
グローバル部品・ロジスティクス本部 

佐藤 一範 
本部COO
化学品・エレクトロニクス本部

反尾 敏幸
本部COO
食料・生活産業本部

唐戸 潤  
CDTO補佐 

廣部 貴巳
極CEO補佐、カンパニープレジデント
欧州地域、豊田通商ヨーロッパ社社長、
豊田通商UK社社長

石井 宏昌 
本部COO 
金属本部 

平田 竜也
本部COO  
機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部

松﨑 英治 
本部COO、CDTO補佐
化学品・エレクトロニクス本部

尾﨑 真人 
カンパニープレジデント
豊通ケミプラス（株）社長 

八廣 展明
極CEO補佐、カンパニープレジデント
豪亜地域、豊田通商インディア社社長

赤坂 拓郎
本部COO 
自動車本部　 

大塚 慎一郎
本部COO、 極CEO補佐
アフリカ本部、アフリカ地域 

加藤 茂治
本部COO 
食料・生活産業本部

岡田 江平
CSO補佐　 

栁澤 宏
本部COO
金属本部

近藤 祐子
CFO補佐

會田 靖
CFO補佐
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財務サマリー
豊田通商株式会社および連結子会社 
3月31日に終了した各会計年度

（注） 1. 当社は2017年3月期から、国際会計基準（IFRS）に準拠して連結財務諸表を作成しています。
 2. 読者の便宜を考慮し、2017年3月期（円貨）については、日本基準とIFRSの双方に基づく連結財務情報を記載しています。
 3. 本ページに掲載した米ドルの金額は海外読者の便宜上、2022年3月31日現在の為替レート、1米ドル＝122.39円で換算しています。
 *1  表中の項目名は全てIFRSにて記載。IFRSの項目名は日本基準では、「収益」は「売上高」に、「営業活動に係る利益」は「営業利益」に、「親会社の所有者に帰属する当期利益」は「親会社株

主に帰属する当期純利益」に、「資産合計」は「総資産」に、「資本合計」は「純資産」に、「1株当たり当期利益」は「1株当たり当期純利益」に、「親会社所有者帰属持分比率」は「自己資本比
率」に該当します。

 *2  2016年3月期の1株当たりの希薄化後当期利益（日本基準）は、潜在株式は存在するものの、1株当たり当期純損失金額であるため、記載していません。2018年3月期、2019年3月期、2020
年3月期、2021年3月期および2022年3月期の1株当たりの希薄化後当期利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 *3 2016年3月期の配当性向については、当期純損失を計上しているため記載していません。

 ROE（右軸）
  親会社の所有者に帰属する
当期利益（左軸）

単位：百万円 単位：百万円 単位：千米ドル

日本基準 IFRS
2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3

業績指標：
収益*1 ¥6,304,354 ¥7,743,237 ¥8,663,460 ¥8,170,237 ¥7,919,663 ¥5,797,362 ¥6,491,035 ¥6,762,702 ¥6,694,071 ¥6,309,303 ¥8,028,000 $65,593,594

売上総利益 403,888 582,498 634,572 616,042 578,887 570,872 606,282 638,428 639,885 607,626 759,237 6,203,423

販売費及び一般管理費 288,013 421,177 465,115 475,742 432,231 411,235 414,042 420,657 430,164 400,086 450,294 3,679,173

営業活動に係る利益*1 115,875 161,321 169,456 140,299 146,656 133,669 182,696 215,197 210,370 213,058 294,141 2,403,309

持分法による投資損益 17,646 13,783 4,060 (5,676) 10,254 10,476 11,368 4,336 (2,489) 7,523 20,686 169,017

親会社の所有者に帰属する当期利益*1 67,432 73,034 67,571 (43,714) 102,597 107,903 130,228 132,622 135,551 134,602 222,235 1,815,793

期末現在：
資産合計*1 ¥3,592,368 ¥4,072,728 ¥4,533,693 ¥3,952,100 ¥4,096,843 ¥4,212,064 ¥4,310,043 ¥4,441,464 ¥4,545,210 ¥5,228,004 ¥6,143,125 $50,193,030

資本合計*1 920,043 1,156,080 1,304,483 1,055,777 1,151,969 1,223,513 1,362,187 1,389,616 1,372,491 1,658,015 1,942,860 15,874,336

ネット有利子負債 998,626 1,088,974 1,233,559 1,102,786 1,050,229 1,101,974 1,006,990 988,475 1,032,494 993,462 1,238,296 10,117,623

キャッシュ・フロー：
営業活動によるキャッシュ・フロー ¥  124,156 ¥  133,937 ¥  169,100 ¥  308,338 ¥  193,769 ¥  159,770 ¥  215,098 ¥  210,796 ¥  267,809 ¥  245,055 ¥   50,137 $   409,649

投資活動によるキャッシュ・フロー (323,389) (135,587) (199,512) (170,839) (130,428) (127,525) (92,498) (137,546) (173,910) (102,176) (157,333) (1,285,505)

財務活動によるキャッシュ・フロー 223,374 5,356 108,247 (225,202) (28,343) 5,656 (128,741) (24,909) (53,679) 24,073 44,901 366,868

現金及び現金同等物の期末残高 391,352 412,032 499,157 399,191 430,517 426,208 423,426 465,861 496,372 677,478 653,013 5,335,509

1株当たり情報： 単位：円 単位：円 単位：米ドル

当期利益*1

　基本的当期利益 ¥192.58 ¥208.01 ¥192.23 ¥(124.26) ¥291.56 ¥306.64 ¥370.08 ¥376.89 ¥385.25 ¥382.56 ¥631.63 $5.16
　希薄化後当期利益*2 192.42 207.82 192.10 – 291.56 306.63 – – – – – –
配当金 44.00 50.00 56.00 62.00 70.00 70.00 94.00 100.00 110.00 112.00 160.00 1.30

配当性向*3 22.8% 24.0% 29.1% – 24.0% 22.8% 25.4% 26.5% 28.6% 29.3%  25.3% –

財務指標：
ROE 9.6% 8.4% 6.4% (4.3)% 11.0% 10.8% 11.7% 11.2% 11.3% 10.1% 13.9% –

親会社所有者帰属持分比率*1 21.2% 23.9% 24.8% 22.5% 24.0% 24.9% 27.3% 26.9% 26.3% 28.1% 28.2% –

ネット有利子負債倍率（ネットDER） 1.31倍 1.12倍 1.10倍 1.24倍 1.07倍 1.05倍 0.86倍 0.83倍 0.86倍 0.68倍 0.71倍 –

株式： 単位：千株 単位：千株

期末発行済株式数 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 –
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単位：百万円 単位：百万円 単位：千米ドル

日本基準 IFRS
2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3

業績指標：
収益*1 ¥6,304,354 ¥7,743,237 ¥8,663,460 ¥8,170,237 ¥7,919,663 ¥5,797,362 ¥6,491,035 ¥6,762,702 ¥6,694,071 ¥6,309,303 ¥8,028,000 $65,593,594

売上総利益 403,888 582,498 634,572 616,042 578,887 570,872 606,282 638,428 639,885 607,626 759,237 6,203,423

販売費及び一般管理費 288,013 421,177 465,115 475,742 432,231 411,235 414,042 420,657 430,164 400,086 450,294 3,679,173

営業活動に係る利益*1 115,875 161,321 169,456 140,299 146,656 133,669 182,696 215,197 210,370 213,058 294,141 2,403,309

持分法による投資損益 17,646 13,783 4,060 (5,676) 10,254 10,476 11,368 4,336 (2,489) 7,523 20,686 169,017

親会社の所有者に帰属する当期利益*1 67,432 73,034 67,571 (43,714) 102,597 107,903 130,228 132,622 135,551 134,602 222,235 1,815,793

期末現在：
資産合計*1 ¥3,592,368 ¥4,072,728 ¥4,533,693 ¥3,952,100 ¥4,096,843 ¥4,212,064 ¥4,310,043 ¥4,441,464 ¥4,545,210 ¥5,228,004 ¥6,143,125 $50,193,030

資本合計*1 920,043 1,156,080 1,304,483 1,055,777 1,151,969 1,223,513 1,362,187 1,389,616 1,372,491 1,658,015 1,942,860 15,874,336

ネット有利子負債 998,626 1,088,974 1,233,559 1,102,786 1,050,229 1,101,974 1,006,990 988,475 1,032,494 993,462 1,238,296 10,117,623

キャッシュ・フロー：
営業活動によるキャッシュ・フロー ¥  124,156 ¥  133,937 ¥  169,100 ¥  308,338 ¥  193,769 ¥  159,770 ¥  215,098 ¥  210,796 ¥  267,809 ¥  245,055 ¥   50,137 $   409,649

投資活動によるキャッシュ・フロー (323,389) (135,587) (199,512) (170,839) (130,428) (127,525) (92,498) (137,546) (173,910) (102,176) (157,333) (1,285,505)

財務活動によるキャッシュ・フロー 223,374 5,356 108,247 (225,202) (28,343) 5,656 (128,741) (24,909) (53,679) 24,073 44,901 366,868

現金及び現金同等物の期末残高 391,352 412,032 499,157 399,191 430,517 426,208 423,426 465,861 496,372 677,478 653,013 5,335,509

1株当たり情報： 単位：円 単位：円 単位：米ドル

当期利益*1

　基本的当期利益 ¥192.58 ¥208.01 ¥192.23 ¥(124.26) ¥291.56 ¥306.64 ¥370.08 ¥376.89 ¥385.25 ¥382.56 ¥631.63 $5.16
　希薄化後当期利益*2 192.42 207.82 192.10 – 291.56 306.63 – – – – – –
配当金 44.00 50.00 56.00 62.00 70.00 70.00 94.00 100.00 110.00 112.00 160.00 1.30

配当性向*3 22.8% 24.0% 29.1% – 24.0% 22.8% 25.4% 26.5% 28.6% 29.3%  25.3% –

財務指標：
ROE 9.6% 8.4% 6.4% (4.3)% 11.0% 10.8% 11.7% 11.2% 11.3% 10.1% 13.9% –

親会社所有者帰属持分比率*1 21.2% 23.9% 24.8% 22.5% 24.0% 24.9% 27.3% 26.9% 26.3% 28.1% 28.2% –

ネット有利子負債倍率（ネットDER） 1.31倍 1.12倍 1.10倍 1.24倍 1.07倍 1.05倍 0.86倍 0.83倍 0.86倍 0.68倍 0.71倍 –

株式： 単位：千株 単位：千株

期末発行済株式数 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 –
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アフリカ企画部
モビリティSBU
アフリカ自動車部

アフリカ本部

監査部

組織図
（2022年4月1日現在）

食料・生活産業企画部 
食料SBU
穀物事業部
大阪食料部
食品原料部 
食品流通部

ライフスタイルSBU
繊維事業部 
住環境まちづくり部
保険部
ヘルスケア・メディカル事業部

食料・生活産業本部

化学品・エレクトロニクス企画部
自動車材料SBU
グローバル自動車材料部
自動車材料事業推進部
ネクストモビリティケミカル材料部
化学品SBU
環境・基礎化学品部
産業化学品部

無機化学品部
有機原料・事業統括部
エレクトロニクスSBU
電子事業統括部 
情報産業部
ソフトウェアファースト推進部
スマートソサエティ事業推進部

化学品・エレクトロニクス本部

機械・エネルギー・プラント 
　プロジェクト企画部
機械SBU
ユニット機械部
電池・環境機械部
ボデー機械部
産業機械&テクノロジー事業部

エネルギー・インフラソリューションSBU
電力事業開発部
電力事業企画・運営部
エネルギーソリューション開発部
プラント・プロジェクト部
カーボンニュートラルフューエル部

機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部

自動車企画部
トヨタSBU
米州・欧州自動車部
豪亜中近東・東アジア自動車部
KD事業部
マルチブランドSBU
日野自動車部

車両営業部
産業車輌部
バリューチェーンSBU
カスタマーサービス部
自動車バリューチェーン事業開発部

自動車本部

グローバル部品・ロジスティクス企画部
営業開発部
SCM機能統括部
グローバル部品SBU
グローバル部品事業統括部
東日本グローバル部品部
グローバル部品米州・欧州部
グローバル部品豪亜・東アジア部
グローバル部品営業部

ロジスティクス・モジュールSBU
ロジスティクス事業部
モジュール事業部
テクノパーク事業部
自部品用品・資材SBU
自動車部品部
用品事業部
機能材・セイフティ事業部

グローバル部品・ロジスティクス本部

金属企画部
自動車薄板SBU
自動車薄板第一部 
自動車薄板第二部
自動車薄板第三部 
西日本鋼材部
金属製品SBU
条鋼鋼管部
鉄鋼部

金属製品事業部
東日本鋼材部 
非鉄金属SBU
非鉄事業部
資源開発部
資源循環SBU
資源循環第一部
資源循環第二部

金属本部

株主総会

取締役会

社長

監査役会

コンプライアンス・危機管理部
原価低減・改善部
物流部
安全・環境推進部
ネクストモビリティ推進部
ネクストテクノロジーファンド 
 　推進室
カーボンニュートラル推進部
デジタル変革推進部
経営企画部
広報部
IT戦略部
渉外部
人事部
総務部
秘書部
投資・審査部
法務部
経理部
営業経理部
財務部
顧客統括部

コーポレート部門

名古屋本社
東京本社

北海道支店
　札幌分室
東北支店
新潟支店
浜松支店
　静岡分室
豊田支店
大阪支店 
　四国営業所
北陸支店
広島支店
九州支店
　中津分室

国内拠点

海外支店・事務所

国内拠点数
本社 2

支店 9

出張所 3

営業所 1

分室 3

海外拠点数
支店･事務所 23

現地法人 30

海外現地法人

トヨタアフリカ自動車部
電力・インフラ・テクノロジーSBU
ヘルスケアSBU
消費財SBU

海外現地法人

サステナビリティ推進委員会

投資戦略会議

統合リスク管理委員会

投融資委員会・協議会

経営執行会議

特定貿易管理委員会

106 豊田通商株式会社



コーポレートデータ
（2022年3月31日現在）

大株主の状況
株主名 持株数

（千株）
持株比率
（%）

トヨタ自動車株式会社 76,368 21.69

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 57,068 16.21

株式会社豊田自動織機 39,365 11.18

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 17,874 5.08

株式会社三菱UFJ銀行 8,098 2.30

株式会社三井住友銀行 4,249 1.21

日本生命保険相互会社 3,522 1.00

ステート ストリート バンク ウェスト クライアント・ 
トリーティ 505234

3,513 1.00

株式会社日本カストディ銀行（証券投資信託口） 3,368 0.96

東和不動産株式会社 3,205 0.91

（注） 1.持株比率は自己株式（1,994,875株）を控除して計算しています。
 2. 東和不動産株式会社は、2022年4月27日付でトヨタ不動産株式会社に名称が変更と

なっています。

株主分布状況

■ その他の法人 38.76%
■ 金融機関・証券会社 36.31%
■ 外国人 17.95%
■ 個人その他  6.42%
■ 自己株式  0.56%

所有者別状況

社名 豊田通商株式会社

本店所在地 〒450-8575
名古屋市中村区名駅四丁目9番8号

設立年月日 1948年7月1日

従業員数 単体 3,336名　連結 65,218名

資本金 649億3千6百万円

株式の総数
発行可能株式総数 1,000,000,000株
発行済株式の総数 352,061,641株

（自己株式1,994,875株を除く）

株主数 39,415名

上場証券取引所 東京、名古屋（証券コード8015）

独立監査法人 PwCあらた有限責任監査法人

株主名簿管理人／
特別口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

（同連絡先）

〒137-8081
新東京郵便局
私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話（通話料無料） 0120-232-711（東京）
 0120-094-777（大阪）

同取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社全国本支店
野村證券株式会社全国本支店

URL https://www.tr.mufg.jp/daikou/

株価と売買高の推移
（円／ポイント）
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格付情報
 （2022年3月31日現在）

長期 短期

格付投資情報センター（R&I） AA-（安定的） a-1+

S&Pグローバル・レーティング A（安定的） A-1

ムーディーズ・インベスターズ・ 
サービス (Moody's)

A3（安定的） －
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〒450-8575

名古屋市中村区名駅四丁目9番8号 センチュリー豊田ビル
TEL（052）584-5000 （代表）
E-mail  ttc_hp@pp.toyota-tsusho.com

URL https://www.toyota-tsusho.com/

 決算に関する詳細情報
https://www.toyota-tsusho.com/ir/library/ 
securities-report/2021.html

 サステナビリティの関連情報
https://www.toyota-tsusho.com/ 
sustainability/

 ウェブサイト上の統合レポート
https://www.toyota-tsusho.com/ir/library/ 
integrated-report/
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